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1．はじめに 

制度検討作業部会（以下、「本作業部会」という。）は、2017 年 3 月に総合資源エネルギー

調査会電力・ガス基本政策小委員会（以下、「基本政策小委員会」という。）の下に設置され、

電力システム改革貫徹のための政策小委員会（以下、「貫徹小委員会」という。）中間とりまと

めにおいて創設が提言された 5 つの市場（ベースロード市場、間接オークション・間接送電権

市場、容量市場、需給調整市場、非化石価値取引市場）等の詳細制度設計を検討してきた。 

 2018 年 5 月には、それまでの検討内容を踏まえ、本作業部会の中間とりまとめ（以下、「第

一次中間とりまとめ」という。）の案を公表した。（同中間とりまとめ案は、パブリックコメント手

続を踏まえ、同年 7 月に確定版が公表された。）第一次中間とりまとめにおいては、各市場の

詳細制度設計の検討結果が示され、資源エネルギー庁、電力・ガス取引監視等委員会（以

下、「監視等委員会」という。）、電力広域的運営推進機関（以下、「広域機関」という。）、日本

卸電力取引所（以下、「JEPX」という。）など、各市場に関係する関係機関が連携の上、市場

開設に向けた検討を進めることとされた。また、各市場の検討において、重要な追加論点が

明らかになった場合や、複数の市場に関係する論点が明らかになった場合などは、必要に応

じ、本作業部会において追加検討を行うこととされた。 

 本中間とりまとめ（第二次中間とりまとめ）は 2018 年 7 月の第 24 回作業部会から 2019 年

5 月の第 32 回作業部会までの、9 回の作業部会の検討内容をとりまとめたものである。貫徹

小委員会において創設が提言された 5 つの市場それぞれについて、第一次中間とりまとめ

以降に議論された追加論点について、検討した結果を示している。このうち、非化石価値取

引市場に関しては、非 FIT 非化石証書の取引についての制度設計のみならず、基本政策小

委会からの検討要請に基づき、エネルギー供給構造高度法の中間評価の基準についての

制度設計も含めて議論を行ってきた。中間評価の基準については、2020 年度からの導入に

向けた具体的な数値目標の在り方を整理した。容量市場については、2024 年以前の容量市

場発効以前の供給力確保策等について議論を行った。このほかにも、FIT 非化石証書のトラ

ッキングスキームや、ベースロード市場の監視スキームなど、様々な論点について検討を行

っている。 

 本中間とりまとめが扱う検討期間中においては、いくつかの重要な出来事があった。 

まず、2018 年 7 月 3 日に、第 5 次エネルギー基本計画が閣議決定された。同基本計画に

おいては、2030 年に向けた方針として、エネルギーミックスの確実な実現に向けた取組の更

なる強化を行うこととされた。2050 年に向けては、パリ協定発効に見られる脱炭素化への世

界的なモメンタムを踏まえ、エネルギー転換・脱炭素化に向けた挑戦を掲げ、あらゆる選択肢

の可能性を追求していくこととされた。再生可能エネルギーの主力電源化を目指す方針が明

記されるとともに、エネルギー供給構造高度化法の 2030 年目標に向けての着実な進捗を促

すための中間評価の基準の設定等の具体的措置を講じることとされた。 

次に、2018 年 9 月 6 日に、北海道胆振東部地震が発生し、地震発生後に北海道エリア全
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域にわたる大規模停電（ブラックアウト）が発生した。北海道胆振東部地震以外にも、平成 30

年 7 月豪雨、平成 30 年台風 21 号・台風 24 号などの災害により、大規模停電が発生するな

ど、電力供給に大きな被害がもたらされた。この結果、電力政策における安定供給の重要性

とレジリエンスの高い電力インフラ・システムの在り方について検討することの必要性が改め

て認識されることとなった。政府においては、「重要インフラの緊急点検に関する関係閣僚会

議」の決定を踏まえ、電力インフラを含む重要インフラの緊急点検を行った。また、基本政策

小委会と産業構造審議会保安・生活用製品安全分科会電力安全小委員会の下に「電力レジ

リエンスワーキンググループ」が設置され、レジリエンスの高い電力インフラ・システムを構築

するための課題や対策について議論が進められた。同ワーキンググループの中間とりまとめ

が、2018 年 11 月 27 日に公表され、中期対策の一つとして、災害対応を含む稀頻度リスク等

への対応強化を図るため、容量市場の早期開設や取引される供給力の範囲拡大等の可能

性を含めた検討等を行うこととされた。2019 年 2 月には、脱炭素化社会に向けた電力レジリ

エンス小委員会が設置されている。 

2020 年度には、第三弾電気事業法改正に基づく旧一般電気事業者の送配電部門の法的

分離が予定され、関連して 2020 年度以降の経過措置料金の扱いについても議論が進めら

れている。また、貫徹小委員会で創設が提言された市場の一部について、実際の取引が既

に開始された。2018 年 5 月から、非化石価値取引市場に関し、FIT 非化石証書の取引が開

始された。2018 年 10 月からは、間接オークションが開始され、2019 年 4 月には、初の間接

送電権の取引が JEPX において行われている。 

電力市場に目を向ければ、グロスビディングなどの自主的取組に加え、間接オークション

の導入により、2018 年 10 月以降、JEPX のスポット取引約定量の全国販売電力量に占める

シェアは 30%を超えることとなった。2018 年 7 月には、猛暑による需要増加等を背景として、

JEPX のスポット価格が当時の市場最高値となる 100 円/kWh を記録することになった。一方

で、九州エリアにおいては、太陽光発電の出力増加により余剰電力が発生し、初の太陽光発

電の出力制御が行われるとともに、当該時間帯の九州エリア価格において、JEPX 市場最安

値の 0.01 円/kWh という価格をつけることになった。貫徹小委員会で議論された発電所の投

資回収予見可能性の低下のシナリオは既に現実化しつつある。 

一方で、2017 年度から公募が開始された電源 I’の仕組みのもと、ディマンド・レスポンス

（以下「DR」という。）の一般送配電事業者による活用は定着した。例えば、2018 年 1 月から

2 月にかけて、東京エリアにおいては厳寒による需要増加により、DR が連続発動されるに至

った。海外に目を向ければ、蓄電池が系統の負荷軽減のために活用されており、容量市場

や需給調整市場に参入する動きが既に始まっている。社会における IoT や AI の普及が進

み、我が国の電力事業においても VPP の活用等が着実に進みつつある。 

原子力については、2019 年 5 月現在、西日本において、9 基の原子力発電所が稼働して

いる。関西電力株式会社及び九州電力株式会社においては、原子力発電所の稼働を踏ま

え、東日本大震災後に値上げした家庭用電気料金の値下げを行った。 
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新電力の販売電力量のシェアは約 15%に達した一方で、一部エリアの一部需要種別にお

いては、電力全面自由化後に伸長してきた新電力のシェアが一転して低下するケースも見ら

れた。旧一般電気事業者が新電力と提携・出資する動きも見られた。 

電力市場の外に目を向ければ、社会における ESG 投資（環境（environment）、社会

（social）、企業統治（governance）を配慮する企業への投資）への関心の高まりと、RE100 に

みられるような、需要家企業による再生可能エネルギー調達への関心の高まりなどが見られ

た。こうした関心の高まりを受けて、FIT 非化石証書においても、再エネ発電源を特定するトラ

ッキングスキームの実証実験が開始されるに至った。さらに、本年 6 月には、長野・軽井沢で

G20 環境・エネルギー大臣会合が開催され、大阪で G20 首脳会合が開催された。また、パリ

協定に基づく我が国の長期成長戦略が閣議決定された。 

海外においては、欧州において Brexit の動きがある一方で、単一欧州エネルギー市場実

現に向けた更なる取組が進んでおり、欧州大の需給調整市場の創設や各種市場制度のハ

ーモナイゼーションや脱炭素化に向けた政策推進の動きがみられ、包括的政策パッケージの

採択に向けた動きも進んでいる。米国においても、州レベルにおいて、電力システムの脱炭

素化のための様々な政策が推進されている。欧州・米国を含め、諸外国では再生可能エネ

ルギーの発電コストの大幅な低下が実現しており、我が国においても再生可能エネルギーの

普及やコスト低下が進展している。 

 本作業部会における検討は、こうした電気事業を巡る、とどまることない環境変化が進む中

で、行われてきたものである。 

 本作業部会においては、検討の初期段階から新電力等のヒアリングや意見募集を行い、第

一次中間とりまとめに至る過程においても、2 次にわたる中間論点整理を行った上で、事業

者意見募集やヒアリングを実施するなどの手続きをとった。第二次中間とりまとめの検討にあ

たっても、第一次中間とりまとめに対するパブリックコメントや、エネルギー供給構造高度化法

の目標達成計画の提出時に併せて提出された対象小売電気事業者からの意見の確認を、

検討の初期段階において行っている。また、本作業部会の第一次中間とりまとめを踏まえ市

場開設準備を行っている広域機関や JEPX においても、必要に応じて事業者意見募集手続

きを設けるなど、関係事業者等からの意見を聞きつつ透明性の高い、開かれた検討プロセス

を構築してきている。 

第二次中間とりまとめについても、これまでの本作業部会の検討内容について、関係事業

者からの意見を含め、広く様々な意見を聴くために、過去の作業部会の検討結果を整理した

ものである。各市場に関して追加論点が生じた際には、本作業部会を含め関係機関におい

て、必要に応じ然るべき検討を行っていく。 

 今後、本作業部会で検討を行ってきた各市場において、取引が開始されていく。2019 年 7

月には、ベースロード市場の初回オークションが開催される。本中間とりまとめの内容を踏ま

え、2019 年 11 月以降、卒 FIT 電源に対して非化石証書が発行される。2020 年 4 月以降は

その他の非 FIT 非化石電源に対しても非化石証書が発行されるとともに、エネルギー供給構
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造高度化法の中間評価の基準が導入される。2020 年度には、容量市場の初回オークション

が予定されている（容量契約の発効は 2024 年度以降）。2020 年度から、一般送配電事業者

における調整力の広域運用が段階的に開始され、2021 年度の 3 次調整力②を皮切りに、広

域的な調整力の調達を目的とした需給調整市場が導入される。本作業部会の検討内容は、

2020 年代前半までに実現していく予定である。 

 本作業部会の検討を踏まえ、貫徹小委員会中間とりまとめが意図する、我が国の電力市場

の競争の深化や、環境適合や安定供給などの公益的課題の達成が、電力自由化の流れの

下で同時に実現していくことを、強く期待するものである。 
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2．新たな市場整備の方向性（各論） 

2．1．非化石価値取引市場 

（1）意義と経緯 

（非化石価値取引市場の創設意義） 

貫徹小委員会中間とりまとめにおいて、①非化石価値を顕在化し、取引を可能とすること

で、小売電気事業者の高度化法 1上の非化石電源調達目標の達成 2を後押しするとともに、

②需要家にとっての選択肢を拡大しつつ、固定価格買取り（FIT）制度による国民負担の軽減

に資する、非化石価値取引市場が創設されることとされた。その市場創設時期については、

FIT 電源については 2017 年度に発電した FIT 電気から市場取引対象とし、非 FIT 電源につ

いても、住宅用太陽光の FIT 買取期間が初めて終了する 2019 年度の電気から市場取引対

象とすることを目途にしつつ、できるだけ早い時期に取引開始できるよう努めることとされた。 

 

（FIT 非化石証書の取引開始経緯） 

ＦＩＴ電源に係る非化石価値の市場取引の詳細設計について、本作業部会において検討を

行い、FIT 電源に係る非化石証書（FIT 非化石証書）については、2018 年 5 月に初回オーク

ションが実施された。 

また、FIT 非化石証書に対応する電源種や発電所所在地等属性情報を明らかにすること

に関してどのような事業者ニーズが存在するかを把握すると共に、属性情報の管理・追跡の

ためにどのような情報基盤や仕組み（以下、「トラッキングスキーム」）が必要となるのかにつ

いても検討を進めた上で、試行的に取引を実施した。（「（5）トラッキング付 FIT 非化石証書に

ついて」参照） 

 

（高度化法に基づく達成計画の提出） 

また、2018 年 7 月末には、高度化法施行令第 5 条第 1 号に掲げる事業を行う小売電気

事業者、及び一般送配電事業者と特定送配電事業者のうち、2017 年度における電気の供給

量が 5 億キロワット時以上の事業者（報告対象事業者）より、高度化法に基づく非化石エネ

ルギー源の利用の目標達成のための計画 3（達成計画）が提出された。報告対象事業者は、

46 社であった。また、報告対象事業者は達成計画の提出にあたって非化石電源比率の現状

                                                   
1 エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効

な利用の促進に関する法律 
2 非化石エネルギー源の利用に関する電気事業者の判断基準（以下、告示）において、小

売電気事業者は、自ら供給する電気の非化石電源比率を 2030 年度に 44％以上にすること

が求められている。 
3 2018 年 7 月末、達成計画提出対象事業者（46 社）は現状の非化石電源比率、2030 年度

の目標達成に向けた取り組み状況、目標を実現する上での課題等の報告を行った。提出対

象となった企業は 46 社（販売電力量シェアにおけるカバー率 98%） 
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と 2030 年度の目標値を記載することになっており、報告対象事業者の非化石電源比率の現

状（2017 年度実績）は以下のとおりであった。 

 

（参考図 1－1）2017 年度の非化石電源比率実績 

 
 

（高度化法の非化石電源比率の 2030 年度目標について） 

報告対象事業者は、今回達成計画を提出するにあたって、2030 年度において非化石証書

を含め非化石エネルギー源が十分に調達できる環境にあることを前提に、2030 年度の目標

値（非化石電源比率）を記載した。 

報告対象事業者の 2030 年度の目標値や、目標達成に向けた取り組み内容に関する集計結

果は以下のとおり。 

 

（参考図 1－2） 2030 年度の目標値及び目標達成に向けた取り組み 
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（報告対象事業者の意見） 

報告対象事業者に対して、2030 年目標達成に向けた課題について意見提出を求めたとこ

ろ、33 社から高度化法達成計画の添付書類として以下の意見が提出された。 

 

（参考図 1－3）2030 年目標達成に向けた課題 

 

 

（2017 年度の目標達成計画の評価） 

2017 年度において、報告対象事業者の非化石電源比率の加重平均は約 18%であった。み

なし小売電気事業者のうち、一部の事業者は水力・原子力発電の活用等により、平均以上の

非化石電源比率となっている。 

一方、新電力は一部の事業者が平均以上の非化石電源を利用しているが、大半の事業

者の非化石電源比率が 10%以下であり、余剰非化石電気相当量（売残り FIT 非化石証書 

6%）が非化石電源利用の過半を占める。なお、FIT 非化石証書を購入することで非化石電源

比率を高めた報告対象事業者は極めて僅かであった。（全体で 2.2GWh） 

報告対象事業者において、現時点の非化石電源比率に大きな違いがある理由は、各社の

電源調達状況に大きな違いがあることに加え、現状において 2030 年度以前の定量的な中間

評価の基準が定められていないことが大きな要因と考えられる。 

2030 年度目標については、2030 年度において非化石証書を含め非化石エネルギー源が

十分に調達できる環境にあることを前提として、報告対象事業者 46 社中 45 社が 44％以上

と回答した。他方で、目標達成の方法は、多くの事業者が非化石証書の購入を挙げた。ま
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た、一部の事業者は公営水力事業者等との契約、水力発電所等非化石電源の安定操業、

原子力再稼働等を挙げた。4 

目標達成に向けた課題としては、多くの事業者から、新電力と旧一般電気事業者の公平な

競争環境の確保、非化石証書が適切に取引されるような制度的措置などが必要との意見が

あった。 

 

（今後の検討の進め方） 

達成計画の提出と合わせて寄せられた事業者からの意見を踏まえながら、本作業部会に

て、非 FIT 非化石証書の取引に係る制度設計について検討を開始した。 

また、非 FIT 非化石証書の取引スキームの検討を踏まえ、中間評価の基準の在り方につ

いても今後、基本政策小委において検討を進めることとされた。 

 

（2）非 FIT 非化石証書の制度設計の方向性 

これまでの貫徹小委員会での議論や達成計画の提出と合わせて寄せられた事業者から

の意見を踏まえながら、本作業部会にて、非 FIT 非化石証書の取引に係る制度設計につい

て検討した。 

 

①非 FIT 非化石電源に係る認定スキームについて 

非 FIT 電源に係る非化石証書（非 FIT 非化石証書）の制度設計にあたっては、取引される

非 FIT 非化石証書の信頼性を担保するため、当該証書が非 FIT 非化石電源に由来すること

について、第三者機関による認定が必要。認定行為の種類と認定行為のイメージは、次のよ

うに考えられる。 

1）設備認定 

発電事業者が保有する発電設備が確かに非 FIT 非化石電源であることを認定する。 

2）電力量の認定 

非 FIT 非化石発電事業者から報告を受けた電力量が正確な値であることを認定する。 

 

（非 FIT 非化石証書の認定主体について） 

非 FIT 非化石証書に係る認定にあたっては、特に、卒 FIT 電源の設備認定や電力量の認

定に係る情報と、FIT 非化石証書の認定に係る情報とのダブルカウントが発生しないよう十分

留意する必要がある。 

非 FIT 非化石証書の認定機関の選定にあたっては、国が第三者機関へ委託することとす

る。この場合、国が認定主体となり、認定に係る実務を第三者へ委託することとなる。 

                                                   
4 なお、沖縄電力からは、 「国全体の目標値が 44%とされていることを踏まえ最大限努

力する」としつつ、平成 29 年度供給計画最終年度の比率を 2030 年度の非化石電源比率の

目標値として設定し、達成計画の提出がなされた。 
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（参考図 1－4）認定主体について 

 

（非 FIT 発電事業者の設備認定について） 

FIT 電源については、国が FIT 制度において FIT 電源の設備認定を実施しているが、非

FIT 非化石電源についても、新たに設備認定を行う必要がある。 

卒 FIT 電源については、過去に FIT 制度において設備認定を受けているため、当該情報を

活用の上、認定作業を行う。また、大型水力等の非 FIT 発電事業者については、国に提出し

ている発電事業者届出等を基に別途認定を行うこととする。 

 

（非 FIT 非化石電源の電力量の認定について） 

電力量のデータについては、一般送配電事業者が託送供給等業務の一環で電力量を把

握している点を鑑みると、一般送配電事業者が保有している電力量のデータを活用すること

が妥当と考えられる。但し、一般送配電事業者は、託送供給等業務で得た電力量等の情報

を目的外に利用し、又は提供することが電事法上禁止されている。 

しかし、国が認定主体となる場合、一般送配電事業者が託送供給等業務で得た当該デー

タを国に提出することになるが、これは電事法上禁止されている目的外使用に当たらないと

考えられる。 

このため、非 FIT 非化石電源の電力量の認定にあたっては、一般送配電事業者が託送供

給等業務で得た電力量のデータを国にまとめて提出することとし、国は当該データに基づき、

非 FIT 非化石電源に係る認定を行うこととする。 

 

 

（卒 FIT 電源等の小規模な非 FIT 電源に係る非化石証書の発行について ） 

FIT 制度に基づく固定価格買取期間が終了した電源（卒 FIT 電源）が 2019 年に約 53 万件
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生じる見込みであり、こうした非化石電源についても非化石証書の発行を可能とする必要が

ある。 

貫徹小委員会においては、非 FIT 非化石電源の非化石証書は発電事業者が売り手となる

こととされている。他方で、卒 FIT 電源等の小規模非 FIT 非化石電源の保有者の多くは、電

事法上の発電事業者 5としての資格を有さないことが想定される。 

このような発電事業者としての資格を有さない小規模の非 FIT 非化石電源（以下「卒 FIT 電

源等」という）保有者が直接証書を発行した場合には、当該保有者にとっても手続きが煩雑で

あるのみならず結果的に証書化が行われず価値が埋没するおそれがある。また、多数の卒

FIT 電源等保有者が証書を発行するにあたっては、国における認定行為等に係る事務作業

が膨大になることが予想される。 

このため、発電事業者でない者が保有する卒 FIT 電源等の電気を小売電気事業者等の電

気事業者がアグリゲートしている場合に限って、当該電気事業者が国による認定を受けた上

で証書化することとする。 （ただし、発電事業者が卒 FIT 電源等を保有する場合はこの限り

でない。） 

 

（参考図 1－5）卒 FIT 電源等に係る非化石証書の発行について 

 

 

（卒 FIT 電源等の電力量の認定について） 

住宅用太陽光等の FIT 電源の電力量は、一般送配電事業者が発電者毎の電力量（逆潮

流分）の集計値を託送契約を締結している発電契約者（小売電気事業者等）に伝えている。 

卒 FIT 電源等については、その他の非 FIT 非化石電源の電力量の認定と同様に、一般送

配電事業者が託送供給等業務で得た電力量のデータを国にまとめて提出することとし、国は

                                                   
5 発電事業者とは、発電事業（※） を営むことについて電事法第二十七条の二十七第一項

の規定による届出をした者をいう。 
（※）発電事業とは、①出力計 1,000kW 以上、②託送契約上の同時最大受電電力が 5 割

超、③年間の逆潮流量（電力量）が 5 割超、のいずれの条件にも該当する発電用の電気工

作物について、小売電気事業等の用に供する電力の合計が１万 kW を超えるものであるこ

と。 
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原則当該データに基づき、非化石電源に係る認定を行うこととする。 

 

（非 FIT 非化石証書に係る認定スキームの全体像） 

卒 FIT 電気の取り扱いも踏まえた非 FIT 非化石証書に係る認定スキームの全体像は以下

のとおり。 

（参考図 1－6）非 FIT 非化石証書に係る認定スキームの全体像 

 

②非 FIT 非化石証書の取引について 

非 FIT 非化石電源は発電に伴って非化石価値を生じることになるが、当該電源を保有する

発電事業者は、①非 FIT 非化石価値を相対で小売電気事業者に販売する 6、或いは②JEPX

に開設される非化石価値取引市場に売却することで証書を取引することとする。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
6 非 FIT 非化石証書の相対取引においては、非化石証書の販売先として、電気の販売先と

同一の小売電気事業者に販売するケースと、電気の販売先とは異なる事業者に販売するケ

ースが存在する。 
このような相対取引における非 FIT 非化石証書に化体される非化石価値を含む環境価値

は、非化石価値取引市場で開催されるオークションのタイミングとは無関係に、当該非化

石電源の発電電力量の確定と同じタイミングで認定を行うため、基本的には、小売電気事

業者は、電気の発電と同時に実質的に非化石証書を取得していることと解される。但し、

後述の通り、高度化法の非化石電源比率の報告には、当該年の 1~12 月に発電された非

FIT 非化石証書が利用可能。（温対法における排出係数の報告においても同様。） 
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（参考図 1－7） 非 FIT 非化石証書の取引 

 

 

（非化石価値のダブルカウント回避について） 

非化石価値を取引するにあたって、発電事業者や小売電気事業者による非化石価値のダ

ブルカウント（とりわけ証書を発行していない電気の非化石価値とのダブルカウント）が生じな

いような管理体制が必要。 

このため、当該発電事業者が相対取引で非化石価値を有する電気を小売電気事業者に

販売する場合においても、すべて証書化することとする。具体的には、当該発電事業者が非

化石証書量及び供給先の小売電気事業者を認定機関経由で JEPX に通知し、JEPX 口座管

理システムにおいて、当該小売電気事業者の口座の証書残高に反映させる仕組みとする。 

 

（参考図 1－8）非 FIT 非化石証書の管理方法 
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（小売電気事業者が調達した卒 FIT 電源等の非化石価値の取り扱いについて） 

卒 FIT 電源 7等を調達した当該小売電気事業者がとり得る行動として、①非化石価値を有

する電気をそのまま需要家等に販売、或いは②当該電気に由来する非化石価値を非化石価

値取引市場に売却、の 2 パターンが想定される。 

但し、これまで小売電気事業者間の証書の転売については、税務上の懸念があることから

当面転売は出来ない仕組みとしているところ、上記、②の場合においては、非 FIT 非化石証

書を他の小売電気事業者に転売にあたると解されるため、当面卒 FIT 電源等の取り扱いに

ついては、①のみ認めることとする。 

 

（参考図 1－9）卒 FIT 電源等に係る非化石証書の取引 

 

 

（小売電気事業者が調達した卒 FIT 電源等の非化石価値のダブルカウント回避について） 

卒 FIT 電源等の電気を調達した小売電気事業者についても前述の非 FIT 電源と同様に、

ダブルカウント防止の観点から、小売電気事業者が買い取った電力量（直接需要家に販売し

た電力量）を認定機関経由で JEPX に通知し、当該電力量分に相当する非化石証書を JEPX

口座管理システム上の当該小売電気事業者の口座に反映させる（つまり証書化する）仕組み

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
7 FIT 制度に基づく固定価格買取期間が終了した住宅用太陽光発電等の小規模な非 FIT 非

化石電源を指す。 
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（参考図 1－10）卒 FIT 電源等に係る非化石証書の管理 

 

 

（非 FIT 非化石証書のオークションにおける価格決定システムについて） 

FIT 非化石証書のオークションについて、証書の売入札者は GIO8一者であり、（また、FIT

賦課金による国民負担の軽減を最大限に図る観点から）当面はマルチプライスオークション

方式を採用することとされている。 

他方で、非 FIT 非化石証書のオークションにおいては、通常の電力のスポット市場と同様

に、売入札者は複数の発電事業者等、買入札者は複数の小売電気事業者等となることが想

定されるため、シングルプライスオークション方式を採用することとする。 

 

（非 FIT 非化石証書の価格水準について） 

FIT 非化石証書については、需要家が FIT 賦課金として費用負担している（2018 年度賦課

金単価 2.9 円/kWh）点等を鑑み、入札最低価格を設定しているが、非 FIT 非化石証書につい

ては、上記のような措置を講じず、最低価格は設けないこととする。 

他方で、入札最高価格については、高度化法の中間評価の基準の設定等によっては、価

格が高騰する可能性があるため、FIT 非化石証書と同様に価格高騰時の負担抑制の観点か

ら設定することが望ましいと考えられる。 

第 1 フェーズにおける中間評価の基準においては、激変緩和の導入（後述）によって、価格

が高騰する蓋然性は低くなっているものの、他方で、小売電気事業者による買占め行為や価

格の吊り上げ等の価格操作を防ぐ観点から、オークションにおいて買手の入札上限価格を設

けることとし、具体的な入札上限価格については、FIT 非化石証書の水準と合わせて 4 円

/kWh とする。 

 

 

 

                                                   
8 FIT 制度上の費用負担調整機関である（一般社団法人）低炭素投資促進機構のこと 



 

15 
 

（参考図 1－11）入札上限価格と入札下限価格 

 

 

（非化石証書の種類について） 

 これまでの貫徹小委員会での議論において、非 FIT 非化石証書のうち、再エネ電気に由来

するものについては、証書の売り手が「再エネ指定」として販売するか「指定無し」として販売

するか選択が可能とされている。 

また、「再エネ指定」においては、FIT 電源と非 FIT 再エネ電源のいずれも再エネ指定となり

うるが、両者間で価格決定方式等に違いがあることから、実質 2 種類存在することになる。つ

まり、非化石証書そのものは以下の 3 分類となるが、非 FIT 非化石証書（再エネ指定）と FIT

非化石証書のオークションの統合や再エネ指定証書の細分化等については、取引状況を勘

案しながら必要に応じて検討することとする。 

 

（参考図 1－12）非化石証書の種類 
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（非 FIT 非化石証書の約定/未約定分の取り扱いについて） 

 非 FIT 非化石証書の売入札については、シングルプライスオークションのため、複数の発電

事業者等が売入札者となり、売入札価格が低いものから順に約定することになる。また、総

売入札量が総買入札量を上回る場合においては、約定価格以上の売入札価格のものが売

れ残ることになる。 

非 FIT 非化石証書は FIT 非化石証書と同様に非化石価値等の環境価値を有するものの、

需要家全体が FIT 賦課金のように費用を負担しているという事情がないため、未約定分の非

FIT 非化石証書の環境価値については、小売電気事業者に対する分配は行わないこととす

る。9 

 

（参考図 1－13）非 FIT 非化石証書の約定/未約定の取り扱い 

 

 

（非 FIT 非化石証書のオークションスケジュールについて） 

 FIT 非化石証書については、利用者にとっての利便性と売り出し量の細分化を防ぐ観点か

ら、年に 4 回オークションが実施されており、当該オークションでは四半期分の電力量に相当

する非化石証書が市場に供出されているところ。また、当該証書を発行するにあたっては、

GIO による電力量の確認作業やオークション準備、高度化法の達成計画の提出（非化石電

源比率の報告）時期等を鑑み、前年度の 1～3 月に発電された電気に相当する非化石証書

については、翌年度の非化石電源比率の算定に利用可能としている。 

非 FIT 非化石証書についても同様の理由から、オークション頻度は年 4 回とし、また、年度

の高度化法の非化石電源比率の報告には、当該年の 1～12 月に発電された非 FIT 非化石

証書を利用可能とする。10 

                                                   
9 他制度との関係等で新たな論点が生じた場合には、必要に応じて改めて検討するこ

ととしたい。また、小売事業者の排出係数の算定方法については、別途排出係数検討

会で議論することとする。 
10 2019 年度の高度化法の非化石電源比率の報告については、当該年の 11~12 月に発電さ

れた卒 FIT 電源に係る非化石証書が利用可能。2020 年度については、卒 FIT 電源に係る

非化石証書は当該年の１~12 月発電分、卒 FIT 電源以外の非 FIT 非化石電源については、
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（非 FIT 非化石証書の環境価値の整理について） 

これまで、非 FIT 非化石電源から発電された電気を小売電気事業者が相対契約に基づき

調達した場合、当該電気は非化石価値を有する電気として高度化法の非化石電源比率に計

上可能とされてきた。 

今般の非 FIT 非化石証書に係る制度導入に伴い、非化石電源から発電された系統電力の

非化石価値は非 FIT 非化石証書に化体され、この場合、ゼロエミ価値・環境表示価値も併せ

て証書に付随する。このため、小売電気事業者が非 FIT 非化石電源から電気を相対で調達

していても、非化石証書を取得 11していない場合は、当該電気を高度化法の非化石電源比率

に計上することは出来ず、証書に付随する他の環境価値も取得出来ないこととなる。 

 

（参考図 1－14）非 FIT 非化石証書の環境価値の整理について 

 

 

（3）高度化法の中間評価の基準に係る制度設計の方向性 

①背景 

高度化法は我が国のエネルギー供給の太宗を化石燃料が占めていることに鑑み、エネル

ギー安定供給、経済効率性の向上による低コストでのエネルギー供給を実現し、同時に、環

境への適合を図るために、平成 21 年に制定された。 

高度化法において全てのエネルギー供給事業者は、事業を行うにあたり、基本方針に留

意して非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に努めな

ければならないこととされている。 

                                                   
当該年の４~12 月に発電された非 FIT 非化石証書が利用可能。（後述の今後のスケジュー

ルを参照） 
11 小売電気事業者が非 FIT 非化石証書を取得する方法としては、日本卸電力取引所

（JEPX）におけるオークションによる取引（市場取引）だけでなく、発電者と小売電気

事業者間による相対取引のどちらも可能。また、相対取引においては、住宅用太陽光発電

等の小規模な非 FIT 非化石電源等の保有者が電気事業法における発電事業者としての資格

を有さない場合、電気と非化石価値を同一で購入する小売事業者が証書の発行手続きを行

うことによって小売電気事業者は非 FIT 非化石証書を取得することとなる。 
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エネルギー供給事業者のうち、「特定エネルギー供給事業者」（前年度の電気の供給量が

5 億 kWh 以上であるもの）については、判断基準に定められる非化石電源比率の目標につい

て、その達成のための計画を作成し、経済産業大臣に提出することを義務付けている。 

エネルギー供給事業者については、平成 26 年の電気事業法第 2 弾改正に伴い、小売電

気事業者等 12に改正された。 

基本方針及び判断基準については、エネルギー需給の長期見通しを踏まえて策定するこ

ととされている。平成 28 年にはエネルギー基本計画の改訂を踏まえた告示の改正が行われ、

判断基準における非化石電源比率の目標については、長期エネルギー需給見通しを踏まえ

「2030 年における非化石電源比率を原則 44％以上」とすることとされた。 

別途、省エネ法に基づき、発電段階において、エネルギーミックスと整合的な火力発電全

体の発電効率について規制しており、高度化法、省エネ法の目標を達成できた場合に、結果

として、2030 年時点での排出係数が 0．37kg-CO2/kWh 相当となる。これは、パリ協定事務局

に提出した日本の中期目標（2030 年度の温室効果ガスの排出を 2013 年度比で 26％削減）

と整合的な数値となっている。 

 

（参考）パリ協定について 

2020 年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組みである「パリ協定」が

COP21（2015 年 12 月）において採択され、 2016 年 11 月 4 日に発効。 

（背景） 

 1992 年 5 月 気候変動枠組条約採択（大枠を規定）  

 1997 年 12 月 京都議定書採択（先進国のみに排出削減目標を義務付け） 

 2015 年 12 月 パリ協定採択（2016 年 4 月に署名式） 
 → 「55 カ国以上の参加」及び「世界の総排出量のうち 55％以上をカバーする国の

批准」が発効条件 

 2016 年 11 月 4 日、パリ協定発効 
 →2017 年 8 月時点で、協定締結国だけで世界の温室効果ガス排出量の約 86％、

159 か国・地域をカバー 

（パリ協定概要） 

長期目標（2℃目標） 

 世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃

に抑える努力を追求。 

 出来る限り早期に世界の温室効果ガスの排出量をピークアウトし、今世紀後半に人

為的な温室効果ガスの排出と吸収源による除去の均衡を達成。 

プレッジ＆レビュー 

                                                   
12 小売電気事業者、一般送配電事業者、登録特定送配電事業者（一般送配電事業者、登録

特定送配電事業者については、小売供給に係る部分に限る） 
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 先進国、途上国を問わず、主要排出国を含む全ての国が自国の国情に合わせ、

2020 年以降の温室効果ガス削減目標を策定し、2023 年から 5 年ごとに条約事務局

に提出・更新。 

 各国は目標の達成に向けた進捗状況に関する情報を定期的に提供。提出された情

報は、専門家によるレビューを受ける。 

長期低排出発展戦略 

 全ての締約国は、長期的な「低排出発展戦略」を作成・提出するよう努力すべきであ

ることも規定されており、COP21 決定において、長期低排出発展戦略について、2020

年までの提出が招請されている。 

 

（日本の中期目標） 

日本では、中期目標として、2030 年度の温室効果ガスの排出を 2013 年度の水準から 26％

削減することが目標として定められている。 

 

（高度化法の 2030 年度目標について） 

高度化法の 2030 年度目標は、平成 27 年度の電力基本政策小委において、パリ協定など

の国際協定を背景として、電事法第二弾改正とエネルギーミックス策定といった国内法制度

を踏まえて設定されたものである。また、非化石価値取引市場は、平成 28 年度の貫徹小委

員会での議論を踏まえ、44%目標達成後押しを目的に創設されたものである。 

2030 年 44%目標は長期エネルギー需給見通しに基づき、全事業者が努力して今後達成し

ていくべき目標である。高度化法判断基準（告示）においては、全ての小売電気事業者に対

し努力を求めており、2030 年時点での各小売電気事業者に課された目標を現時点で変更す

ることは、全ての小売電気事業者が目標達成に向けて努力を行うという趣旨に照らして不適

当と考えられる。 

他方で、高度化法の中間評価の基準の設定により、具体的に非化石証書の購入を通じた

目標達成のための費用が発生するにあたり、小売競争への影響を精査することは重要であ

る。 
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（参考図 1－15）高度化法 2030 年度目標と非化石価値取引市場の創設経緯 

 

 

（非化石電源比率の中間評価について） 

非化石エネルギー源の利用に関する電気事業者の判断基準（平成 29 年 経済産業省告

示 第 130 号）1．④にて、「非化石電源比率の目標到達に向けて、国は、毎年、事業者（複数

の事業者で取組を行っている場合にあっては、当該複数の事業者）の単位で、目標到達の状

況と到達に向け適切な取り組みを行っているかを評価するものとする。加えて、定量的な中

間評価の基準を設け、評価を行うことで目標達成の確度を高める。」と規定されている。 

中間評価の在り方については、貫徹小委員会の議論も踏まえ、FIT 由来電源以外の非化

石証書の取引が開始される時期を目途に検討を行うとされていた。 

 

（参考）平成 26年度及び27年度並びに旧外地特会決算議決にあたっての指摘事項 （衆 

決算行政監視委員会 抜粋） 

（再生可能エネルギー） 

再生可能エネルギーについては、小売電気事業者が非化石電源比率に係る目標の達成

に向け適切に取り組むことができるよう、政府は、エネルギー供給構造高度化法に基づく

定量的な中間評価の基準を早期に示すべきである。 

 

第 14 回基本政策小委において、「中間評価の基準の設定について、小売競争への影響も

精査しつつ、発電事業者の証書収入の使途制限や、証書の市場供出等の制度的手当と一

体的かつ丁寧に議論する」とされた。 

また、具体的な内容については、「制度検討作業部会において議論を行い、検討結果を踏

まえて基本政策小委で改めて議論する」こととされた。 

中間評価の基準を議論するにあたっては、高度化法告示や高度化法の趣旨を踏まえつつ、

非化石価値取引市場等の制度的手当と一体的かつ丁寧に検討を行いながら、本作業部会

において論点を整理することとされた。 
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（小売電気事業者間の公平な競争環境の確保について） 

中間評価の基準を設定するにあたり、本作業部会では、事業者によって高度化法の目標

を変えることで、小売電気事業者間のイコールフットを追求すべきとの意見と、用途制限等の

厳格化を議論した上で整理が難しい場合に目標設定について議論すべきとの意見があった。 

また、高度化法の目標を事業者によって変えた場合には、様々な論点に対応する必要が

あることも議論された。 

なお、高度化法は非化石電源の利用の拡大を図ることを目的としており、高度化法の運用

の結果、非化石電源の競争力が相対的に高まる（化石電源の競争力が相対的に低下する）

こと自体は法律の趣旨に合致していると考えられる。他方で、高度化法の運用の結果、発電

事業者間の競争が著しく減殺される場合には問題となりうると考えられる。 

 

 

委員・オブザーバーの主な意見 

（事業者によって目標を変えるべき） 

• 振り返ってみると、高度化法でそもそも小売電気事業者全員に 44％が課されてい

るということが、歪んだ構造になっているのではないか。 

• 非化石電源比率の目標は一律 44％という形に設定されているが、その目標を事業

者の比率によって異なるものとすることで、イコールフッティングを実現できるので

はないか。 

 

（用途制限等の厳格化を議論した上で整理が難しい場合に目標設定について議論すべき） 

• 収入帰属については、発電事業者に帰属させるのが原則と考える。使途制限によ

ってイコールフットが達成できるのであれば必要最低限の措置でよいかもしれない

が、使途制限だけでは事業者の競争環境確保が不十分だということであれば、収

入を吐きださせる方法も考える必要があるが、その場合は寄付金課税との関係を

整理する必要があるのではないか。但し、何れの場合においても整理が難しいとい

うことであれば、そもそも 44％の目標設定が正しいのか、という議論にもなると思

う。議論の順番があり、慎重な検討を要する論点という認識。 

• 発販同一の会社において、利益移転が起こるのではないかという懸念があるが、

仮に相対取引を認める場合であっても、きちっと非化石証書の収入が内部補助とし

て利用されることが無いよう見ていく必要があるのでは。また、少なくとも小売競争

環境を歪めないような仕組みになっていれば非化石電源比率の目標を変える必要

はないのではないか。 

 

事業者毎に高度化法の目標を変えた際の論点 

 事業者毎に 2030 年目標を変えた場合、事業者のシェアの変動によって、全体とし
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て 44％目標達成が出来なくなる可能性が生じる。 

 非化石電源比率は、個々の事業者においても、過去の非化石電源への投資や出

水率等の稼働状況の変化によっても大きく変わり得るところ、基準年をいつに設定

するか。（基準年の設定方法次第では、過去に非化石電源の稼働に努力した事業

者ほど高い目標を課すことになり、将来に基準年を設定した場合、非化石電源の稼

働を抑制するインセンティブが生じる） 

 基準年において、グループ外の事業者から非化石電源を調達している場合、自ら

の非化石電源比率の内数になっているが、非化石証書の収入が発電部門に帰属し

ている場合に、当該非化石電源の量を小売電気事業者の高度化法の目標に反映

させるべきかどうか。また、基準年に稼働していた非化石電源が経年劣化等によ

り、停止せざるを得ない場合等にどのように取り扱うか。 

 非化石証書の社内取引を認めることとすれば、他社へ販売した非化石証書の収入

が小売の値下げ原資に活用され、小売競争環境に影響を与えるおそれがあること

についてどのように考えるか。 

 

②化石電源グランドファザリング（特例措置） 

（中間評価の基準を設定する上での論点（基本政策小委での意見）） 

2017 年度の非化石電源比率の報告状況を踏まえると、事業者間で非化石電源へのアクセ

ス環境は大きく異なっているという実態があり、また、事業者の中には、他事業との関係等か

ら化石電源を多く調達している事業者も存在する。 

本作業部会や基本政策小委においての議論において、中間評価の基準を設定する上で

は、各事業者の置かれた状況を勘案するようなことも考え得るのではないか、という意見があ

った。 

 

（参考図 1－16）再掲：2017 年度の非化石電源比率の実績 
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（化石電源グランドファザリング（特例措置）） 

環境適合を推進する市場を導入する際に、諸外国においては既存事業者の継続的な事業

の実施に対して各事業者の置かれた状況を勘案する事例が存在する。 

従来、化石電源等の電気を調達していた小売電気事業者について、非化石電源の電気を

新規に調達することの困難性や事業環境の激変を防ぐという観点から、化石電源の調達に

一定の配慮を行うことも考えられる。（化石電源グランドファザリング（特例措置）） 

他方で、こうした化石電源グランドファザリング（特例措置）を継続した場合には、対象事業

者の非化石電源への移行が他事業者よりも遅れるという可能性もある。 

 

（参考図 1－17）化石電源グランドファザリング（特例措置）導入のイメージ 

 

 

（化石電源グランドファザリング（特例措置）の漸減・撤廃） 

諸外国の事例においては、グランドファザリング等の配慮を設ける場合、対象事業者に対

しては、当該措置を段階的に漸減させ、最終的に撤廃を目指している。（参考：EU-ETS にお

けるグランドファザリング） 

中間評価の規準の設定においても、対象事業者における非化石電源の利用の遅れを是

正する観点から、化石電源グランドファザリング（特例措置）を諸外国と同様に段階的に漸減

させていくことが適当と考えられる。 

具体的には 2030 年までの中間段階で化石電源グランドファザリング（特例措置）の在り方

を見直すこととする（当初の期間をフェーズ 1 とし、以降をフェーズ 2、3 とする）。なお、化石電

源グランドファザリング（特例措置）を漸減・撤廃するにあたっては、各小売電気事業者の非

化石電源の調達状況等を注視した上で、小売電気事業者間の競争に与える影響に留意する

必要があり、十分な議論を行いながら検討していく必要がある。13 

                                                   
13 フェーズ 2 以降の化石電源グランドファザリング（特例措置）の在り方については、化

石電源グランドファザリング（特例措置）を漸減させていく必要性がある一方で、現時点

で将来時点での各事業者の非化石電源の調達環境等について確実性をもって見通すことが

できないこと等を考えると、現時点で議論する材料が揃っていない。したがって、非化石
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（参考図 1－18）EU-ETS におけるグランドファザリング 

 
こうした化石電源グランドファザリング（特例措置）の考え方について、本作業部会では強

い支持があった。 

化石電源グランドファザリング（特例措置）に対する委員・オブザーバー意見 

 今回は中間評価の基準について、事務局として基本的な考え方を示して頂いたものと

理解している。これまでこちらが再三お願いしてきたことを踏まえて、グランドファザリン

グを考える余地がある、ということを示して頂いたものと理解しており、色んな難しい問

題があるなかで全てを解決するものではないかもしれないが、その大部分を解決しうる

非常に良い提案なのではないかと思う。 

 グランドファザリングと聞くと、例えば、過去の一時点の非化石電源比率を出発点とし

て、伸びを皆一緒にするということが想定されるが、それでは、これまで非化石電源比

率の向上に努力してきた人をどう評価するのかという問題が生じる。また、基準設定時

点では非化石比率が低かったけれども、後に非化石電源を急に動かして著しく優位に

なった場合、その収入の全てを受け取り続けてしまってよいのか。かといって、全てを召

し上げてしまうと、非化石電源比率を引き上げるインセンティブが削がれてしまう。 

 こういった難しい問題に対して、フェーズ 1、フェーズ 2 と分けることによって、急に非化

石電源を動かした人でも、フェーズ 2 ではグランドファザリングを見直すことでそうした事

業者が著しく優位になるということを補正することになるし、一方で、フェーズ 1 におい

て、短期的には収入が得られるので、インセンティブも確保できる、そういうことも踏まえ

た上で出てきた案だと理解している。 

 これまでグランドファザリングについて提案させて頂いたが、今回の事務局案にグランド

ファザリングの考え方を組み込んで頂き感謝申し上げる。大事な視点は、非化石電源を

しっかり作っていくというインセンティブを与えると共に、小売競争環境に大きなゆがみ

をもたらさない、という両方の視点が必要で、今回の事務局案はこの両方に配慮された

バランスのとれた案なのだろうと思う。 

                                                   
電源の稼働状況等を踏まえてこれらの電源維持等のインセンティブを損なわないことに配

慮しつつ、化石電源グランドファザリング（特例措置）の在り方を適切に見直すことを基

本とし、今後、議論することとしてはどうか。なお、2030 年度の 44%目標の在り方は、

平成 27 年度の電力・ガス基本政策小委の議論を踏まえ決定した事項であり、これを変更

する何らかの事情が生じた場合には電力・ガス基本政策小委で議論することとなる。 
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（化石電源グランドファザリング（特例措置）の設定方法について） 

化石電源グランドファザリング（特例措置）の設定により、非化石電源比率の低い事業者

（特例措置対象事業者）に対しては、目標値を一定程度引き下げることで配慮を行うとともに

（非化石電源比率の低い事業者に対する負担軽減措置）、非化石電源比率の高い事業者に

とっては、目標値以上の非化石価値を証書化し販売することで、非化石電源の利用の促進に

係るインセンティブを与えることになる。 

化石電源グランドファザリング（特例措置）は非化石電源比率の低い事業者に設定される

ことになるが、化石電源グランドファザリング（特例措置）の設定のための非化石電源比率の

判定にあたっては、事業者が非化石電源比率を引き下げて、多くの特例措置を受けようとす

る行動を招かないようにすることが必要である。 

こうした観点から、非化石電源比率の意図的な引き下げが出来ない時点の非化石電源比

率を参照し、また、現時点の化石電源の調達状況と大きく乖離しない時点を参照する観点か

ら、国が高度化法に基づき対象事業者から報告を受けている非化石電源比率等を用いて、

第 1 フェーズにおける化石電源グランドファザリング（特例措置）を設定することとする。 具体

的には、2018 年度の対象事業者の非化石電源比率を用いて、第 1 フェーズにおける化石電

源グランドファザリング（特例措置）を設定する。14なお、化石電源グランドファザリング（特例

措置）の趣旨は、「化石電源等の電気を調達していた小売電気事業者について、非化石電源

の電気を新規に調達することの困難性や事業環境の激変を防ぐという観点から、化石電源

の調達に一定の配慮を行うこと」であることを踏まえて設置されるもの。 

FIT 非化石証書の購入という行為は、化石電源等の電気の調達環境を変化させるもので

はないため、化石電源グランドファザリング（特例措置）設定の基準から FIT 非化石証書購入

分は控除することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
14 対象事業者の化石電源グランドファザリング（特例措置）の算定において、大幅な事情

の変更が見込まれる場合には精査を行う。 
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（参考図 1－19）第 1 フェーズにおける化石電源グランドファザリング（特例措置） 

 

（化石電源グランドファザリング（特例措置）の適用方法について） 

中間評価の基準となる目標値については、証書の流通量も考慮しながら、2030 年 44%に向

けて漸増させていくことになる。 

このとき、化石電源グランドファザリング（特例措置）対象事業者の目標値についても、

2030 年 44%に向けて漸増させていく必要があることから、同様に引き上げていくことが適当と

考えられる。15 

特例措置対象事業者の目標値については、その時点の通常の目標値から化石電源グラ

ンドファザリング（特例措置）のパーセントポイント分を引き下げることとする。1617 

 

 

 

 

 

                                                   
15 化石電源グランドファザリング（特例措置）については、当該事業者の非化石電源の利

用の遅れを是正する観点から段階的に漸減させていくことが適当との考え方もあり得る

が、化石電源グランドファザリング（特例措置）の削減については小売競争への影響も勘

案しながら第２フェーズにおいて検討することとしており、第 1 フェーズにおいては化石

電源グランドファザリング（特例措置）を一定に維持しながら、化石電源グランドファザ

リング（特例措置）対象事業者の目標値を引き上げていくことが適当と考えられる。 
16 化石電源グランドファザリング（特例措置）が設定されているため、証書流通量を考慮

すると、中間評価の基準となる目標値を引き上げる余地が生まれている。 
17 このような化石電源グランドファザリング（特例措置）の取扱いは第１フェーズに関し

てのものであり、第２フェーズ以降については化石電源グランドファザリング（特例措

置）の設定の要否や適用方法を含め今後議論が必要である。 
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（参考図 1－20）化石電源グランドファザリング（特例措置）対象事業者の目標値 

 

（小売電気事業者の販売電力量増加時/新規参入者の取り扱い） 

化石電源グランドファザリング（特例措置）を設定した事業者がシェアを拡大した場合には、

非化石電源の利用拡大が遅れることが懸念される。 

このため、化石電源グランドファザリング（特例措置）を設定した事業者が販売電力量のシ

ェアを増加させた分や新規参入事業者の取り扱いについては、通常の目標値を設定するな

どの措置を講じるべきか等について検討が必要と考えられる。 

他方、化石電源グランドファザリング（特例措置）を設定した事業者が販売電力量を増加さ

せた分について、通常の目標を課す（グランドファザリング無しとする）場合、自由競争上、大

きな阻害要因となると考えられる。このため、化石電源グランドファザリング（特例措置）の加

重平均を販売電力量増加分の化石電源グランドファザリング（特例措置）として設定する。18 

 

（参考図 1－21）化石電源グランドファザリング（特例措置）設定対象者の販売電力量拡大時

の取り扱い 

 

                                                   
18 上記の取り扱いは、第１フェーズにおけるものであり、第２フェーズ以降の取り扱い

は、化石電源グランドファザリング（特例措置）の設定の要否を含め、改めて検討が必

要。 
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③激変緩和措置について 
（余剰非化石電気相当量の取り扱いについて） 

オークションの結果、約定されずに売れ残った FIT 非化石証書の非化石価値（余剰非化石

電気相当量）については、 販売電力量のシェアに応じて配分されているところ。直近の 2017

年度の非化石電源比率の報告によれば、各事業者の非化石電源比率には余剰非化石電気

相当量（約 6%）が含まれている。 

他方で、事業者にとって、余剰非化石電気相当量は予見が困難であり、余剰非化石電気

相当量を見越して高度化法の目標に向けた取組みを行うこととすれば、自ら調達する必要が

ある非化石証書の量の予見可能性が低くなる。また、非化石電源の稼働率の変化等による

非化石証書の供給量の変動によって、非化石証書価格の高騰・乱高下の可能性も考えられ

るところ。 

このため、国が各事業者に対して高度化法上の中間評価を行う際には、余剰非化石電気

相当量については勘案しないこととした上で、小売電気事業者の非化石電源調達の激変緩

和措置として、第 1 フェーズにおいては、中間評価の基準から一定量を控除することとする。

ただし、第 1 フェーズにおける激変緩和措置の量については、化石電源グランドファザリング

（特例措置）の設定基準年を 2018 年度に設定したこと等に鑑み、2020 年度の中間目標の設

定に際し、精査を行っていく。 

 

（参考図 1－22）激変緩和措置の設定 

 

 

④第 1 フェーズの開始時期と終了時期等について 

（第 1 フェーズの開始時期と終了時期・中間評価について） 

化石電源グランドファザリング（特例措置）の在り方については、2030 年までの中間段階で

見直すこととする。 

化石電源グランドファザリング（特例措置）設定の時点から非化石電源比率が大きく変化し

た場合、化石電源グランドファザリング（特例措置）を見直さずに維持することは不適当と考え
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られる。第 1 フェーズの化石電源グランドファザリング（特例措置）について、非化石電源比率

を参照した時点から遠くない時期に第 1 フェーズを終わらせる必要がある。また、再エネ導入

コストの変化等を踏まえて、化石電源グランドファザリング（特例措置）を迅速に見直すことも

重要である。このため、現時点での非化石電源比率に基づいて化石電源グランドファザリン

グ（特例措置）を設定する第 1 フェーズについては、中間評価の基準の導入時期を 2020 年

度、終了時期を 2022 年度とする。 

また、きめ細かく化石電源グランドファザリング（特例措置）を設定する観点や、発電事業

者、小売電気事業者双方の予見性を高めるために、第 2 フェーズ以降についても、早期に方

向性を示すことが望ましいと考えられる。他方で、将来における事業者ごとの非化石電源の

調達環境を見通すことは困難であり、特に、2020 年代後期の事業者ごとの状況を現時点で

見通すことは容易ではない。このため、2030 年に至る第 1 フェーズ以降の時期を 2 つに分割

し、2023 年度から 202Y 年を第 2 フェーズ、202Y+1 年度から 202Z 年度までを第 3 フェーズと

して、中間評価の基準の在り方を検討することとする。 

 

（参考図 1－23）中間評価のタイミングについて 

 

 

中間評価の基準の設定について、「非化石電源の稼働状況を踏まえた柔軟性のある制度

設計とする視点が重要」との意見があったところ。 

中間評価の頻度については、非化石電源の稼働率の変化等による非化石証書の供給量

の変動に対して、ある程度小売電気事業者が柔軟に対応できるよう、複数年度の平均値で

評価することとする。 

具体的には、3 年間の目標値の平均値と、対象事業者の 3 年間の非化石電源比率の実績

値の平均を比較し評価することとする。（3 年間の非化石電源比率の実績値の平均が目標値

の平均を上回っている場合においては、指導勧告の対象とならない。） 

 

第 1 フェーズの終了時期を 2022 年度末とする場合、現時点（2019 年 3 月）から約 4 年後

となるため、評価については 2023 年度に行うこととする。その場合、第 2 フェーズの在り方を
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議論するため、第 1 フェーズの中途において、各事業者の目標値と実績値を確認することと

する。 

 

（基本政策小委の議論を踏まえた今後のスケジュールについて） 

上記を踏まえると、今後のスケジュールは以下のようになる。 

 

 中間評価の対象は、2020 年 4 月発電分以降とする。 

 第 2 フェーズの具体的な目標設定の議論は、2020 年度の実績が報告される 2021 年 7

月末以降に適切な場で行う。 

 第 1 フェーズでは、各事業者の 2022 年度の非化石電源比率の実績が報告される 2023

年 7 月以降に 2020 年度～2022 年度の非化石電源比率（2020 年 4 月～2022 年 12 月発

電分）について中間評価を行う。 

基本政策小委における中間評価の基準の議論や上記の経緯に加え、証書発行に係る実

務的な作業期間等を踏まえると、卒 FIT 電源についての取り扱いは、以下のようになる 19。 

 2019 年 11―12 月発電分の卒 FIT 電源に係る非 FIT 非化石証書(卒 FIT 証書)は、2020

年 2 月頃には認定・発行する。この証書は 2019 年度分の高度化法の報告に利用可能。 

 2020 年 1―3 月発電分の卒 FIT 証書は、2020 年 5 月頃には認定・発行する。この証書

は 2020 年度分の高度化法の報告に利用可能。但し、高度化法の中間評価を行う際に

は勘案しない。 
（FIT 証書も同様の扱いとする。2020 年度の報告様式においては、2020 年 1-3 月発電

分と 2020 年 4－12 月発電分を分けて報告することとする。） 

卒 FIT 電源以外の非化石電源については、中間目標が導入されない中、当該電源を保有

する発電事業者が証書を市場に供出する蓋然性は低い。また、多くの既存契約では、非化

石価値に関する扱いが規定されておらず、実務に混乱を与える可能性があることから、2019

年度分については卒 FIT 電源以外の証書を発行せず、卒 FIT 電源以外の非化石電源は、中

間目標が導入される 2020 年 4 月発電分以降から証書を発行することとする 20。 

上記を踏まえると、具体的なスケジュールは以下のとおり。 

 

 

                                                   
19 これまで非 FIT 非化石証書については、 貫徹小委において「2019 年度に発電された電

気に係る非化石証書を取引対象とすることを目途としつつも、できるだけ早い時期に取引

を開始できるよう努めることとする」とされていた。 
20 これまでの制度検討作業部会において、小規模卒 FIT 電源等の取り扱いについては、非

化石価値を有する電気を調達した小売事業者が市場へ供出することなく、そのまま需要家

等に販売することとされていたため、当該証書を取引するためのオークションは当面実施

されない  。したがって、非 FIT 非化石電源の初回オークション（2020 年 4－6 月発電

分）については、2020 年 11 月頃に実施されることになる。 
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（参考図 1－24）今後のスケジュールについて 

 

 

⑤第 1 フェーズにおける中間評価の基準の設定について 

中間評価の基準となる目標値の設定については、2030 年 44%目標の達成確度を高めるた

め、 原則、2020 年以降、毎年度目標値を設定し、44%に向けて直線的に漸増させることが考

えられる。一方で、非化石証書の需給がひっ迫する場合には小売電気事業者の高度化法の

目標達成が困難となることから、証書流通量等も考慮し、目標値の調整を行うことが必要。 

目標値の調整にあたっては、「想定される小売電気事業者の非化石電源比率の全国平均

（加重平均）」を目安としつつ証書流通量を考慮するなかで可能な限り野心的な目標とした上

で、激変緩和量を控除して設定することが考えられる。21 

                                                   
21 化石電源グランドファザリング（特例措置）が設定されているため、野心的な目標を設

定した場合、FIT の売残り証書を踏まえても小売事業者の非化石電源比率の全国平均（加

重平均）を上回る中間評価の基準の設定が可能となっている。（この場合において、事業

者全体の中間評価の基準の加重平均値は、想定される小売電気事業者の非化石電源比率の

全国平均に近いものになる。なお、化石電源グランドファザリング（特例措置）が設定さ

れている第 1 フェーズにおいては、中間評価の基準ではなく、事業者全体の中間評価の基

準の加重平均値を、証書流通量も考慮しつつ、直線的に漸増させていくことが目標とな

る。） 
また、具体的な平均値の方法については原則として小売電気事業者等が提出する供給計画

を用いることとし、例えば、X 年度の目標値の設定にあたっては、X-２年度（X-２年 11
月~X-1 年 3 月頃）に提出される X-１年度分の供給計画のうち、X 年度の非化石電源比率

の全国平均値とする。ただし、対象事業者の目標値の算定において、大幅な事情の変更が
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（参考図 1－25）中間評価の基準の設定 

 

 

（参考図 1－26）中間評価の基準となる目標値の設定方法のイメージ（第 1 フェーズ：2020-22

年度） 

 

 

⑥化石電源グランドファザリング（特例措置）を踏まえた非化石証書の取引について 

（非化石証書の調達方法について） 

非化石電源比率の高い小売電気事業者が目標値以上の非化石価値を保有し続けた場合、

その他の小売電気事業者は、目標を達成する手段が限定されてしまい、非化石価値へのア

クセス環境が著しく阻害されることになる。 

このため、小売電気事業者に対する非化石価値へのアクセス環境の確保の観点から、激

                                                   
見込まれる場合には精査を行う。 
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変緩和量 22を除き、 

①化石電源グランドファザリング（特例措置）を設定されていない事業者においては、化石電

源グランドファザリング（特例措置）設定の基準年の全国平均非化石電源比率 

②化石電源グランドファザリング（特例措置）を設定された事業者においては、化石電源グラ

ンドファザリング（特例措置）設定の基準年の当該事業者の非化石電源比率 

の範囲内でグループ内の発電事業者からの相対取引又は社内取引で入手することを認める

こととする 23。 

また、小売電気事業者は、上記①②の範囲を上回る非化石証書は市場またはグループ外

の発電事業者等から調達することとする。 

 

（参考図 1－27）非 FIT 非化石証書の調達方法 

 

 

（グループ内における証書の取引方法） 

本作業部会で議論したとおり、一定の範囲内に限り非 FIT 非化石証書のグループ内取引

を認めることとしている。グループ内の取引を認める非 FIT 非化石証書の範囲は、化石電源

グランドファザリング（特例措置）設定時における非化石電源の調達環境を踏まえたものであ

り、これらについては、従前と同様の調達環境で電気と非化石価値をセットでグループ内取

引されることが想定されている。 

非 FIT 非化石証書については、発電事業者が非化石価値を保有したままであれば収入が

生まれないことや、高度化法の義務履行に用いることができるグループ内取引の証書の範

囲に制約をかけた結果、当該範囲外の証書については、経済合理的判断として、発電事業

者としては JEPX でのオークションか、グループ外の小売電気事業者に相対取引で販売する

ことになる。 

したがって、グループ内取引の範囲外の証書はグループ外に販売されることが経済合理

                                                   
22 激変緩和量は今後精査する予定。 
23 本作業部会において、委員より、社内取引や相対取引は不透明な取引の温床となりうる

のではないかといったことや、オブザーバーより、価格転嫁の観点から透明性があること

が望ましいため極力市場を介す方が望ましい、という意見もあった。 
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的であると考えられるところ、まずは発電事業者の経済合理的行動に期待し、発電事業者に

対して、証書を JEPX のオークションで販売することを強制しなくても良いと考えられる。 

なお、小売電気事業者がグループ内で取引する証書については、他の小売電気事業者と

の公平なアクセス環境確保の観点から、グループ内の発電事業者の非化石電源の電源構

成（風力・水力・地熱・原子力等）に応じて偏りなく調達することが求められる。24 

 

（化石電源グランドファザリング（特例措置）と既存契約との関係について） 

本作業部会においては、「基準年の各社の非化石電源比率の中に、公営水力や電源開発

の水力が含まれている場合、それらの電力の切り出しについて、強いディスインセンティブが

働かないような制度となるよう配慮が必要ではないか。」との意見があった。 

化石電源グランドファザリング（特例措置）の設定の基準である各事業者の非化石電源比

率には、電源開発や公営水力等の発電事業者との相対契約等に基づき調達している電気も

含まれている。 

2018 年度以降、電源開発や公営水力等との電気の既存契約を解除するなどして非化石

電源の電気が調達できなくなった場合や、既存契約を維持しつつも発電事業者から小売電

気事業者に非化石価値（非化石証書）が移転しない場合については、事業者からの申請を踏

まえて、当該小売電気事業者の化石電源グランドファザリング（特例措置）設定時の基準に

おいて調整するなどの対応を行うことが考えられる。但し、後者の場合において、電気の価格

を引き下げる等の措置をとることで、小売電気事業者は事実上無償で証書を入手することが

可能となるが、こうした場合にも化石電源グランドファザリング（特例措置）を調整すると、多く

の事業者が追加的に化石電源グランドファザリング（特例措置）を設定されることで化石電源

グランドファザリング（特例措置）の効果が減少し、小売電気事業者の負担が増加する恐れ

がある。25 

 

 

                                                   
24 第１フェーズにおいては、激変緩和の導入によって、価格が高騰する蓋然性は低くなっ

ていると考えられるが、敢えて市場に非化石証書を供出しないといった行動が行われた結

果、非化石証書の市場価格が高騰するなど、発電事業者による非化石証書に関する市場支

配力の行使と考えられる状況が生じている場合には、これを防止するため、小売事業者全

体の目標値を調整する等の対応を検討することも考えられる。 
25 電源開発の水力発電や公営水力については、従来、旧一般電気事業者と長期相対契約が

締結されているところであるが、競争入札等による売電先の切り替えを国としても促して

いるところである。 
既存の相対契約を継続した場合の非化石価値の取り扱いについては、既存契約見直し GL
で今後規定することになるが、非化石電源との既存契約の存在を前提に化石電源グランド

ファザリング（特例措置）が設定されているという趣旨を踏まえ、小売事業者と発電事業

者との間で証書の移転について協議を行うことが必要。 
上記の対応は、新電力や他の発電事業者についても適用することとする。 
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（参考図 1－28）化石電源グランドファザリング（特例措置）と既存契約との関係について 

 

既存契約の解除等によって非化石価値を調達できなくなった場合については、非化石電源

の調達環境が悪化していると考えられるため、事業者からの申請を踏まえて、グランドファザ

リングの設定時の基準から、当該契約に基づき調達していた電力量分を控除することとする
26。 

また、小売電気事業者が、発電事業者との間で締結していた非化石電源の調達に係る既

存の相対契約において、多くの場合、当該電気の非化石価値に関する取り扱いは契約上規

定されていない。このため、既存の相対契約における非化石価値の取り扱いについては、基

本的には契約当事者間の協議によってその取扱いが決められるものではあるが、その協議

を円滑に進めるためにも政府として指針（既存契約見直し GL）を示す必要があることから、非

化石証書に係る既存契約見直し GL については、具体的な検討を進めていく。 

 

⑦非化石証書収入の取り扱いについて 

（発電事業者の非化石証書収入について） 

高度化法は非化石電源の利用の促進を図る法律であり、非化石証書の取引が、非化石電

源の利用の促進につながることが望ましい。 

他方で、高度化法は小売電気事業者等を義務対象者としており、非 FIT 非化石電源の発

電事業者に対して具体的な義務を課すことは困難。 

このため、非 FIT 非化石電源を有する発電事業者に対して、非化石証書の販売収入を非

化石電源の利用促進に充てていくような自主的な取組へのコミットメントを、当面の間、求め

ていくこととする。また、当該発電事業者が証書の販売収入をどのように用いているかについ

                                                   
26 複数年の相対契約の場合は、証書が相対契約で小売事業者に譲渡されなかったとして

も、既存契約の電気料金の割引等が行われ、実質的に無償で証書が小売事業者に譲渡され

る可能性もあり、こうした場合においては、化石電源グランドファザリング（特例措置）

の調整を行わないといった対応が適当である。こうした点を踏まえると、化石電源グラン

ドファザリング（特例措置）設定の根拠となった複数年の相対契約を維持する場合は、証

書の移転について当事者間で真摯に協議を行うことが適当と考えられる。 
但し、国全体の中間目標の水準は維持するため、化石電源グランドファザリング（特例措

置）の設定時の基準から控除された分については、全ての小売電気事業者に広く薄く目標

が割り当てられる点に留意が必要。 
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て、定期的に説明を求めていくこととする。 

こうした取組については、一定規模以上の非化石証書の販売実績を有する事業者に対し

て求めていくこととする。27 対象となる事業者については、旧一般電気事業者であった発電

事業者と電源開発とする。旧一般電気事業者のグループ外の事業者で、非化石電源のみ保

有する発電事業会社は、非化石電源の利用促進以外の用途に収入を用いる可能性が低い

ため、対象外とする。 

加えて、電源開発は非化石電源の保有量も多く、同時に火力発電事業等も手掛けている

ことから、非化石証書の収入を非化石電源の利用の促進に充てることを要請し、旧一般電気

事業者同様に定期的な説明を求めることとする。 

また、非化石電源の利用促進への取り組みを求める発電事業者に対しては、以下のよう

な用途に証書収入を使うことを求めることとする。 

 非化石電源設備の新設・出力増 

 非化石電源を安全に廃棄するための費用等 

 非化石電源設備の耐用期間延長工事、安全対策費用等 

具体的な仕組みとしては、小売電気事業者が、取り組みの対象となる発電事業者から非

化石電源の証書を購入するにあたって、契約等に基づき、発電事業者が非化石証書の収入

を不当に小売競争を制限する用途に使わないよう当該取組を行うことを求めるよう取り組む

こととする。 

 

（参考図 1－29）非化石証書収入の用途について 

 
  

（非化石証書収入と経過措置料金との関係について） 

非化石証書収入については、発電事業者において、非化石電源の利用の促進につなげる

ことが望ましい。特例措置料金の算定において、発電部門における証書の収入を控除収益と

して取り扱った場合、本来非化石電源の利用促進に充てるべき収入をもって料金原価を押し

                                                   
27 監視等委員会においては、卸市場において市場支配力を有する旧一般電気事業者の発電

部門から小売部門への不当な内部補助によって、小売市場における競争が歪曲される可能

性があるとの認識の下に、その防止策に関する議論がなされてきており、引き続きその具

体策について検討することとなっている。非化石証書の収入についても、監視等委員会に

おける議論も踏まえつつ対応することが必要。 
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下げることになってしまう可能性がある。 

このため、料金算定規則等において、非化石電源の利用の促進が行われるよう必要な措

置を講じることが考えられる。 
 なお、当該措置の検討にあたっては、非化石電源投資関連費用について特例措置料金と

非化石証書の双方からの二重回収が生じないよう留意することとする。 

 

⑧非化石証書の購入費用と小売料金について 

（小売電気事業者の証書購入費用負担について） 

小売電気事業者は、化石電源グランドファザリング（特例措置）の設定基準年における非

化石電源比率又は設定基準年における非化石電源比率の全国平均の範囲内において、グ

ループ内の発電事業者からの相対取引又は社内取引で入手することが可能となっている。 

これを超えて、中間評価の基準となる目標値までは、グループ外の発電事業者又は市場

から、FIT 非化石証書又は非 FIT 非化石証書を購入することになる。なお、その際に、各事業

者の販売電力量に対する、目標値達成に必要なグループ外又は市場からの証書購入量の

割合は、全事業者において、同じ割合となる。 

小売電気事業者がグループ外又は市場から証書を購入した際の資金は、FIT 非化石証書

については FIT 賦課金の削減に、また、前述のとおり、非 FIT 非化石証書については、非 FIT

発電事業者において、非化石電源の利用の促進のために使われていくことになる。 

小売電気事業者の事業環境の影響については、中間評価の基準導入後に改めて確認を

行っていく。 

 

（非化石証書の購入費用に係る円滑かつ適正な価格転嫁について） 

非化石証書の購入費用は FIT 賦課金の低減や、非 FIT 非化石電源の利用の促進に充て

られる一方で、本作業部会において、非化石証書の購入費用については、料金転嫁が難し

いため、小売事業環境が一層厳しくなる、というオブザーバーからの意見があった。 

高度化法第 14 条においても、「国は再生可能エネルギー源の利用の円滑化を図り、再生

可能エネルギー源の利用に要する費用の円滑かつ適正な転嫁に寄与するため、この法律の

趣旨及び内容について、広報活動等を通じて国民に周知を図り、その理解と協力を得るよう

努めなければならない」とされている。 

このため、国は、小売電気事業者及び需要家に対し、証書購入費用の円滑かつ適正な転

嫁に寄与するため、中間評価の基準の導入等の趣旨を広報するとともに所要の環境整備を

行うことが適切と考えられる 28。 

                                                   
28本作業部会（第 31 回）において、委員・オブザーバーより以下のような意見があった。 
 非化石証書の購入費用について、小売の競争環境を歪めないためにも一律転嫁できる

よう国として適切な制度が必要。 
 特に経過措置料金の料金転嫁が重要。経過措置料金の場合、色々査定があるのでなか
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また、旧一般電気事業者が非化石証書の販売収入を発電部門から小売部門に不当に内

部補助を行うことによって、小売市場における競争が歪曲する懸念があるのではないか、と

の指摘があった。 

高度化法は非化石電源の利用の促進を図る法律であることから、非 FIT 非化石証書の売

上については、発電事業者において、非化石電源の利用の促進につなげることが望ましい。 

このため、市場監視の結果、旧一般電気事業者の発電部門が、小売市場における競争を

歪曲化する程度に、非 FIT 非化石証書の収入で小売部門への不当な内部補助を行っている

と判断される場合 29には、他の小売電気事業者の高度化法の取り組みへの影響が生じかね

ないことから、当該事業者について、場合によっては次年度以降の高度化法の中間評価の

基準や化石電源グランドファザリング（特例措置）の設定方法を見直す、といった対応につい

て検討していくことが考えられる。 

また、電力適取 GL 等の不当廉売の監視の運用にあたっては、可変的性質を持つ費用が

判断要素の一つになると考えられるが、その範囲については、非化石証書購入費用を勘案

する等といったことが期待される。 

 
⑨その他 

（小売電気事業者による環境への取り組み状況の説明について） 

小売電気事業者自身の環境への取り組み状況は、需要家にとって、小売電気事業者を選

択する際の重要な判断材料になることから、これを適切に需要家に説明するために、高度化

法の取り組みについても誤認を与えることなく需要家に丁寧に説明を行うことが重要。 

このため、小売営業 GL においても、非化石証書の購入量を明示することを望ましい行為と

して位置付けるなど、所要の改正を行うことが考えられる。 

                                                   
なか料金を上げるのが難しいので、より簡便に転嫁できるような手段が良いのではな

いか。 
 小売事業者としては、非化石証書の購入費用と、小売事業者が目標達成のために負担

した総額と小売価格への影響を需要家に公表することを義務付けるよう、制度的に担

保頂けると幸い。需要家に理解が得られやすいものと理解。 
 非化石証書の購入費用を小売料金に転嫁することを制度上担保してほしいという、そ

ういうご意見があったが、この提案については、市場メカニズムを利用して消費者負

担の軽減を図るという、この電力市場改革の趣旨に反するところがあって、一律消費

者に転嫁することを制度上、認めるないし求めるというのは、少々難しいのではない

か。 
 何の立法的措置もないところで高度化法の目標達成のために負担を負う小売事業者

が、それを転嫁する旨の合意をすると独禁法の問題になると思う。他方、何らかの立

法的措置を伴って、皆で一律に転嫁するというような、高度化法の趣旨に基づく独禁

法の適用除外というものを設けるのであれば、それは話は別だが、その立法的な政策

についても、個人的には反対。 
29 最も一般的には、電源調達において経済合理性なく社外価格が社内価格を上回ることに

よって生じる。（理論的には、電源調達面以外にも、小売販売コストなどに対する内部補

助も想定しうる。） 
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（参考図 1－30）非化石証書の購入量の明示イメージ 

 
 

（沖縄・離島エリアの取り扱い） 

高度化法の告示の規定には、「沖縄県及び離島の需要に応じ電気を供給する場合等にお

いて、（略）この目標の達成が合理的に不可能と認められる電気事業者については、平成 29

年度の供給計画における最終年度の非化石電源比率以上の比率を目標値として定めること

ができる。」とされている。 

このため、現行の告示を踏まえると、沖縄・離島においては、他エリアと同様の中間評価の

基準の設定は不要と考えられる。 

なお、告示の改正の要否について、今後、基本政策小委において検討されることとなる。

今後、告示が改正され、沖縄・離島に対して新たな 2030 年目標値が設定された場合は、中

間評価の基準設定について、必要に応じて検討することとする。 

 

（達成計画の提出対象事業者（5 億 kWh）の基準について） 

高度化法に基づき、小売電気事業者、及び一般送配電事業者、特定送配電事業者のうち、

前事業年度における電気の供給量が 5 億 kWh 以上の事業者は、2016 年 3 月に告示改正が

行われたことを踏まえ（2030 年度 44%目標）、 2017 年度分より、非化石エネルギー源の利用

目標達成計画（達成計画）を経産大臣に提出することとなっている。 

また、2017 年度の販売電力量実績に基づくと、計 46 社が達成計画の提出対象事業者で

あり、当該事業者の販売電力量シェアは約 98%であった。 

他方で、自由化が進展するなかで、 5 億 kWh という達成計画の対象事業者の基準の妥当

性についても検討が必要である。 

ただし、達成計画の対象事業者の基準の拡大については、比較的規模が小さな新電力等

も対象に含めることになることから、実態を踏まえた丁寧な検討が必要。 
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このため、まずは 5 億 kWh 以下の小売電気事業者の実態把握を行うこととしつつ、高度化

法の対象事業者から外れるために意図的に販売電力量を削減するようなケース等がみられ

た場合には、可能な限り速やかに対応策を検討することとする。 

具体的には、2018 年度分の達成計画の提出後に、実態把握を行った上で議論することと

する。 

なお、実態把握を行った上での今後の検討によることになるが、例えば、1 億 kWh から提

出対象事業者とした上で、今後段階的に目標を課すこと等が考えられる。 

 

（参考図 1－31）達成計画の提出対象事業者の基準のイメージ 

 

 

⑩中間評価の基準設定に係るシミュレーション 

（非化石電源比率の現状について（2017 年度実績）） 

高度化法の達成計画提出対象事業者による 2017 年度の非化石電源比率は以下のとおり。 

各事業者の 2017 年度の販売電力量をベースとした加重平均値は 17.50%。うち、余剰非化石

電気相当量 30は 6.14%であった。 

 17.50%超の事業者の非化石電源比率の加重平均は、26.4%。（販売電力量シェア 40.9%） 

 12%以上 17.50%未満の事業者の非化石電源比率の加重平均は、13.0%。（販売電力量シ

ェア 21.6%） 

 5%以上 12%未満の事業者の非化石電源比率の加重平均は、10.4%。（販売電力量シェア

37.5%） 

 

 

 

 

 

                                                   
30 FIT 証書の売れ残りに伴う配分量 
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（参考図 1－32）非化石電源比率の現状 

 

 

（2018 年度の非化石電源比率（発電ベース）について） 

電力調査統計によれば、2018 年 4 月～11 月の非化石電源比率は 23.77%となる。31 

また、2018 年度の各事業者別の非化石電源比率は 2019 年 7 月末に届け出が行われるこ

ととなる。このため、2017 年度の事業者別非化石電源比率を用いて、2018 年度を基準とした

場合の化石電源グランドファザリング（特例措置）について試算した。 

 

（参考図 1－33）2018 年 4 月～11 月の発電実績 

 

 

（2018 年度を基準とした場合の化石電源グランドファザリング（特例措置）の試算） 

2018 年度（我が国全体の非化石電源比率は 23.77%）を化石電源グランドファザリング（特

例措置）設定の基準年にした場合、販売電力量シェア 70.9%の事業者（42 社）に対して、最大

17.64 ポイントの化石電源グランドファザリング（特例措置）が設定されることになる。 

このとき、仮に 2018 年度の我が国全体の非化石電源比率である 23.77%を中間評価の基

準として設定した場合、化石電源グランドファザリング（特例措置）勘案後の全事業者の目標

                                                   
31 現時点において小売事業者の調達実績は存在しないため、電力調査統計の発電事業者実

績を基に国全体の非化石電源比率を算出。2018 年度は原子力発電の再稼働や水力発電の豊

水の影響もあり、2017 年度よりも非化石電源比率は上昇している。 
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値の加重平均値は 16.09%（23.77%比で▲7.68%）となる。 

2018 年度の我が国全体の非化石電源比率よりも、化石電源グランドファザリング（特例措

置）勘案後の全事業者の目標の加重平均値が下回らないようにするためには、中間目標の

基準を 31.45%（23.77%比で＋7.68%）に設定することが必要となる。32 

 

（参考図 1－34）2018 年度を基準とした場合の化石電源グランドファザリング（特例措置）の試

算 

 

 

（非化石電源比率 25%の場合の試算（2018 年度基準の場合）） 

化石電源グランドファザリング（特例措置）の設定の基準を 2018 年度とし、2020 年に我が

国全体の非化石電源比率が約 1％増加し、仮に 25%となった場合の試算を行ったところ、各

事業者の目標値は 8.90%～26.54%となった。各小売電気事業者は自らの販売電力量の 8.90%

相当の非化石証書（FIT 証書・非 FIT 証書）を、外部から購入することが試算される。33 

 

 

 

 

 

 

                                                   
32 各事業者から報告された 2017 年度の非化石電源比率に基づく試算であり、実際の設定

量とは異なる可能性があることに留意が必要。また、余剰非化石電気相当量についても異

なる可能性があるが、今回の試算については 2017 年度の実績値である余剰非化石電気相

当量を使用している。 
33 各事業者から報告された 2017 年度の非化石電源比率に基づく試算であり、実際の設定

量とは異なる可能性があることに留意が必要。また、余剰非化石電気相当量についても異

なる可能性があるが、今回の試算については 2017 年度の実績値である余剰非化石電気相

当量を使用している。 
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（参考図 1－35）非化石電源比率 25%の場合の証書購入量の試算 

 

なお、2017 年度を化石電源グランドファザリング（特例措置）の設定の基準年として、全国

の非化石電源比率が 25%となった場合の試算を行うと、全対象小売電気事業者において、グ

ループ外からの証書購入量は 11.14%となると試算される。 

 

（化石電源グランドファザリング（特例措置）設定の基準年の違いによる目標値の試算） 

（参考図 1－36）目標値の試算 

 

 

（（参考）目標値の試算に基づく証書購入コスト試算） 

全国の非化石比率が 25%になったと仮定した場合の前掲試算に基づけば化石電源グラン

ドファザリング（特例措置）の設定によって違いが生じるが、証書購入量は 8.90%～11.14%程度

となる。34 

                                                   
34 各事業者から報告された 2017 年度の非化石電源比率に基づく試算であり、実際の設定

量とは異なる可能性があることに留意が必要。 
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このとき、非化石証書価格が 1.3 円/kWh と仮定した場合、販売電力量 1kWh あたりの証書

購入コストは 0.116 円～0.145 円発生すると試算される。35（家庭用電気料金（2017 年=23.71

円/kWh）の 0.48%～0.61%。産業用電気料金（2017 年=16.57 円/kWh）の 0.70%～0.87%） 

 

なお、小売電気事業者がFIT非化石証書を購入した場合、以下の試算結果となる。（FIT非

化石証書の販売収入は翌年度以降の賦課金の低減の原資に充当される。賦課金単価の軽

減効果が 0.01 円/kWh に満たない場合は単価に反映されず、翌年度以降に繰り越される。）
36 

 

（参考図 1－37）FIT 賦課金へのインパクト試算 

 

 

（4）今後の検討の進め方について 

（非 FIT 非化石証書の取引に係る諸規程等の整備について） 

2019 年 11 月発電分から非 FIT 非化石証書（卒 FIT 証書）の発行が行われることを踏まえ、

非 FIT 非化石証書の取引に係る諸規程を整備していく必要がある。このため、諸規程を早急

に検討した上で、パブリックコメントを実施し、2019 年 10 月中の施行を目指す。 

また、2020 年 4 月以降、卒 FIT 証書（主に住宅用太陽光）以外の非 FIT 非化石証書も発行

されることから、税法上の所要の整備を行っていくことが重要。 

                                                   
35 FIT 非化石証書については、現在、1.3 円～4.0 円/kWh の入札最低価格・最高価格が設

定されている。非 FIT 非化石証書については、入札最低価格を設定しないこととなってい

る。上記は小売事業者が FIT 非化石証書の入札最低価格で非化石証書を調達した場合の試

算であるが、非 FIT 証書価格の価格が下落した上で小売事業者が非 FIT 非化石証書を調達

した場合、販売電力量 1kWh あたりの証書の調達コストは、上記試算よりも低減する可能

性がある。 
証書価格の 1.3 円/kWh からの上昇リスクについては、激変緩和措置や、FIT 証書（販売

電力量の 8%程度存在）のほかに市場での売却が想定される非 FIT 非化石証書（グランド

ファザリングの設定等にもよるが販売電力量の数%）が存在することから、相当程度緩和

されているものと考えられる。 
36 ただし、小売電気事業者は FIT 非化石証書のほか、非 FIT 非化石証書を調達すること

で高度化法の目標達成が可能。 
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（参考図 1－38）諸規程の整備の例 

 
 

（第 2 フェーズの中間評価の基準の在り方について） 

対象事業者における非化石電源の利用の遅れを是正する観点から、化石電源グランドフ

ァザリング（特例措置）については、諸外国と同様に段階的に漸減させていくことが適当」と考

えられる。他方で、「化石電源グランドファザリング（特例措置）を漸減・撤廃するにあたっては、

各小売電気事業者の非化石電源の調達状況等を注視した上で、小売電気事業者間の競争

に与える影響に留意する必要があり、十分な議論を行いながら検討していく必要がある。 

その上で、第 2 フェーズ以降の化石電源グランドファザリング（特例措置）の在り方につい

ては、化石電源グランドファザリング（特例措置）を漸減させていく必要性がある一方で、現時

点において将来時点での各事業者の非化石電源の調達環境等について確実性をもって見

通すことができないこと等を考えると、現時点で議論する材料が揃っていないと考えられる。 

このため、第 2 フェーズ以降においては、非化石電源の稼働状況等を踏まえてこれらの電

源維持等のインセンティブを損なわないことに配慮しつつ、化石電源グランドファザリング（特

例措置）の在り方を適切に見直すことを基本とし、2021 年 7 月以降、議論することとする。 

なお、原則、化石電源グランドファザリング（特例措置）は漸減させていく必要性がある一方

で、仮に第 2 フェーズにおいて小売競争上の観点から非化石電源の保有量の差を勘案する

ために化石電源グランドファザリング（特例措置）を設定する場合には、第 2 フェーズに入る

前に、事業者が非化石電源比率を引き下げて、多くの特例措置を受けようとする行動を招くこ

とは好ましくないため、第 1 フェーズにおける取組みが評価されるような仕組みを導入するこ

と等が考えられる。 

第 2 フェーズの化石電源グランドファザリング（特例措置）の設定については、上述の考え

方を踏まえた上で、非化石電源の稼働状況等を踏まえてこれらの電源維持等のインセンティ

ブを損なわないことに配慮しつつ、化石電源グランドファザリング（特例措置）の在り方を適切

に見直すことが基本的な考え方となる。 

また、第 2 フェーズの中間評価の基準となる目標設定については、小売電気事業者による

原子力や大型水力等の電気の調達環境も勘案しつつ、全小売電気事業者が再エネ等の利

用促進に最大限努力するインセンティブを持つような目標設定が重要と考えられる。 

なお、2030 年度の 44%目標の在り方は、平成 27 年度の電力・ガス基本政策小委の議論を
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踏まえ決定した事項であり、これを変更する何らかの事情が生じた場合には電力・ガス基本

政策小委で議論することとなる。 

 

（今後の手続きについて） 

これまでの非 FIT 非化石証書に係る議論を取りまとめた上で、パブリックコメント手続きを

行い、10 月中を目途に規定等の整備を行うこととする。 

あわせて、本年 7 月末の高度化法の達成計画の提出を踏まえ、2020 年度の具体的な目

標の決定や化石電源グランドファザリング（特例措置）の決定を、年内を目途に行うこととす

る。（所要の規定類の整備は本年度内を目途に行う） 

また、達成計画の提出対象事業者（5 億 kWh）の基準についても実態把握を行った上で議

論することとする。 

2020 年度の具体的な目標の決定にあたっては、2020 年度の想定される我が国全体の非

化石電源比率や、それを踏まえた野心的な目標設定の在り方を踏まえつつ、激変緩和量の

精査や証書市場がひっ迫する蓋然性が低いこと等の確認も行いながら、審議会において確

認を得る 37こととする。 

                                                   
37 本作業部会においては、高度化法に係る制度設計に対してオブザーバーから新電力１３

社と調整の上、以下の意見・要望があった。 

 

（参考） 

証書購入量の試算結果から想定される負担額は巨額であり、新電力の経営に甚大な影響を

与えるものであることから、以下の制度措置を強く要望したい。 

 

１．中間目標フェーズ１の制度設計について 

（１）必要な制度措置について 

① 高度化法の目標達成に必要な非化石証書の購入費用を全事業者が同じ条件で小売料

金に転嫁することを制度上担保すること。 

② 非 FIT非化石証書の販売益については、発電事業者に非化石電源の維持・拡大を進

めるインセンティブを与えるという趣旨以外に収入が使われることがないよう、用

途を厳密に制限すること。その際には、小売への販売益の還流防止の観点のみでは

なく、発電事業者間の公平性の観点も踏まえた制度措置を講ずること。 

（２）上記の措置が難しい場合に必要な制度措置について 

① 高度化法の中間目標の更なる引き下げ（激変緩和措置等の拡大など） 

② FIT非化石証書の最高・最低取引価格の引き下げ 

③ 非化石価値取引市場の需給ひっ迫回避措置 

 

２．中間目標フェーズ１以降の制度設計について 

（１）一部の事業者のみが保有する原子力・大型水力は、当該事業者の目標として別枠で

管理し、全事業者が比較的平等にアクセス可能と考えられる再エネについてのみ、

全事業者に対して同様の目標を設定すること。 

（２）高度化法の目標設定の在り方を抜本的に見直すことが望ましいと考えているが、こ

のようなアプローチが難しい場合には、中間目標のフェーズ１に引き続き、グルー
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さらに、非化石証書の調達に伴う小売電気事業者の競争環境に与える影響や非化石電源

の利用の促進状況について必要に応じて検証を行い、必要があると認められる場合には、柔

軟かつ速やかな対応を行うなど不断の見直しを行うことが考えられる。 

 

（5）トラッキング付 FIT 非化石証書について 

（背景） 

貫徹小委員会においては、FIT 非化石証書を電源種毎に細分化する等の商品設計につい

ては事業者のニーズを踏まえ市場開設後も継続的に検討していくこととされていたところ、

FIT 非化石証書に対応する電源種や発電所所在地等属性情報を明らかにすることに関して

どのような事業者ニーズが存在するかを把握すると共に、属性情報の管理・追跡のためにど

のような情報基盤や仕組み（以下、「トラッキングスキーム」）が必要となるのかについても検

討を進めた上で、試行的に取引を実施することとした。 

トラッキングスキームの導入により、小売電気事業者において購入した FIT 非化石証書の

由来となった発電所を明らかにすることが可能となった。また、トラッキング付非化石証書に

ついては、需要家の RE100 に対する報告に活用することも可能とされている。既存の環境価

値取引制度である J-クレジットやグリーン電力証書に比べて流通量の大きい非化石証書が

RE100 に対応したことで需要家の再エネ調達環境が大きく改善されたと考えられる。 

 

（参考図 1－39）トラッキングスキーム導入の意義 

 

 

（実証実験の概要） 

                                                   
プ外からの非化石証書購入量を全事業者一律にすること。 
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実証実験は、2019 年 2 月 25 日～3 月 1 日にて開催される FIT 非化石証書オークションに

併せて実施し、参加を希望する FIT 発電事業者及び小売電気事業者 38を募った。参加を希

望した発電事業者が 2018 年 7 月～9 月の間に発電した FIT 電気に付随する属性情報を実

証実験事務局 39が情報基盤システムを用いて一括して管理し、小売電気事業者が購入した

非化石証書に属性情報を付与する形式でトラッキングを行った。 

 

（参考図 1－40）実証実験におけるトラッキングスキーム概要 

 

 

本実証実験においては、下記属性情報をトラッキングし非化石証書に付与した。 

- 設備 ID 

- 発電設備区分 

- 発電設備名 

- 設置者名 

- 発電出力（kW） 

- 認定日 

- 運転開始又は予定日 

- 設備の所在地 

また、証書の取引情報についても参考情報として付与した。 

- 証書を購入した小売電気事業者名 

- 証書が購入されたオークション 

- 証書購入量（kWh） 

- 正式メニュー名 （排出係数申請時に経済産業省に報告するメニュー） 

- 通称メニュー名 （ホームページなどに記載のある営業活動上の通称） 

- 当該メニューを購入することを予定している需要家 

 

                                                   
38 需要家は契約する小売事業者経由での参加 
39 資源エネルギー庁及びその委託を受けた日本ユニシス株式会社が事務局となった 
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（参考図 1－41）小売電気事業者が受け取る属性情報付与証明書のイメージ 

 
 

また、本実証実験においては、小売電気事業者において非化石証書が購入された後に、ト

ラッキング情報が付与されることになるため、同一の電源の属性情報に対して複数の取得希

望者が発生した場合の割当の優先順位を予め下記参考図のとおり定めた。更に、それを踏

まえて、非化石証書オークション実施以前に希望のトラッキング情報が付与されるか小売電

気事業者にて確認が可能な仕組みとした。 

 

（参考図 1－42）属性情報割当の優先順位 
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なお、本実証実験においては、トラッキング付非化石証書の取引によっても電気に付随す

る産地価値と特定電源価値といった環境価値以外の価値が移転することは想定していない。

従って、小売電気事業者の営業活動においては、需要家がトラッキング付非化石証書の購

入によって電源構成や販売電気の性質が変化したと誤認しないよう留意する必要があり、例

えば、販売促進資料上で実績として購入したトラッキング付非化石証書の内訳を記載する場

合には販売する電力との紐づけを明示しないものとした。 

 

（参考図 1－43）訴求方法のイメージ 

 

 

（実証実験の結果） 

本実証実験には、59 の発電事業者が参加し、142 設備が属性情報のトラッキング対象とし

て登録された。登録設備の FIT 非化石証書の総量は合計約 5.5 億 kWh 程度となった。大半

が PPA 付の設備であり、PPA がなく、割当にあたり発電事業者の個別の合意も必要でない

先着順の証書は 2,000 万 kWh の参加であった。 
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（参考図 1－44）発電事業者の参加状況 

 
 

 

属性情報の割り当ては予め締結されている PPA に基づくものが太宗を占めた（77%）。電

源種別では、太陽光の取引量が最も多く（44%）、次いでバイオマスの取引量が多くなった

（30%）。 

 

（参考図 1－45）トラッキング付非化石証書の販売結果詳細 

 

トラッキングの導入により、前回オークションに比べて非化石証書を購入した事業者の数は

増加した一方で、約定量は減少している 40。 

本実証実験に参加した小売電気事業者にヒアリングを行ったところ、今回実証されたトラッ

キングの仕組みは RE100 等に対して再エネ電気の使用を主張していくために必要な要件を

                                                   
40 今回と前回のオークション双方に参加した事業者は 1 社を除き全て入札量を増加させて

いることから、約定量を減少させた 1 社が総約定量に大きな影響を与えたと考えられる。 
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満たしているため、今後事業者側でトラッキング付非化石証書を活用したメニュー開発と顧客

開拓が進めば各社購入量が増加していくことが考えられるとの意見が聞かれた。 

 

（参考図 1－46）非化石価値取引オークション結果 

 

 

（参考図 1－47）今後の証書購入量の展望に関するヒアリング結果 

 

 

（トラッキングについての今後の方針） 

トラッキングスキームの導入によって、非化石証書オークション参加事業者が増加したこ

と、今後購入量も増加していくことが期待されることから、 2019 年 5 月開催のオークション以

降もトラッキング付非化石証書の販売に係る実証実験を継続する。 

また、非化石証書の利用価値を高めるため、非化石証書と組み合わせた電気の需要家へ

の訴求内容については並行して検討を行うことが必要である。 

環境価値が付与された系統電気を調達できるという非化石証書のメリットを需要家に訴求

するためには、非化石証書の環境価値の位置づけに加えて、トラッキング付非化石証書の発
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電所情報と PPA の発電所情報の関係を分かりやすく説明していくことが重要となる。今後、

実証実験を継続するにあたっては、トラッキング付非化石証書と組み合わせた電気の需要家

への訴求内容について検討を進めることとする。その訴求内容の検討にあたっては、分かり

やすさを図る観点に加え、電源構成等に関する誤認を招かない観点も踏まえた慎重な検討

が必要になるものと考えられる。 

特に、FIT 再エネ発電所については、環境価値を FIT 非化石証書として分離しているが、

FIT 再エネ発電所との PPA に基づいて調達される電気について当該電気から分離された環

境価値（トラッキング付非化石証書）を組み合わせた電気について、どのような訴求が可能か

検討することとする。なお、現状、非 FIT 再エネ発電所との PPA に基づいて（環境価値込み

で）電気を調達する場合、「再エネ電気」との訴求は可能である。 

 

（参考図 1－48）電気に付随する価値の取引に関する扱い 

 

 

（参考図 1－49）小売電気事業者による再エネ電気の訴求方法 （例） 
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（FIT 非化石証書の需要拡大に向けた今後の方針） 

取引初年度においては、一部の大口需要家を除き、非化石証書を利用した電力メニュー

の開発や需要家の開拓が進まなかった。 

非化石証書の認知度向上や需要家への訴求内容など制度の改善点は引き続き残されて

いる。また、トラッキングスキームの導入も開始されたばかりであり定着を図っていくことが必

要である。 

FIT 非化石証書には FIT 賦課金の金額も踏まえて入札最低価格 4142が設定されているが、

FIT 非化石証書需要拡大のためには、証書の付加価値を高め、新たな証書需要を発掘して

いくことが重要である。トラッキングスキームを含め、環境意識の高い需要家のニーズを丁寧

に捉えながら証書の魅力向上に一層努めていく。 

 

（トラッキングスキームの改善点） 

本実証実験における学びを受けて、次回以降実施されるオークションに向けて下記論点に

ついて検討が必要である。 

 

（参考図 1－50）トラッキングスキームの改善点 

 

この中でも特に属性情報の空押さえ防止策について本作業部会において検討を行った。

現行のトラッキングスキームにおいては、特に先着順で割当が行われるトラッキング付非化

石証書について、競合する小売電気事業者が希望のトラッキング付非化石証書を購入でき

ないよう妨害するために、空押さえを行う事業者が発生するおそれがある。そのため、本実証

実験においては、取り置いた属性情報に対応する量の非化石証書を購入する意思があるか

オークション開催直前に個別に確認を行うなどの対策を講じた。 

                                                   
41 実証実験の実施に併せて実施した事業者アンケートにおいて、非化石証書の価格水準に

ついて言及した事業者は回答数 42 件のうち 7 件（需要家 5 件、発電事業者 2 件）のみで

あった。 
42 FIT 非化石証書の入札価格については、取引初年度の価格動向を踏まえて、取引初年度

の次年度以降必要に応じて見直しを行うこととされていた。 
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実証実験において問題となる空押さえを行った事業者はいなかったが、今後は取引参加

者及び取引量が増加していく中で実証実験で実施したような個別の対応を継続して実施する

ことは難しいため、まずは軽度のペナルティを導入することとする。具体的には、次回以降の

オークションにおいて、空押さえを行った事業者の名称と空押さえた属性情報の量を公表す

ることとする。 

また、今後空押さえが頻発するような事態となった場合には、違反の程度によってオークシ

ョンへの参加を一時的に制限するなどのペナルティを設定することが考えられる。 
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2．2．ベースロード市場 

（1）背景 

石炭火力や大型水力、原子力等の安価なベースロード電源 43については、大手電力会社

が大部分を保有しており、新電力のアクセスは極めて限定的となっている。その結果、新電

力はベースロード需要を LNG 等のミドルロード電源で対応せざるを得ず、大手電力会社と比

して十分な競争力を有しない状況が生じている。 

このため、貫徹小委員会の議論においては、新電力のベースロード電源へのアクセスを容

易とするための施策として、ベースロード市場（以下、「BL 市場」）を創設し、旧一般電気事業

者と新電力のベースロード電源へのアクセス環境のイコールフッティングを図り、更なる小売

競争の活性化を図ることが適当とされた。また、同市場における取引の実効性を確保する観

点から、ベースロード電源を保有する旧一般電気事業者等が発電した電気の一部を、適正な

価格で市場供出することを、制度的に措置することとされた。 

本作業部会においては、貫徹小委員会の中間とりまとめにおいて、BL 市場及び制度的措

置の詳細設計は、遅くとも 2020 年度から電気の受け渡しを開始できるように、今後検討を行

うこととされたことを受け、関連するその他制度・規制との関係も踏まえつつ、BL 市場の詳細

設計について検討を行った。 

BL 市場は、2019 年 7 月に開設を予定している。取引要件などの BL 市場に係る詳細な取

引ルール等は JEPX 取引規程等に規定することとなるが、旧一般電気事業者等に対し、ベー

スロード電源を市場へ制度的に供出することを求めることに鑑みれば、その実効性をより高

めるため、供出に係る基本的な考え方を明確にする必要がある。 

この点、2018 年 7 月の第一次中間とりまとめにおいては、旧一般電気事業者等による BL

市場へのベースロード電源の電気の供出と同様に小売電気事業者間の競争活性化を目的

として措置されている常時バックアップの基本的考え方が「適正な電力取引についてのガイド

ライン（以下、「適取 GL」）」に記載されていることを踏まえ、BL 市場への供出に係る基本的考

え方も適取 GL に所要の記載をすることとされた。 

これを踏まえ、本作業部会においては、BL 市場に係る適取 GL の改正案及びベースロード

市場ガイドライン（以下、「ベースロード市場 GL」）について、検討を行った。 

 

（2）詳細設計の方向性 

①ベースロード市場 GL 

第一次中間とりまとめにおいては、「例えば、一般電気事業者等であった発電事業者がベ

ースロード電源を投入することとされた BL 市場は、新電力のベースロード電源へのアクセス

を確保する観点から、新電力のベース需要に対し十分な量を市場へ投入するような配慮を一

般電気事業者等であった発電事業者が行うことが適当である旨を記載する。」「BL 市場に対

                                                   
43 発電（運転）コストが、低廉で、安定的に発電することができ、昼夜を問わず稼働でき

る電源。地熱、一般水力（流れ込み式）、原子力、石炭火力を指す。 
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する供出量の合計は、全国のエリア離脱需要にベースロード電源比率（56%）と調整係数 d を

乗じたものとすることや、エリア内での一般電気事業者等であった発電事業者の市場への投

入量は、エリアにおける供給力の割合にするなど、個別事業者ごとの供出量の考え方を掲載

することとすることも記載することが考えられる。」とされていた。 

また、「供出価格については、新電力と旧一般電気事業者の小売部門とのイコールフッティ

ングを図る観点から、グループ内の小売電気事業者に対する自己のベースロード電源の卸

供給料金と比して不当に高い水準とならないよう、ベースロード電源の発電平均コストを基本

とした価格を上限にすることが適当である旨、適取 GL に所要の記載を行うとともに、監視等

委員会において、供出量と併せて事後的に監視を行うこととする。」とされていた。 

その上で、「BL 市場での供出上限価格の考え方は、グループ内の小売電気事業者に対す

る自己のベース電源の卸供給料金と比して不当に高い水準でないことを確保する観点から、

ベース電源の発電平均コストを基礎とした価格とするものである。」「監視に当たって、小売料

金等を参考に小売部門の調達価格の説明の妥当性を確認した場合に、小売部門の BL 電源

に係る調達価格が供出価格を不当に下回る場合は、供出上限価格を設定した趣旨が達成で

きないおそれがある。したがって、こうした場合には、供出事業者の供出価格を精査し、必要

に応じて、供出事業者に対して供出価格の見直しを求める等の対応を採ることとする。44」とさ

れた。 

本作業部会においては、第一次中間とりまとめにおけるこうした考え方を踏まえて適取 GL

の改正及びベースロード市場 GL を作成した。 

 

第一次中間とりまとめで記載された具体的な監視の方法 

 

 取引要件などの BL 市場に係る詳細な取引ルール等は JEPX 取引規程等に規定する

こととなるが、旧一般電気事業者等に対し、ベースロード電源を市場へ制度的に供出す

ることを求めることに鑑みれば、その実効性をより高めるため、供出に係る基本的な考

え方を明確にする必要がある。 

この点、旧一般電気事業者等による BL 市場へのベースロード電源の電気の供出と

同様に小売電気事業者間の競争活性化を目的として措置されている常時バックアップ

の基本的考え方が「適正な電力取引についてのガイドライン（以下、「適取 GL」）」に記載

されていることを踏まえ、BL 市場への供出に係る基本的考え方も適取 GL に所要の記

載をすることとする。 

具体的には、例えば、一般電気事業者等であった発電事業者がベースロード電源を

                                                   
44 供出事業者と同一グループ内の小売電気事業者に調達価格の説明を求めた結果、供出価

格が、当該小売電気事業者の小売料金水準を上回っている等の場合を含め、小売電気事業

者の不当廉売等に関する競争上の問題の有無、対応については、必要に応じて、別途、監

視等委員会において、然るべく対応することとなる。 
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投入することとされたＢＬ市場は、新電力のベースロード電源へのアクセスを確保する観

点から、新電力のベース需要に対し十分な量を市場へ投入するような配慮を一般電気

事業者等であった発電事業者が行うことが適当である旨を記載 する。 

 

（中略） 

 

具体的には、以下の二つの方法により監視を行う。 

①ベースロード電源の発電平均コストを基礎とした価格（供出上限価格）以下で供出さ

れていることを確認。 

②小売平均料金を参考に、小売部門の調達価格の説明の妥当性を確認することで、

供出価格（下表の A 円及び B 円）の妥当性を確認。（小売料金と社内（グループ内）

卸価格等の水準を単純に比較するのではなく、小売部門の収入・費用の構造を確

認することを通じて、BL 相当の社内（グループ内）卸価格の説明の妥当性を確認す

る観点から、（必要に応じて）小売料金等を参照する。） 

 

なお、小売部門の調達価格と個別の小売料金の関係は、監視等委員会において競

争促進の観点から検討することとなる。45 

また、今後の市場運用に当たり、適正な価格による供出がなされていないといった不

適切な行動が見られる場合、更なる規制の強化を含めた見直しを行うこととする。 

 

 

 

                                                   
45 第一次中間とりまとめにおける本作業部会の議論において、委員・オブザーバーから、

高負荷需要家への個別の小売価格と BL 市場への供出価格を比較すべきとの指摘があっ

た。また、第 17 回規制改革推進会議 投資等ワーキング・グループにおいて、大手電力

会社からベースロード市場への供出価格について、自己またはグループの小売部門に対す

るベースロード電源の卸供給価格を不当に上回らないよう監視することが重要であり、産

業用（大量の電力を使う工場など）の小売価格も参照しながら、その妥当性を確認するこ

とが提言された。こうした指摘に関し、BL 市場の供出価格の監視は、旧一般電気事業者

の小売部門への卸売価格とのイコールフッティングを図るという趣旨から、旧一般電気事

業者の発電部門（又は発電事業者）による BL 市場への供出価格の水準を監視するもので

あり、旧一般電気事業者の小売価格は、旧一般電気事業者の小売部門への卸売価格を確認

する趣旨から確認されるものである。なお、旧一般電気事業者の小売部門の顧客に対する

個別の小売価格は、個々の顧客との個別の交渉等に応じて設定されるものであるため、旧

一般電気事業者の発電部門が設定した固定費を含む卸売価格と、本来的に、必ずしも一致

しないものと考えられるが、その一方で、小売市場における競争の状況等によっては、卸

売価格、小売価格の適切さは、両者を一体として見て判断すべき場合もあり得るところ、

具体的には、今後、監視等委員会において、検討することとなる。そうした場合、BL 市

場の供出価格の監視から得られた情報を参照することも考えられる。 
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（参考図 2－1）BL 市場における監視 
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（3）今後について 

2019 年度の市場開設に向け、JEPX 等の関係事業者・関係機関において、具体的な準備

を進めていく。監視の具体的内容や手法の詳細については、監視等委員会が必要に応じて

検討を行う。 
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2．3．連系線利用ルールの見直し・間接送電権 

（1）背景 

地域間（エリア間）連系線の利用については、従来「先着優先」と「空おさえの禁止」を原則

として、広域機関によって利用計画が管理されていた。連系線利用ルールを見直すことで、

公正な競争環境の下で送電線の利用と広域メリットオーダーの達成を促し、更なる競争活性

化を通じた電気料金を最大限の抑制、事業者の事業機会の拡大を実現していくため、連系

線利用ルールを見直すこととし、市場原理に基づきスポット市場を介して行う「間接オークショ

ン」を 2018 年 10 月 1 日より導入した。 

貫徹小委員会や本作業部会においては、先着優先から間接オークションへの移行や BL

市場等の卸電力市場活性化策の実施に伴い、エリア間値差がより多くの事業者に影響を及

ぼしうることを踏まえ、こうしたリスクを軽減する仕組みが必要との議論が行われてきた。 

諸外国においても、例えば、米国の PJM エリアにおいては、地点別の限界価格（LMP）に

頻繁に値差が発生することによる事業者のエリア間値差の負担リスクを減少させられるよう、

間接送電権の仕組みが整備されている 46。 

こうしたことを踏まえ、我が国においても間接送電権の仕組みを整備することとし、JEPX に

おいて間接送電権を発行し、取引することとされた。 

間接送電権の商品発行に当たっては、事業者ニーズを踏まえる必要があるところ、市場分

断の発生状況や、分断時の値差の状況を踏まえて設定する必要がある。発行可能量は、マ

ージンや経過措置対象量が存在することから、方向によって差異が生じる。また、値差の発

生状況も時間帯や季節によって差異があるため、方向種別を設けることとされた。 

実際に発行を行うかどうかは、取引所の経営にも関わることから JEPX において決定する

こととし、判断に当たっては、連系線増強や値差の発生の状況、事業者ニーズ等も踏まえ、

ある程度の取引量が見込まれることなどを勘案し、検討会を開催するなどして客観的な検討

を行うこととされた。 

第一次中間とりまとめにおいて、間接送電権の取引開始は 2019 年 4 月目指して準備をす

すめることとされた。 

 本作業部会においては、JEPX の検討会の検討結果の報告を受ける形で検討を行った。 

 

  

                                                   
46 米国においては、「金融的送電権（FTR: Financial Transmission Rights）」と呼称して

いる。金融的送電権は、地点間の値差に基づき計算される金額を受け取ることができる権

利であり、電気事業者以外も取引可能となっている。（転売も可能） 
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JEPX にて決定することとしていた。 

- 期待値差が 0.01 円/kWh を上回る蓋然性が高いもの 

- ある程度の取引量が見込まれること 

 

期待値差について、間接オークション開始後の分断状況、値差を分析した結果、0.01 円

/kWh を超える地域間連系線は以下の 5 つであった。 

- 【北本直流幹線】（北海道～東北：逆方向） 

- 【東京中部 FC】（東京～中部：順方向・逆方向） 

- 【本四連系線】（中国～四国：逆方向） 

- 【阿南紀北直流幹線】（関西～四国：逆方向） 

- 【関門連系線】（中国～九州：逆方向） 

なお、取引量については、間接オークション開始後 1 ヶ月分のデータであり、十分なデータが

蓄積されておらず、取引量の想定は難しかった。そのため、2019 年 4 月においては上記の 5

つの連系線を対象とすることとした。 

ただし、引き続き、対象とする連系線の追加や廃止について、市場分断の発生状況や、連

系線増強の状況、事業者ニーズ等を確認しながら、検討会において定期的に検討することと

した。 

 

（参考図 3－3）間接オークション開始後における連系線別市場分断状況 

 

出所： 第 2 回間接送電権の在り方等に関する検討会（日本卸電力取引所）より抜粋 
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（商品の形態（精算期間、オークションの実施タイミング）） 

2019 年 4 月においては、週間 24 時間の商品で開始し、JEPX の「週間」の定義に沿って、

土曜日から金曜日までの商品とすることとした。 

ただし、週間昼間、月間商品等その他の商品形態については、事業者のニーズも踏まえ、

開設後の見直しの課題として引き続き、JEPX の検討会にて検討を行っていくこととした。 

 

（商品の形態（精算期間、オークションの実施タイミング）の検討） 

本作業部会の議論において、オークションの実施タイミングについては、以下の 2 案が示さ

れていた。 

① 毎週、週間商品を取引 

② 二ヵ月前（の 20 日以降）に 4～5 週間分の週間商品を取引 

JEPX において検討した結果、必要となるシステム開発のスケジュールの制約があることが

判明したため、2019 年 4 月においては、「②二ヵ月前」の実施タイミングでオークションを実施

することとした。 

 

（間接送電権の発行量と経過措置の減少について） 

間接送電権は、運用容量からマージンと経過措置の数量を除いた量を発行する。 

運用容量、マージンについては、広域機関にてとりまとめられ、公表される。年間計画以降

では、月間、2 営業日前と実需給に近づくにつれ精査された計画が公表される（作業計画の

変更、需給状況等を考慮）。 

間接送電権の発行可能量については、経過措置の数量が影響し、経過措置が適切に減

少すれば、間接送電権の発行可能量が増えることが期待される。 そのため、間接送電権の

発行前に経過措置の減少事由が予見されている場合は、事業者に、経過措置の減少を行う

更新計画を広域機関へ提出することを求めているところ。 

 

（参考図 3－4）間接送電権の発行量の推移イメージ 
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JEPX の検討会において、監視等委員会より、間接送電権の発行にむけて、経過措置減少

が適切に行われることが重要であるという意見が表明された。 

事業者が経過措置を適切に減少させる例としては以下のとおりであるが、事業者が間接

送電権オークションの開催日から前々日 12 時までの間に経過措置計画を減少させた場合に

は、そのタイミングの合理性について、広域機関が確認を行っていく。 

- 発電所の定期点検のスケジュールが明らかになった段階で、出力の減少分につい

て経過措置を減ずる。 

- 季節による需要の減少が顕著に出ることが判明し、連系線を利用した送受電は不要

と判断した場合、経過措置を減ずる。 

 

（参考図 3－5）経過措置の減少イメージ 

 

 

（6）間接送電権の今後について 

 2019 年 4 月の初回オークションの結果、また、同年 6 月の実際のスポット市場取引の結果

を踏まえ、JEPX において検討会を開催し、事業者の利便性等も踏まえながら、継続的に検

討を行っていく。 

第一次中間とりまとめにおける間接送電権の在り方（電力取引を行わない場合には値差

精算を行わず、転売も行わないこととする等）については、市場開設後の状況によっては、事

業者の利便性等も踏まえながら、改めて検討していくこととしており、JEPX の検討会において、

引き続き状況を確認していく。 
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2．4．容量市場 

（1）背景 

2018 年 9 月 6 日に発生した平成 30 年北海道胆振東部地震に伴い、北海道エリアにおい

て、1951 年の 9 電力体制（1972 年の 10 電力体制）成立以降では我が国初となる一エリア全

域に及ぶ大規模停電が発生した。加えて、平成 30 年 7 月豪雨、平成 30 年台風 21 号・台風

24 号等自然災害が相次ぎ、電力インフラにおけるレジリエンスの重要性、電力政策における

安定供給の重要性が改めて認識された。これを受けて設置された電力レジリエンスワーキン

ググループの中間取りまとめや平成 30 年北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に関する

検証委員会を受けた広域機関による経済産業大臣宛の意見の中では災害対応を含む稀頻

度リスク等への対応強化として、容量市場の早期開設と供給力の範囲拡大について今後検

討を進めていくこととされた。これらの意見を受けて、本作業部会において、災害対応を含む

稀頻度リスク等への対応のために必要となる供給力の確保や容量市場の早期開設を含む

早期の容量確保策についても検討を行った。 

また、第一次中間とりまとめにおいて、容量市場の詳細制度設計の進め方に関して、「技

術的な内容を含む詳細については、本作業部会での議論の内容も参照しつつ、広域機関及び監

視等委員会等において並行的に検討を行い、重要な論点については、必要に応じて本作業部会

において検討を行う」こととされていた。これを踏まえ、広域機関や監視等委員会等とも連携し

つつ、本作業部会において、以下の論点について検討を行ってきた。 

- 費用負担の考え方 

- 市場支配力行使の防止策 

- 需要曲線の設定 

- 固定価格買取制度の適用を受けているバイオマス混焼設備の扱い 

- 容量市場の情報公開・フォローアップ 

- 既存契約の見直し 

- 調整力として活用可能な電源の位置づけ 

- 発電側基本料金との関係 

 

（参考図 4－1）平成 30 年度に発生した自然災害 
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（2）詳細設計の方向性 

①早期の容量確保策について 

（背景） 

現在我が国で稼働している火力発電所のうち 19%は稼働年数が 40 年を超えているが、老

朽火力発電所は発電効率が劣ること等から、電源の新陳代謝の観点からは新設電源にリプ

レースしていくことが望ましい。一方で、各発電事業者の計画においては、電源を休廃止する

タイミングとリプレース先となる新設電源が運転を開始するタイミングは必ずしも一致している

わけではなく、新設電源が運転開始するまで一時的に予備率が落ち込む期間が存在する。

そのため、平成 31 年度供給計画においては、特に容量市場初回受渡年度（2024 年度）以前

の 21 年度、22 年度に予備率が低下する計画となっている。 

当該年度であっても、現行基準である 8%以上の予備率は確保されている。しかしながら、

各電源は十分なリードタイムを持って計画的に休廃止を行っているものもあれば、1、2 年前

に休廃止を決定するケースもあり、現時点で休廃止を決定していない電源についても、今後

の状況によっては、23 年度より前に休廃止を行う電源が生じる可能性がある。また、18 年夏

季は、6 エリアで夏季最大需要が H1 需要想定を越える結果となっており、今後も H1 需要が

増加していくと更に予備率が厳しくなるリスクがある。 

以上のように、今後さらなる電源休廃止が行われた場合や、気象の影響等で需要が増大

した場合等には、容量市場開設前に供給力不足のおそれが顕在化する可能性が考えられる。

また、大規模災害等へのレジリエンス強化の観点から確実な供給力確保策の導入が求めら

れているところ、容量市場初回受渡年度以前における供給力不足を未然に防ぐための対応

策について、容量市場の早期開設を含めて、本作業部会において議論した。 

 

（参考図 4－2）電源の新陳代謝 

 
 



 

 

68 
 

（参考図 4－3）電源リプレースのタイミング 

  

 

（参考図 4－4）電源休廃止動向 
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（参考図 4－5）今後の予備率低下リスク（第 33 回調整力及び需給バランス評価等に関する

委員会 資料 2－1） 

 
 

（供給力不足時の影響）  

電源 I・電源 I´相当分については、調整力公募によって毎年送配電事業者が確実に必要

量を確保している。このため、電源休廃止や需要の増加等によって供給力不足が顕在化した

場合、不足するのは小売電気事業者が確保するべき供給力 47となることが考えられる（H3 需

要*101%の内数）。大規模事業者は相対契約等により一定の供給力を確保しているため、主

に中小規模事業者が市場から調達する小売電源が不足することが考えられる 48。 

 

                                                   
47 制度設計ワーキンググループにおける議論では、小売電気事業者は「気温の変化等によ

る需要の変動分も含めた最大需要」を上回る供給能力を確保することが求められるとされ

ている。また、「小売電気事業者が実需給断面において供給能力確保義務に対応するため

には、通常想定される需要に対応する供給能力に加え、需要の上振れ等の可能性に対応す

るための一定の供給予備力の確保が求められる」とされている 
48 最大需要が 200 万 kW以上の小売電気事業者（以下、「大規模事業者」）は現状相対契約

などで自社需要に対して 105.1%の供給力を確保しているが、23年度に 102.6%まで減少さ

せる計画としている（101%の供給力は確保している）。最大需要が 200万 kW未満の事業者

（以下、「中小規模事業者」）は、相対契約を結ばず将来の供給力を「調達先未定」として

計画する比率が高く、18年度でも自社需要に対して 43.8%の供給力しか確保しておらず、

23年度は 21.5%まで減少させる計画としている 
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（参考図 4－6）不足する供給力のイメージ 

 
 

（対応策に関する留意点） 

容量市場のように必要供給力全てを一つの仕組みで確保するのではなく、不足分を補うた

め供給計画に計上されていない電源のみを対象として入札を行い、固定費を全て負担するよ

うな仕組みを導入した場合、老朽電源等は電源休止等をして仕組みに参加した方が収入を

得られるため、むしろ電源休止等を誘発し、最終的な結果として供給力が増えない可能性が

ある。 

 

（参考図 4－7）供給力確保の実効性 

 

 

（対応策の検討） 

2024 年以前における供給力不足に対しては 1）必要供給力全量に対して手当をする（容量
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市場の早期開設）、2）不足分のみを確保する （調整力公募や電源入札等）、3）対応策をとら

ないという 3 つの対応が考えられる。本作業部会において、1）、2）それぞれの対応について

検討を深め議論を行った。 

 

（参考図 4－8）供給力確保手法の類型 

 
 

1）必要供給力全量に対して手当をする（容量市場の早期開設） 

制度導入による休廃止の促進を防ぎ確実に供給力を確保するためには、容量市場のよう

に必要供給力全量を一括して確保する仕組みを導入することが望ましい。そのため、容量市

場開設以前に供給力不足となるおそれがあるときに、供給力を確実に確保するためには、可

能な限り容量市場を早期開設することが望ましい。一方で、容量市場の初回オークションは

制度設計やシステム構築などの準備を可能な限り早めたとしても 2019 年度へ前倒しすること

が限界である。また、電源新設のリードタイム等も考慮してオークション実施から受渡までの

期間を 4 年と整理したことも踏まえると、容量市場の初回受渡は 2023 年度（1 年度前倒し）と

することが考えられる 49。容量市場の早期開設によってより確実に供給力を確保できれば、ス

ポット市場における価格スパイクが発生する蓋然性が減り、スポット市場における小売負担

が減少する効果も得られると考えられる。 

また、2019 年度に容量市場のオークション 50を実施した場合、約定した電源等は 2023 年

度に容量確保契約に従い電源として稼働することとなる。この場合、容量確保契約は容量受

渡年度中（2023 年度）の電源等の稼働を求めているため、2020 年度～22 年度については、

稼働しているかどうかは容量確保契約上担保されていない。この点に関して、今後の中長期

                                                   
49 容量市場の前倒しにより①費用回収の予見可能性が向上する②期待収入が増加するとい

う効果も期待される 
50 オークションの時期だけを前倒しして、容量受渡は 2024 年度からとする方法も考えら

れる。しかし、容量受渡年度を前倒ししない場合、23年度まで維持すべき老朽電源を 24

年度まで維持することになり、電源の新陳代謝がその分進まない可能性がある。また、23

年度より前に休廃止の可能性がある電源について、容量市場からの受取額が従前と変わら

ないとすれば電源休廃止の判断への影響が限定的になる可能性があるのではないか 
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的な供給力の確保に万全を期すため、 2019 年度に容量市場のオークションを実施した場合

に限り、応札時点で稼働している落札電源は容量確保契約の中で 20～22 年度において電

源の休止を認めない条項を加えることが考えられる 5152。この場合、19 年度オークション時点

で 23 年度まで存続する電源が一旦確定する。 

 

（参考図 4－9）容量市場開設を前倒した場合の供給力確保のイメージ 

 

なお、容量市場を 1 年早期開設した場合でも、2023 年度より前に供給力が不足すると判

断された際には、緊急に供給力（休廃止延期、休廃止電源の立上、DR 等）を確保する手段を

整備することが考えられる。ただし、このような制度の導入によって電源の休廃止が促進され

ないような工夫が必要である。 

また、中間とりまとめにおける既設電源に対する経過措置の考え方を踏まえると、容量市

場開設時期を前倒す場合は、2023 年度に容量を受け渡す既設電源については、49%の控除

率を課すことが考えられる。小売負担への配慮から更に控除率を引き上げることも考えられ

る一方で、老朽電源の休廃止抑制への影響についても考慮する必要があり、慎重な検討が

求められる。 

 

 

                                                   
51 電源を休止せず、存続させる場合、安定的に発電可能な電源として稼働することが期待

され、供給計画上当該電源の発電能力（供給計画上、「当該年度において安定的に発電可

能な出力」が「発電能力」と定義されている（供給計画届出書の記載要領参照））は供給

力として計上される。容量確保契約の対象年度外において、容量確保契約と同様のリクワ

イアメント・ペナルティを課すことは困難であるが、実際の運用においては、旧一般電気

事業者の電源は自主的取組として、限界費用ベースで余剰電力の全量を卸電力市場へ投入

されている。また、相場操縦行為に該当する行為がないかなど監視等委員会が監視を行っ

ている 
52 この場合、応札時点で休止中の落札電源については、可能な限り速やかに休止状態を解

除することを求める条項を加えることが考えられるが、新規電源等については、容量確保

契約発効前に稼働前倒しを求めることは困難と考えられる 
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（参考図 4－10）容量市場を早期開設する場合の既設電源に対する経過措置の扱い 

 

 

2）不足分のみを確保する場合（調整力公募や電源入札等） 

不足する供給力を調整電源として確保した場合、小売電源が不足する状況は変わらず卸

電力市場における需給ひっ迫は発生してしまい価格がスパイクする。また、調整力を稼働さ

せる費用はインバランス料金として不足を発生させた小売電気事業者に請求される。一方

で、全体的に小売電源が確保されている場合は卸電力市場価格は安定する。そのため、供

給力確保義務や卸電力市場価格の安定の観点から、不足する供給力は小売電源として確

保することが望ましい。 

しかし、何らかの理由によって小売電気事業者が供給力を確保できず小売電源が不足す

る見通しになった際には、やむをえず送配電事業者が主体となって調整電源を確保し、需要

に見合った供給力を確保せざるを得ない。 

 

（参考図 4－11）調整電源として確保する場合と小売電源として確保する場合の比較 

 

 



 

 

74 
 

必要供給力が不足する見通しとなった際に送配電事業者または広域機関がやむを得ず供

給力を調達するために活用可能な既存の仕組みとしては、調整力公募と電源入札が存在す

る。それぞれに課題が存在するため、本作業部会においてこれら既存の制度を元に、2020～

23 年度に必要供給力が確保されない見通しとなった場合の対応策について検討を深めた。 

 

（参考図 4－12）利用可能な既存の制度 

 

 

第一に、休廃止電源を対象にして、設備維持のための費用を負担するような仕組みを導入

した場合、老朽電源等は休廃止をして仕組みに参加した方が収入を得られるため、むしろ休

廃止を誘発してしまう可能性がある。そのため、休廃止電源を救済する制度を採ることによっ

てむしろ休廃止を促進してしまわないように、対象を一定の時期までに休廃止計画を表明し

ていた電源に限る、今後休廃止を決定する際に関係諸機関と事前に調整を行った電源に限

る等の対応策について引き続き検討が必要 53。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
53 広域機関において検討が行われた。詳細については第 38 回調整力等委員会資料 2 を参

照 
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（参考図 4－13）対象電源を限定する方策案 

 
 

第二に、調達される電源に求められるリクワイアメントについて検討する必要がある。例え

ば、調整力公募における電源 I´の要件は厳気象時等の限定的な対応を念頭に策定されて

いるため、本来小売電気事業者が確保すべき供給力を調整力公募のスキームを活用して送

配電事業者が代わりに確保する場合はこれまでの電源 I´とは異なる運用が想定され、新た

なリクワイアメント設定が求められる。また、電源入札で落札された電源の運用方法について

は、予め明確に定められてはおらず、都度募集要件や落札者との契約の中で定めていくこと

となっているため、電源入札制度を活用して不足する予備力を確保する場合も、想定される

運用に沿う形で詳細なリクワイアメントを広域機関において検討する必要がある 5455。 

 

（参考図 4-14）調整力公募における電源 I´のリクワイアメント 

 

 

                                                   
54 電源入札に DRは参加できないという制度的課題もある 

55 広域機関において検討を行った。詳細については第 38 回調整力等委員会資料２を参照 
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（参考図 4-15）電源入札の募集要項 

 

 

第三に、費用負担の課題が存在する。送配電事業者は既に小売電気事業者が確保すべ

き予備率のうち一部を暫定的に確保している。今後もこのような暫定的な取扱いの対象を拡

大することは、小売電気事業者が自ら必要な供給力を確保する原則を逸脱するものであり、

電気事業の健全な発達を妨げるものと考えられる（送配電事業者の健全な事業運営に影響

を及ぼすおそれもある）。そのため、送配電事業者が小売電気事業者が確保すべき予備率を

確保することとする場合には、その費用を含め送配電事業者の負担を託送料金に反映でき

るように適切な場で託送料金制度を見直すことが求められる。また、当該費用は毎年変動す

ることが考えられるため、柔軟に反映できるように配慮することが求められる。 

 

（参考図 4－16）供給力確保のための費用負担 

 
 

（まとめ） 

小売電源を含めた供給力確保の観点からは容量市場の早期開設が望ましいが、現時点

での 2020～23 年度の必要供給予備率見通しでは、最低限の予備率が確保されている。また、
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今後の火力発電所の休廃止を抑制し、小売電源を含めた供給力確保に万全を期すため、容

量市場を早期開設することも考えられるが、小売電気事業者の容量支払いの負担等の課題

もある。そのため、容量市場の早期開設については、行わないこととする 56。 

20～23 年度の需給見通しにおいて必要な小売電源の供給力を確保できない見通しとなっ

た場合、エリア内で供給力を確保するため調整力公募のスキームを活用して必要な供給力
57の調達を図り、それでもなお供給力が確保できない見通しとなっている際には、セーフティ

ネットとしての電源入札を実施することとなる。ただし、供給力確保義務や卸電力市場価格の

安定の観点から、不足する供給力は小売電源として確保することが望ましいため、調整力公

募や電源入札は、やむを得ない場合に限った対応と位置付けられる。また、調整電源として

不足する供給力を確保した場合、小売電源の総量が増えることはなく、調整電源の割合が増

えるのみである一方で、小売電源が減少するほどに卸価格のスパイクやインバランスの発生

頻度が上昇していくことが考えられる。他方で、容量市場を開設する場合と異なり、小売電気

事業者にとっては、容量支払いを行う必要がない。 

なお、必要供給力を確保するための送配電事業者の負担について託送料金による適切な

費用回収を可能とするために託送料金制度見直しについて適切な場において検討すること

が求められる。また、送配電事業者が調達した電源を小売電源として活用する方策について

も、その可否を含め検討していくことが求められる。 

また、こうした対応は、容量市場が開設され容量契約が発効するまでの移行期におけるも

のと考えられるが、このような場合であっても、小売電気事業者は小売供給の相手方の需要

に応ずるために必要な供給力を確保する法律上の義務（電気事業法第 2 条の 12 第 1 項）を

負うことに変わりはなく、電気の使用者の利益を阻害し、又は阻害するおそれがあると認めら

れるときには、供給能力の確保等が命じられることになる（同条第 2 項）58。 

                                                   
56 20～23 年度の供給力確保状況の変化によって、小売電源の確保が重要と考えられる場

合には、オークションから容量受渡までの期間を短くする等変則的な容量オークションを

将来検討することも考えられる 
57 H1 需要の増加等に対しては、電源 I´の調達で対応し、発動回数制約有電源も含めた

活用が想定される。これに対して、小売電源の供給力が不足する場合は、発動回数制約の

ない電源の活用が想定されることと第 38 回調整力及び需給バランス評価等に関する委員

会において整理された 
58 制度設計ワーキンググループでの議論において供給能力確保命令が発動されるのは、下

記のような理由により、送配電事業者が、その補てんを行うため、大きな供給予備力の確

保を余儀なくされ、託送料金の上昇を招き、結果として電気料金の上昇をもたらす場合

や、停電を発生させる場合、又はこれらのおそれが場合とされている 
① 毎日、定常的に、供給力不足を発生させていること 
② 短い時間でもあっても、極めて大きな供給力不足を発生させること 
③ 過去の実績や需要の性質に照らして、供給力の確保が十分でなく、実需給の段階

で、供給力不足を発生させる蓋然性が高いと認められること 
ただし、エリア全体に十分な供給力が存在する中で、瞬間かつ一時的に、わずかな供給

力不足を生じさせたとしても、「電気の利用者の利益を阻害し、又は阻害するおそれが

ある」とは認められないと考えられる 
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（参考図 4－17）供給力確保策のメリット・デメリット 

 

 

（参考図 4－18）小売電気事業者の負担について 

 

 

②災害対応を含む稀頻度リスク等への対応 

（背景） 

稀頻度リスクである大規模災害への対応については、貫徹小委員会の中間とりまとめにお

いて、費用対効果最大化の観点から、通常の容量市場とは別の商品・手段とすることも含め

て検討することとされている。2018 年 7 月の本作業部会中間取りまとめにおいても、大規模

災害への対応については、広域機関による電源入札や、電気使用制限令等、容量市場以外

の手段も想定されるため、必要な対策コストや回避可能な停電コスト等、費用対効果を踏ま

えて総合的に検討することが必要であり、大規模災害への対応手段は容量市場には限定さ

れないことから、稀頻度リスク対応は除外して検討を進めることとされた。 
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しかしながら、平成 30 年北海道胆振東部地震発生時には、主として、苫東厚真火力発電

所 1、2、4 号機の停止及び地震による狩勝幹線他 2 線路（送電線 4 回線）の事故による水力

発電の停止の複合要因によって北海道全域での大規模停電（ブラックアウト）が発生し、大規

模災害に対する電力レジリエンス強化の必要性が改めて認識された。そこで、本作業部会に

おいても、緊急に最低限増強すべき容量が存在するか検討を行った。 

なお、現在 N-1 事象については、設備形成によって供給支障を起こさないよう対策をする

ことが一般的なルールとなっている。一方、N-2 以上の事象に対しては、設備形成ではなく、

運用において連鎖的な停電を防ぐことが原則となっている。従って、本作業部会における災

害対応を含む稀頻度リスクに対応する予備力の検討に関しても、設備形成にかかる上記の

考え方を基本として検討を行った。なお、N-2 以上の事象への対応是非の検討においては、

停電コストとその対策費との比較考量が必要なため、これらの電源脱落リスクや停電コスト

の精査ができた段階で改めて災害対応を含む稀頻度リスクに対応する予備力を再検討する

こととする。 

＜電力レジリエンスワーキンググループにおける検証＞ 

 電力レジリエンスワーキンググループにおいても、N-1 故障を越えて、最大電源サイト

脱落を検証しているが、設備形成ではなく、負荷遮断などの運用により連鎖的な停電を防

ぐことにしている。 

 

（参考図 4－19） 第三回電力レジリエンスワーキンググループ東京電力パワーグリッド提

出資料） 
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（確保すべき予備力の範囲についての考え方） 

現状、夏・冬の需給検証においては、H1 需要と追加的電源脱落等が重なる事態において

も予備率 3%を維持できるか追加検証を行っている。これまでの前例では、最低必要量以上に

予備力が確保されているエリアが存在し、追加検証で求められる水準であっても事実上 3%以

上の供給予備力が確保されてきた。しかしながら、今後電源廃止などが進み、全国的に予備

率が低下していく可能性も鑑みると、各エリアに存在する余剰供給力に頼るのではなく必要

な予備力は制度的に確保するべきであると考えられる。 

 

（参考図 4－20）現行制度において確保している供給力 

 

 

（必要確保量） 

現行の需給検証においては、各エリアで最大の電源または送電線故障が単一に発生した

際に全エリアの予備力で対応することを前提に予備率を検証している（案①）。しかし、現実

においては大小問わず 1 つまたは複数の電源・送電線故障がランダムに発生しており、過去

の電源故障率 59を参照し（案②）、現行の需給検証の考え方で十分か検証する必要がある。

他方、自エリア内の最大電源・送電線故障に対応する予備力をエリアごとに確保することも

考えられるが（案③）、全エリアの最大電源・送電線故障が同時に起こることは極めて稀であ

ると考えられる。 

従って、広域機関において案①・②における必要量を再精査し、これらを追加確保すべき

予備力の目安とした上で、停電コスト等を精査の上追加確保量を検討することとする 60。また、

                                                   
59 過去の電源故障率はランダムに発生している計画外停止量の平均値であり、稀頻度事象

対応として適切な必要量を停電コストの精緻化も踏まえ、広域機関において更に精査し

た。詳細については第 4 回電力レジリエンス等に関する小委員会資料 2、同第 5 回資料

2、同第 6 回資料 2-1 を参照 
60 広域機関において検討が行われた。詳細については第 4 回電力レジリエンス等に関する
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現行の需給検証においては、全エリアで H1 需要が同時に発生することを想定しているが、現

実においてはエリアごとに異なるタイミングで発生しているため、 H1 需要想定も需要の不等

時性を考慮し適宜広域機関において検証を行い見直すこととする 6162。 

なお、北海道などエリアの特殊性があるケースについて、エリアにおける必要量を広域機

関において更に精査することとする 63。 

 

＜広域機関における検討結果＞ 

広域機関における検討 64の結果として、全国で確保すべき予備力の水準について、以

下のような結論が得られた。 

 H1 需要のエリア間での不等時性を考慮した結果、日本全国で必要な予備力の量

は夏季において H3 需要に対して約 2.6%減少 

 これまで供給力評価時に電源の計画外停止は考慮されていなかったが、これを織

り込み、平均的な電源故障率である 2.6%を全国の供給力計から一律で控除。これ

により、日本全国で必要な予備力の量は H3 需要に対して約 2.6%増加 

 加えて、H1 需要時に追加的電源脱落が同時発生することを想定して災害対応を含

む稀頻度リスク対応として、H3 需要に対して 1%の予備力を追加で確保 65 

上記の見直しを行う結果として、需給検証等により現状評価している供給信頼度レベル

に比べて、H3 需要に対して 1%程度追加で予備力を確保することとなる。広域機関におい

て、災害対応を含む稀頻度リスク対応のための予備力まで確保することの経済性分析を

行ったところ、予備力を追加で H3 需要に対して 1%確保することによって 9 エリア合計の年

間停電量 EUE を約 1/2 にする効果が得られ、レジリエンス確保に資することが確認され

た。また、これまでの需給検証においても H1 需要発生時に追加的電源脱落が発生した場

                                                   
小委員会資料 2、同小委員会第 5 回資料 2、同小委員会第 6 回資料 2-1 を参照 
61 広域機関において検討が行われた。詳細については第 2 回電力レジリエンス等に関する

小委員会資料 2、第 36 回調整力等委員会資料 4 を参照 
62 現在、電源 I´必要量は夏季及び冬季いずれかのうち H1需要が最大となる月について、

「H1需要×103%」と「H3需要×101%+電源 I必要量」の差分として算定されている。夏季

H1需要を基準として電源 I´必要量が設定されているエリアにおいては、冬季は一般的に

気象条件から H1 需要と H3 需要のかい離が大きくなりやすい中で、H3需要を基準に冬季に

補修停止を行うことがあるため、冬季に需給状況が厳しくなることがあり得る 
63 広域機関において検討が行われた。詳細については第６回電力レジリエンス等に関する

小委員会資料 2 - 2 を参照 
64 詳細については、第 36 回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料 4、第 2
回電力レジリエンス等に関する小委員会資料 2、同小委員会第 3 回資料 3、第 4 回資料

2、第 5 回資料 2、第 6 回資料 2 - 1 を参照 
65 追加的電源脱落として需給検証における考え方を踏襲し、a.単機最大ユニット脱落、b. 
50Hz エリア・60Hz エリアそれぞれで単機最大ユニット脱落、c. N-1 送電線故障を想定。

a～c の追加的電源脱落における供給力低下率は 0.7%～1.4%程度であることから、平均的

に 1%の予備力を災害対応を含む稀頻度リスク対応として確保することとしている 
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合に必要な予備率が確保されることは確認されており、事実上日本全国で災害対応を含

む稀頻度リスク対応のための予備力まで含めた供給力が存在していた。そのため、電力レ

ジリエンス強化の観点から、今後は災害対応を含む稀頻度リスク対応のための予備力ま

で含めて確保することとする。 

なお、北海道エリアについては、①厳寒であり、電力需給のひっ迫が国民の生命・安全

に及ぼす影響が甚大であること、②他エリアからの電力融通に制約があること③発電所 1

機の計画外停止が予備率に与える影響が大きいことから、冬季の需給検証において、厳

寒 H1 需要と 129 万 kW の大規模電源脱落が同時に発生した際に 3%の予備率を維持でき

るか確認してきた。さらに、昨年度の北海道胆振東部地方地震発生時の電源脱落実績を

踏まえ、厳寒 H1 需要と 154 万 kW の大規模電源脱落が同時に発生した際にも 3％の予備

率を維持できるか確認している。上記地震発生時の状況も踏まえると、当面は、154 万 kW

を、災害対応を含む稀頻度 リスク対応として、考慮すべき電源脱落量として検討を実施

し、再発防止対策等の実施状況を踏まえて、必要により見直しを検討することとする。な

お、北海道エリア内の冬季の供給力増加分については、特定エリアかつ特定時期に限定

して確保する追加供給力であり、その調達方法や費用負担方法が全国市場である容量市

場とは異なることが考えられる。そのため、北海道における供給力増加分の調達方法や費

用負担方法は今後広域機関において検討することとする。 

 

（参考図 4－21）広域機関による計画外停止率の検証 （第 25 回調整力及び需給バランス

評価等に関する委員会資料 4 参考資料より抜粋） 
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（参考図 4－22）計画外停止量のデュレーションカーブ （第 27 回調整力及び需給バランス

評価等に関する委員会資料 2 参考資料より抜粋） 

 

 

（確保される電源に求められる役割） 

災害対応を含む稀頻度リスクに対応する電源は、H1 需要と追加的電源脱落等が同時発

生した際に供給力を支えることが求められ、H1 需要時以外は電源脱落が発生しても通常確

保されている調整力（電源 I）によって対応される。従って、追加確保される電源は、H1 需要が

発生する時間に短期的に供給力を提供できれば十分であり、DR など発動回数制約のある電

源で対応することも可能であると考えられる。また、従来型電源も H1 需要と追加的電源脱落

等が同時発生した際にもタイムリーな対応ができるよう、高需要期のリクワイアメント等（定期

定検時期の調整の考え方等）を広域機関において検討することとする 66。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
66 広域機関において現在検討を継続している。詳細は第 19回容量市場の在り方等に関す

る検討会資料を参照 
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（参考図 4－23）電源脱落への対応のイメージ 

 

 

（調達方法） 

H1 需要と電源脱落の同時発生には従来型電源、発動回数制約有電源のいずれの電源で

も対応可能である。そのため、追加確保すべき予備力を、容量市場の中で調達することとし

て、目標調達量および発動回数制約有電源の落札量上限値に加えることで、適切な競争を

促し、より安価に必要な供給力を調達することとする。 

 

（参考図 4－24）調達方法のイメージ 

 
 

（費用負担） 

容量市場で一括確保された供給力（kW 価値）について、小売電気事業者と一般送配電事

業者のいずれが費用を支払うとしても、国民負担の総額に変わりはない。（小売電気事業者

が直接的かつ一律に容量市場を通じて費用を支払うか、一般送配電事業者経由で託送料金

を通じて費用を支払うかの違いであり、小売電気事業者の実質的な支払い額総額に大きな

違いはない）。一方で、今回追加確保する予備力は、システム全体の安定性を確保するため

のものであると考え、送配電負担とするべきという意見もあったため、災害対応を含む稀頻度

リスクに対応する予備力を確保する際の費用負担について検討を行った。 
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この点に関して、中間取りまとめにおいては、「小売電気事業者及び一般送配電事業者は、

①需要に対応する供給力、②予測誤差を補填する供給力・調整力、③実需給断面での周波

数調整に必要な調整力を確保する必要があり、①については小売電気事業者、③について

は一般送配電事業者が責任を負うことを基本となる」としていた。その上で、「託送料金に算

入されている分は一般送配電事業者から回収することとし、残りを小売電気事業者から回収

することを基本」としていたが、同時に「具体的な費用の負担の在り方については、広域機関

における調整力の考え方の検討状況や、今後の託送料金査定の考え方等を踏まえ、適切に

見直す」としていた。従って、今後、追加的電源脱落等も含めて整理を行った上で、適切な場

で託送料金の考え方が見直される際に容量市場における費用負担の在り方を適切に見直す

こととする。その際、中間とりまとめにおける整理を前提とすれば、追加的電源脱落等が③と

整理された場合、その部分は託送料金で回収されることが基本となる。 

 

（参考図 4－25）容量市場導入後の託送料金負担の在り方の案） 

 

 

③容量市場の費用負担の考え方 

（具体的な算定方法） 

第一次中間とりまとめにおいて、託送費用による容量市場への拠出金負担については、託

送料金に算入されている分を一般送配電事業者から回収することとし、残りを小売電気事業

者から回収することと整理されたところ。 

託送分の配賦にあたり、具体的な算定方法について量（託送料金算定 67時の H3 需要と容

量受渡年度の H3 需要どちらを参照するか）と価格（単価）の整理が必要であったが、広域機

                                                   
67 調整力コストのうち、周波数制御・需給バランス調整のための固定費（現在の調整力公

募における調達コストに相当）に係る現行の託送料金算入方法は、以下のとおり。 

- 「原価算定時における自エリアの H3需要相当の容量（ｋW）」×6％ 
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関での議論も踏まえ、以下のような方法で費用配賦を行うこととする。 

- あるエリアの約定価格 P 円/kW の場合 

 送配電負担額：（容量受渡年度のエリアの H3 需要×6％相当分 kW）×P 

 小売負担総額：エリアの負担総額 - エリアの送配電負担額 

※小売事業環境の激変緩和の観点で導入する経過措置による容量拠出金の減

額分は、小売負担総額から減額することとなる。 

なお、託送費用における容量市場と需給調整市場での費用負担の整理方法については、

今後検討することとする。 

 

（託送料金制度の見直しが行われた場合の費用配賦） 

託送料金の考え方が今後見直される際には、併せて容量市場における費用配賦の考え方

も再度検討を行う。その際には、適切な場において容量市場や需給調整市場における費用

負担の考え方と整合性のとれる形で見直しが行われることを求めていく。 

なお、容量市場における費用は、託送料金に算入されている分は一般送配電事業者から

回収することを基本としているため、現行の託送料金制度の見直しが行われるまでは容量市

場における送配電事業者の負担分は H3 需要*6%とする。 

 

（参考図 4－26）容量市場と需給調整市場のスケジュール 

 

 

④市場支配的な事業者への対応 

（背景） 

本作業部会中間とりまとめにおいては、「市場において支配的な事業者が存在する場合、

その市場支配力の行使により、売り惜しみや価格のつり上げといった悪影響が懸念される」

ことからこうした悪影響を防止するために必要な措置を検討していく必要があるとされた。一

方、「本論点については慎重かつ十分な検討を要するため、制度の詳細を固めていく中で対

応策を具体化することとする。また、市場開設後も状況に応じて速やかに対応策を検討して

いく」こととされた。 

容量市場の詳細制度設計についても一定の進捗が得られたため、容量市場における市場
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支配力の行使を監視・規制するための方策の基本的な考え方について本作業部会において

議論を行った。その際、構造・行為・結果の 3 つの視点から検討を行っている。 

 

（参考図 4－27）市場競争を評価するフレームワーク） 

 
 

（参考図 4－28）卸電力市場の監視方法の例 （第 3 回制度設計ワーキンググループ事務局

提出資料） 
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（市場支配的事業者の特定） 

市場支配力を行使可能な事業者を特定するためにはいくつかの指標が有用と考えられる

が、定量的な評価が可能なこと、判定結果が明瞭であることから、主要供給者指数による評

価を行い市場支配的事業者の有無を判断する。すなわち、容量市場での目標調達量を満た

すために特定の事業者の供給力が必要不可欠な場合に当該事業者を市場支配力を行使す

るおそれがあると判断する。 

主要供給者指数（PSI）による評価方法について、具体的には、例えば、以下のとおり行う

ことが考えられる。 

1. 地理的範囲: 約定処理において市場分断が行われることを踏まえると市場支配力の

有無はエリア毎に評価することが考えられる。具体的には、連系線容量を考慮して、供

給信頼度を満たすために各エリアで確実に落札される容量（=需要）とエリア内供給力

及び連系線容量範囲内の他エリア供給力（=供給）を比較する。 

2. 複数事業者の共同支配の可能性: エリア内で旧一般電気事業者にシェアが集中して

いる我が国の市場構造を踏まえると、主要供給者指数による評価を行う際は、事業者

それぞれの供給力を単独で用いることでも十分に市場支配力を行使可能な事業者を

特定し、監視を行うことができるのではないか。一方で、エリア毎の特殊性や今後の市

場構造の変化次第で、複数事業者が共同して市場支配力を行使する懸念が生じる場

合には、2 つまたは 3 つの事業者の供給力を合計して判定を行うことも考えられる。 

3. 評価時期: 市場構造の変化をタイムリーに捉えるために、毎年オークション直前に評

価を行うことが考えられる。 

 

（参考図 4－29）市場支配的事業者を特定するための指標 

 

 

＜主要供給者指数（PSI）について＞ 

総需要を満たすために、ある事業者の供給力が必要不可欠な場合（ある事業者の供給
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力を除いた市場全体の供給力が、市場全体の需要より小さい場合） 、当該事業者は高値

入札を行っても確実に限界電源となることができるため、価格操縦が可能となる。 

 

（参考図 4－30）主要供給者指数（PSI）のイメージ 

 

 

 

（市場支配力行使の類型） 

約定価格が日本全体で必要な供給力の維持に最低限必要な水準を上回ることとなると、

小売電気事業者の容量支払い額がその分増加する。本来的には、売り入札は電源を新設・

維持するために容量市場から正味に回収が必要な金額で入札されることが経済合理的であ

ると考えられる。一方で、約定価格に影響を与える能力を有すると考えられる事業者が、特

段の事情がなく、その価格を不当に上回る価格で売り入札を行い、結果として、不当な約定

価格が形成される場合には、容量市場の趣旨に反する行為であると考えられる 68。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
68 卸電力市場においては、売り惜しみ（物理的調整）は限界電源を有していなくも大きな

市場シェアを持っていれば実行可能である。一方で、価格つり上げ（経済的調整）は限界

電源を有すれば実行可能であり、発電市場において大きな市場シェアを有する必要がない

との指摘がある。 
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（参考図 4－31）市場支配力行使の類型 

 

 

（売り惜しみ） 

我が国においては、容量市場への参加は任意とされている一方、リクワイアメントを満たす

ことが顕著に難しく多額のペナルティが予想される等の事情がある電源以外は基本的には

容量市場に参加することが経済合理的な選択となる。一方、容量市場へ参加することが経済

合理的な電源が不当な利益を得ること等を目的に、参加を差し控え容量市場における供給

力不足を引き起こすことで市場価格を吊り上げるようなことは容量市場の制度趣旨に沿わな

いものであると考えられる。 

そのため、容量市場への参加は任意であるが、売り惜しみを防止するために、必要に応じ

て、オークションに理由なく 69参加しなかったと考えられる電源・事業者に対して参入ペナルテ

ィとして一定期間の容量市場への参加を制限することや対価の減額を行うルールを設定する

ことも考えられる 70。また、その際、参加を制限された電源・事業者の持つ供給力を目標調達

量から控除するか否か（すなわち容量市場には参加せず容量確保契約も締結されていない

電源を供給力として見込むか）等の観点も留意する必要がある。 

 

（価格のつり上げ） 

市場支配的事業者は、不当な利益を得ること等を目的に、高値入札を行うことで市場価格

を吊り上げるインセンティブがあり、価格つり上げに関して何らかの規制を行う必要があると

考えられる。 

価格つり上げに関する規制については、大別して（1）札前に入札価格を審査する事前規制

とオークション結果を分析し市場支配力の行使が認められた場合にペナルティを課す（2）事

後規制の 2 通りが考えられる。事前規制、事後規制それぞれのメリット・デメリットを踏まえ、

本作業部会において価格つり上げ防止策について議論を行った。 

                                                   
69 容量市場は任意参加であることを前提にしつつ、不参加を不当な目的による売り惜しみ

とどのように定義するか慎重な検討が必要 
70 売り惜しみの監視にあたっては発電情報掲示板の情報も活用することが考えられる 
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1. 事前規制：事前規制を設ける場合、入札以前に事業者に入札価格の合理性の説明を

求めることが考えられる。その際、我が国の容量市場においては、既設・新設の区別

をしていないことから、対象電源は原則全ての電源とすることが考えられる。ただし、

審査の効率性の観点から一定の入札価格以下の電源については審査の対象外とす

ることが考えられる。 

2. 事後規制：事後規制を行う場合、例えば、落札電源のうち入札価格上位の電源と約定

価格以上で入札を行った電源について、事後的に入札価格の妥当性について説明を

求め市場支配力行使の有無を審査することが考えられる。なお、市場分断が起きた場

合はエリア内で入札価格上位の電源と約定価格以上で入札を行った電源を対象とす

ることが考えられる。 

事前規制・事後規制いずれの場合でも、価格つり上げを防止するための監視は可能であ

ると考えられる。他方で、事前規制を全ての入札に対して実施した場合、入札事業者の書類

作成負担等の審査に関連した事務負担・行政コストに関する効率も低い。従って、容量市場

開設時には事後規制による監視を行うが、容量市場開設後に問題が生じた場合には事前規

制の実施も含め、監視方法を再度検討することとする。 

具体的には、入札後に落札電源のうち入札価格上位電源と約定価格以上で入札を行った

電源に入札価格の妥当性について説明を求める。なお、市場分断が起きた場合は、分断し

たエリア内で、落札電源のうち入札価格上位電源と約定価格以上で入札を行った電源に入

札価格の妥当性について説明を求める。 

また、入札行為の監視にあたっては、モデルプラントをベースにし、容量市場から回収が必

要な費用を試算して適切な入札価格を計算 71した上で、事業者の入札価格とのかい離につ

いて説明を求めることが考えられる。例えば、以下のような場合は、モデルプラントベースの

入札価格とのかい離が認められると考えられる 72。 

                                                   
71 今後の需給調整市場の制度設計によっては容量市場以外からの期待収入が大きく影響さ

れる電源や揚水発電所や蓄電池などコスト検証ワーキンググループにおいて検証が行われ

ていない電源の扱い等について検討していく必要がある 
72 経過措置が適用される既設電源が、控除率が適用された後も十分な容量収入を得られる

ように、本来の望ましい入札価格に控除率の逆数をかけて入札を行うことを認めるべきか

議論を行った。小売電気事業者の負担を緩和するという経過措置導入の目的に鑑みると、こ

のような入札行動は不適切だと考えられる。一方で、控除率を適用された容量収入のみでは

電源の維持が難しいといったケースも想定されることから、真に必要な電源に限定してこ

のような入札行動を認めることが考えられる。具体的には、一定の稼働年数以上の火力等の

電源について電源維持に必要な費用（減価償却費は除く）から期待収入を除いたものに控除

率の逆数をかけることはやむを得ないものとして認めることが考えられる。 

なお、この場合でも、当該電源は他の電源よりも高値で入札することとなるため、約定しな
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① モデルプラントの初期投資とのかい離を上乗せ 

② 電源維持に必要となる大規模改修費用を上乗せ 

 

また、事後監視によって、価格つり上げを行ったと判断された場合、当該事業者にペナル

ティを適用することが考えられる。ただし、価格つり上げの有無が事後的に判断されるため事

業者にとって予見可能性が低いこと、ペナルティが厳しすぎると容量市場参加のハードルが

高まることから、ペナルティの適用は慎重に行う必要がある。具体的には、例えば、価格つり

上げと考えられる行為が初めて行われた際には、当該事業者に対して次回以降同様の行為

が繰り返される場合はペナルティの適用が検討される旨注意勧告をすることが考えられる 73。

それでもなお、価格つり上げと考えられる行為が繰り返される場合には、再度約定処理を行

う（例えば、当該入札を 0 円入札として扱う等）ことや容量支払いの減額、容量市場への参加

制限等のペナルティの適用等を検討することが考えられる。 

 

（価格の引き下げ） 

市場支配的な事業者は競合する発電事業者の容量収入を減らし競争相手を排除すること

を目的に新設の入札を安値で行い容量市場価格を低下させようとすることが考えられる。 

しかしながら、安価な供給力確保という観点や、我が国の発電所新設の実態を踏まえると、

容量市場開設時には、下限価格規制は設けないこととする。 

  

（容量オークション結果の検証） 

2018 年 7 月の本作業部会の第一次中間取りまとめにおいても「容量市場における参加者

の行動や入札結果、容量の増減について確認し、広域機関や監視等委員会とも連携しなが

ら、容量市場が効果的に機能しているかどうかを定期的に検証する」こととされている。 

具体的には、以下のような分析・検証を行うことが考えられるが、具体的な検証項目・公表

内容は諸外国の事例も踏まえて引き続き広域機関において検討を進めることとする 74。 

1. オークション結果の集計 

2. 入札行動の分析 

3. シナリオ分析 

 

                                                   
い可能性がある。また、多くの電源がこうした入札行動を採った場合、事実上約定価格が吊

り上がることが考えられるため、厳密な監視が必要となる。更に、電源の新陳代謝の観点か

ら、このような入札行動を認めず電源廃止もやむを得ないものと扱い、より入札価格の高い

新設電源を落札させることも考えられる 
73 特に悪質な行為については、初回からペナルティの対象とすることも考えられる 
74 広域機関において現在検討を継続している。詳細については第 18回容量市場検討会資

料 3を参照 
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（今後の検討） 

今後監視・規制のより具体的、詳細な方法については、監視等委員会及び広域機関とも連

携して検討を行うこととする。 

 

⑤需要曲線の設定 

（NetCONE 試算時のコスト評価年数） 

広域機関において、容量市場における需要曲線の形状について検討を行ってきた。その

中で、指標価格となる NetCONE の計算方法について、コスト評価年数を電源の想定稼働年

数である 40 年とするか、投資回収期間である 15 年とするか特に論点となったため、本作業

部会においても議論を行った。 

 

＜広域機関における需要曲線の形状についての検討結果＞ 

 NetCONE 算定のモデルプラントは、CCGT とする 

 NetCONE 算定におけるコスト評価年数は 40 年とし、40 年運転に必要なコスト等を

織り込む 

 NetCONE 算定における割引率は 5％とする 

 上限価格は、NetCONE の 1.5 倍とする 

 上限価格における調達量は、調達コストと停電コストの和が最小となる調達量の点

を結んだ曲線（トレードオフ曲線）を基に設定する 

 調達価格ゼロにおける調達量は、トレードオフ曲線を踏まえ決定する 

 容量市場以外からの収益を 3,000 円/kW・年とする 

 容量市場導入後においても、今後の長期的な電源構成等の変化を注視して、投資

回収の予見可能性を高める等、容量市場の目的が達成されるよう、NetCONE の見

直し等を図る 

 

（参考図 4－32） コスト評価年数に対する意見 

 

 

NetCONE の価格水準を決定する際には、新設投資インセンティブを与えることと、投資回
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収の完了した電源が容量市場から過大な利益を得ることを防ぐという両面のバランスを考慮

することが肝要である。①コスト評価年数を 40 年とした上で、40 年稼働に必要な固定費を織

り込んで NetCONE を算定することで、NetCONE 価格は長期的に投資回収が可能かつ投資

回収の完了した電源によっても過大な利益とはならない水準となると考えられる②仮に新設

投資が十分に進まないことがあったとしても、供給力の減少により容量市場価格は上昇し、

上限価格の範囲内で、コスト評価年数を 15 年とした際の NetCONE 水準に近づくため 75、結

果として新設投資が促されることからコスト評価年数は 40 年とする。 

なお、容量市場導入後においても、電源の新設状況や中長期的な需給バランス、容量市

場価格を注視して、効率的に必要な供給力を確保するという容量市場の目的が達成されて

いないと判断される場合には、NetCONE を含め、需要曲線の見直し等を図る。 

 

（参考図 4－33）容量市場価格の変動 

 

 

（需要曲線の設定プロセス） 

中間とりまとめにおいて、具体的な目標調達量や指標価格の水準を踏まえた需要曲線の

設定については、以下のプロセスによって決定することとされている。 

① 広域機関が有識者や関係事業者等の意見も踏まえて需要曲線原案を作成し、 

② 国が関連する審議会等で広域機関作成の案を審議、 

③ 広域機関において需要曲線を決定する 

今回の議論は、①を実施するための基本的な考え方を整理するものであり、今後広域機

関において目標調達量など具体的な数値を精査の上需要曲線を策定し、改めて国が関連す

る審議会などで審議が行われることとなる。 

 

 

                                                   
75 コスト評価年数を 15 年として算定した NetCONE は、コスト評価年数を 40 年として

算定した NetCONE の約 1.48 倍であり、上限価格（コスト評価年数を 40 年として算定し

た NetCONE の 1.5 倍）はその水準を上回っている 
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（参考図 4－34）需要曲線の設定プロセス 

 

 

⑥固定価格買取制度の適用を受けているバイオマス混焼設備の扱い 

（背景） 

固定価格買取制度（FIT）の適用を受けている電源については、FIT 制度で固定費も含めた

費用回収が行われているため、容量市場に参加し、対価を受け取ることはできない。一方で、

バイオマス混焼設備については、バイオマス燃焼分の電力量（kWh）のみが FIT による買取り

の対象となっていることから、買取対象となっていない部分については容量市場からの支払

いを受けることを認めるか論点となっていた。 

この点に関して、石炭混焼を行っているバイオマス発電設備については、バイオマス専焼

の場合と比べて低コストで事業を実施できているのではないか、との指摘がされており、調達

価格等算定委員会においてコスト構造の検証が行われない限りバイオマス専焼設備を基に

した価格区分が適用される FIT と容量市場の併用は認められないと本作業部会中間取りまと

めにおいて整理された。 

これを受けて、調達価格等算定委員会において石炭混焼を行っているバイオマス発電設

備についてのコスト構造や今後の FIT 制度における取扱いについて検証が行われ、調達価

格等算定委員会意見として取りまとめられたため、その内容を踏まえ、容量市場におけるバ

イオマス混焼設備の取扱いについて本作業部会においても議論を行った。 

 

（問題の所在） 

これまで、石炭混焼設備についても、バイオマス燃焼分はバイオマス専焼設備をモデルと

して算定された調達価格で買取りがされてきた。そのため、石炭混焼設備がバイオマス専焼

設備に比べて少ない運転維持費・資本費で事業を実施できている場合、バイオマス燃焼分に

ついて FIT 制度によって余剰に支払いがなされることとなり、実質的にバイオマス燃焼分以外

の部分についてもある程度の費用回収を行うことが可能であると考えられる。 

このような電源について、容量市場からの費用回収も認めた場合、FIT 制度と容量市場か

らの二重払いとなるおそれがある。 
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（参考図 4－35）石炭混焼設備のコスト構造イメージ 

 

 

（石炭混焼設備の扱い） 

調達価格等算定委員会における検証では、石炭混焼設備はバイオマス専焼設備を基にし

た価格区分の想定値よりも低い費用で事業が実施できており、既に自立可能な水準に達して

いることが確認された。 

その結果、石炭混焼設備については、 

① バイオマス燃料区分によって段階的に FIT 制度の新規認定対象から外れ 

② 既に認定を受けている設備については、容量市場に参加する場合は FIT 制度の対

象から外れる 

こととされた。 

従って、容量市場側から見た石炭混焼設備の取扱いについても、FIT 制度の対象とされる

期間内に認定を受けた設備は、容量市場と FIT 制度どちらの適用を受けるか事業者が選択

することとする。なお、2019 年度以降（一般廃棄物等との混焼については 2021 年度以降）の

新規設備については、FIT 制度という選択肢がないため、容量市場に応札することができる。 

 

（参考図 4－36）石炭混焼設備の容量市場における扱い 
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（参考図 4－37）調達価格算定委員会における議論 （第 43 回調達価格算定委員会資料 3） 
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（石炭以外のバイオマス混焼設備の扱い） 

調達価格等算定委員会における検証の結果、石炭混焼については、バイオマス専焼設備

に比べて資本費・運転維持費等が低コストで事業を実施できていることが確認されたため、

容量市場との併用は認めないこととされた。 

一方、石炭以外の非バイオマス燃料との混焼設備については、引き続き専焼設備と同等

の取扱いを行うこととなった。従って、FIT による買取りの対象となっているバイオマス発電部

分については容量市場からの支払いを受けられない一方で、非バイオマス燃料による発電

分については、容量市場からの支払いを受けることを認めることとする。 

 

（参考図 4－38）非石炭混焼設備のコスト構造イメージ 

 

その際、容量市場は期待容量（kW）に従い事前に支払額が決定するが、FIT 制度はバイオ

マス発電量の実績（kWh）によって事後に買取額が決定するため、運用上容量市場と FIT 制

度から同一の kW 価値に対して二重払いがされないよう留意する必要がある。 

この点に関して、FIT 制度においては 2019 年 4 月以降、バイオマス混焼設備ついては、認

定に係る全体のバイオマス比率を基準に厳格な比率管理を行うこととされていることから（新

規認定案件は月単位での買取上限設定、既認定案件は年単位での上限管理が原則）、当該

比率を容量市場における期待容量から控除することとする（例: 認定バイオマス比率が 20%

の場合は、発電所全体の期待容量に対して 20%分の控除を行う）。 
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（参考図 4－39）容量市場におけるバイオマス比率の扱い 

 

 

（参考図 4－40）混焼設備における FIT 買取価格の上限設定 （既認定案件による国民負担

の抑制に向けた対応（バイオマス比率の変更への対応）） 
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（ごみ処理施設のうち焼却施設に設置されるバイオマス発電設備の扱い） 

FIT 制度上、ごみ処理施設（一般廃棄物処理施設・産業廃棄物処理施設）のうち焼却施設

に設置されるバイオマス発電設備については、認定時に全体のバイオマス比率は設定され

るものの、構造上、その厳密な管理を行うことは極めて困難であることから、年単位での上限

管理や月単位での買取上限の設定を行わないことが認められている。なお、申請により月単

位での買取上限の設定を行うことも選択できる。 

FIT 制度におけるバイオマス比率の管理がされない場合、バイオマス発電量の実績によっ

ては、容量市場と FIT 制度の間で二重払いが発生する懸念が存在するため、このようなバイ

オマス混焼設備については、事業者ごとに下記いずれかの方式を選択できることとする。 

① FIT 制度において月単位での買取上限の設定を行う旨申請した上で、バイオマス発電部

分については買取上限の範囲内で FIT 制度からの支払いを受け、非バイオマス発電部

分（FIT 買取上限の範囲外）については容量市場からの支払いを受ける 

② 買取上限の設定を行わず、実績のバイオマス発電量に応じて FIT 制度に基づく支払い

を受けるが、容量市場へは参加をしない 
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（参考図 4－41）ごみ処理施設についての適用除外 （既認定案件による国民負担の抑制に

向けた対応（バイオマス比率の変更への対応）） 

 

 

⑦容量市場の情報公開・フォローアップ 

第一次中間とりまとめにおいては、「容量市場における参加者の行動や入札結果、容量の

増減について確認し、広域機関や監視等委員会とも連携しながら、容量市場が効果的に機

能しているかどうかを定期的に検証する」、「検証の結果を踏まえ、市場が効果的に機能して

いないことが疑われる場合は、必要に応じて既存の制度にとらわれずに見直しを実施する枠

組を設ける対応を検討していく」としていたところ。 

毎年の容量オークションの結果については、広域機関においてまとめ、必要に応じて検証

や制度の見直しを行うこととする。 

また、遅くとも容量市場開設 5 年後（十分な回数のオークションが行われ、容量受渡も行わ

れた段階）までを目途に、広域機関において包括的な検証を行い、必要に応じて既存の制度

にとらわれずに見直しを実施すべく、国の審議会等でも検証結果を議論することとする。 

広域機関による、具体的な情報公開や容量市場が効果的に機能しているかどうかの検証

等の詳細な仕組みについては、広域機関において検討を行うこととする 76。 

 

 

                                                   
76 広域機関において検討を行った。詳細については第 18 回容量市場検討会資料 3 を参照 
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⑧既存契約の見直しについて 

第一次中間とりまとめにおいては、市場管理者が必要な容量を一括して確保する集中型

の容量市場を採用することとされ、相対契約のある小売電気事業者であっても、kW 価値の支

払は容量オークションを通じて行うことが基本となる。 

このことにより、小売電気事業者は相対契約による支出に加えて、容量市場への支出が追

加的に発生する。また、発電事業者等は相対契約による収入に加えて、容量市場で落札す

れば、収入を追加的に得ることができることとなる。 

既存契約に基づく当該 kW 価値に係る発電事業者等の収入、小売電気事業者の負担の重

複が解消されるよう、こうした既存契約については、既存契約の残存期間や契約に定められ

る契約条件見直しのタイミング、制度変更があった場合の対応の考え方などを踏まえて個別

の契約ごとに適切な時期に、制度導入趣旨を踏まえ適切な契約内容の見直しを行うことが必

要となると考えられる。 

契約見直しを行う際の考え方については、既存契約見直し指針（案）として本作業部会に

て 2018 年中間取りまとめ時点でも議論を行っている。既存契約見直し指針（案）については、

さらに精査を行い、成案とすべく更新を行っているため、詳細については、別添資料 4 の指針

本文を参照されたい。なお、第一次中間取りまとめでも示されたように、既存契約見直し指針

（案）は成案を得た後に BL 市場の導入、連系線利用ルールの見直しに向けて作成した既存

契約の見直し指針と統合する予定である。 

 

⑨調整力として活用可能な電源の位置づけ 

容量市場に参加した電源の中には調整力として活用可能な電源も含まれる。発電事業者

は、容量市場以外からの期待収入も加味して容量市場での入札行動を決定することから、こ

のような電源については、容量市場初回オークションまでに需給調整市場等から得られる対

価やリクワイアメント等について一定の見通しを立てられるようにすることが重要である。需給

調整市場の広域調達初年度は 2021 年度となっているが、容量市場の初回オークションが

2020 年度に実施されることを見据えて、事業者が需給調整市場からの期待収入の見通しを

立てるためにも、各商品区分の必要量について適切な時期までに示していく必要がある。 

 

（発動回数指令電源について） 

発動指令電源は、現在、主に電源Ⅰ´としてエリア毎に送配電事業者が調整力公募を通し

て DR 等を確保し、運用している。容量市場開設後は、電源 I´として確保していた供給力も容

量市場の中で全国で一括して確保され、発動指令電源のリクワイアメント（年 12 回、3 時間継

続、3 時間前指令）に従って運用されることとなる。 

発動指令電源についても容量市場から正味に回収が必要な費用を見積もったうえで入札

行動をとると考えられるため、運用方法の詳細や発動された際の kWh 価値・ΔkW 価値に対す

る対価の支払等について検討を進めていく必要がある。この点に関し、広域機関にて開催さ
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れた需給調整市場検討小委員会において、需給調整市場との関係の中で議論された。 

容量市場で調達された発動指令電源は、容量確保契約（広域機関=発電事業者間）に基づ

き一般送配電事業者により 3 時間前までに発動指令される。一般送配電事業者による発動

指令が実需給の 3 時間前までであるため、時間前市場に間に合うことを踏まえると、発動指

令を受けたアグリゲーターが時間前市場に玉出しを行い、小売電気事業者が調達することが

考えられる。したがって、現在の電源Ⅰ’は一般送配電事業者が調達・活用しているが、容量

市場開設後は小売電気事業者も含めて幅広く活用されることとなる。また、発動指令を受け

たにも関わらず、時間前市場で調達されなかった場合は、一般送配電事業者によりエリアの

需給状況において必要と判断された電源と考えられるため、一般送配電事業者が調整力とし

て確実に活用することとする。この場合、一般送配電事業者の発動指令による発動のうち小

売が調達しなかった余力が調整力として確実に使われ、費用の精算が行われる仕組みが必

要となる 77。 

また、容量市場において、発動指令電源は、容量確保契約に基づく最大年間 12 回の発動

指令に対応することが求められる。発動指令電源が、容量確保契約に基づく発動指令への

応答に支障が出ない範囲において、別途、供給力や調整力として卸電力市場や需給調整市

場などで活用されることは許容される。このため、発動指令電源が需給調整市場でΔkW を落

札した場合においては、一般送配電事業者が容量確保契約に基づき発動指令を行うか、調

整力として発動指令を行うかを選択 7879するものとし、発動にあたっては、いずれの契約に基

づくものか整理したうえで、発動することが考えられるが、運用方法含め引き続き検討が必要

である。 

なお、容量市場において広域的に確保された電源に対して発動指令を出す場合に、発動

指令を行う場合の判断基準、また、一般送配電事業者、広域的運営推進機関の役割、発動

指令を行うまでのプロセスについて、現在監視等委員会で行われている 2021 年以降のイン

バランス料金制度に関する検討も踏まえ、引き続き検討を行うこととする。 

 

（再生可能エネルギーの普及拡大に資する供給力や調整力について） 

                                                   
77 従来電源に対するひっ迫時の指示がなされた場合も同じ仕組みを適用できるか検討が必

要である 
78 一般送配電事業者が同時に両契約に基づき矛盾した発動指令を発動した場合には、いず

れか一方の契約を履行できないおそれがあるため、そうした同時発動は行わないこととす

る 
79 一般送配電事業者が「選択する」という仕組みとした場合、発動指令電源が需給調整市

場でΔkWを確保した量だけ、火力がバランス停止することにより需給ひっ迫時に当日稼働

する供給力の量が減少する可能性があることに留意が必要。また、オブザーバーから、調

整力が広域運用された後は需給ひっ迫時に他のエリアの余力を使い切っている可能性があ

り、「選択する」仕組みをとることによって追加する供給力の量が減少すると、需給ひっ

迫が解消できず供給力不足に繋がる懸念があり、「選択する」仕組みで運用上問題ないか

確認が必要であるとの意見があった。 
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再生可能エネルギーの更なる普及拡大に伴い、再生可能エネルギーの出力抑制低減に

繋がる容量の大きな電力貯蔵型の電源（揚水発電等）や、系統の慣性力 80不足の対策にな

る応答速度が著しく速い電源等（蓄電池・電気自動車を活用した VPP81等）の重要性が更に

高まっていくものと考えられる。こうした電源等は一般的に固定費が高価である一方、稼働率

が低いため容量市場から回収が必要な費用の割合が大きい。従って、特にアグリゲートリソ

ースの一部としてではなく単独で容量市場に応札することが想定される容量の大きな電力貯

蔵型の電源は、当面の間容量市場において限界電源となる可能性もあるため、その入札行

動が容量市場の価格形成に影響を与える可能性がある。 

再生可能エネルギーの導入に資するという付加価値を評価する観点から、容量の大きな

電力貯蔵型の電源等の再エネ余剰を貯蔵する能力 8283や、応答速度が著しく速い電源等の

応答速度の速さを価値として評価する必要があると考えられる場合には、そのような制度を

検討することが考えられる 84。その際には、制度設計にあたって容量市場との関係性も留意

する必要があると考えられる。 

 

＜参考: 英国の事例＞ 

 英国の容量市場には電力貯蔵型の電源等（揚水発電と蓄電池等を含む）も参加してお

り、全約定量のうち 5～6%を占めている。 

 また、英国 National Grid は需給調整市場（Firm Frequency Response）の仕組みとは別

途、1 秒以内に出力調整に応じることができる調整力を募集する EFR 入札を実施している

（Enhanced Frequency Response Tender）。蓄電池のように応答速度が速い電源等は、EFR

入札において落札され、kW あたり年間 9,000～15,000 円程度の収入を得た上で容量市場

にも入札し、落札されているものとみられる。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
80 イナーシャ 
81 バーチャルパワープラント 
82 容量市場で取引する供給力（発電能力）を「上げ kW」とすると、ここで言う下げ調整力

としての能力は「下げ kW」と言えるか 
83 今後各市場（容量市場、需給調整市場、卸電力市場等）の中で市場原理に従ってこうし

た電源が運用を行うようになる結果として、現状の運用と同じように必要な時に再エネ余

剰を貯蔵する能力を確実に発揮できるか、現行の制度設計について運用の観点からも留意

が必要であるとのオブザーバー意見があった 
84 例えば、ブラックスタート電源においては、調整力公募の仕組みを継続することを検討

している 
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（参考図 4－42）電力貯蔵型の電源等の英国容量市場でのパフォーマンス 

 
 

（参考図 4－43） 英国 EFR 入札の結果 

 

 

⑩発電側基本料金との関係 

監視等委員会が検討を行っている発電側基本料金についても、容量市場に参加する電源

の入札行動に影響を与えるものと考えられる。そのため、発電側基本料金の導入時期や想

定される課金水準、導入後の発電・小売間での負担転嫁の具体的な考え方についての検討

が進められることが望ましい。 

 

（3）広域機関による検討結果について 

第一次中間取りまとめも踏まえて、広域機関が開催する容量市場検討会等において、詳

細な制度設計が議論されてきた。 

 その結果については、別添資料 3 を参照されたい。 
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（4）今後について 

2020 年度初回オークションに向けて、広域機関と連携しつつ容量市場マニュアルや募集

要項の策定、運用体制の確立・システム構築、事業者への説明会など必要な準備を進めて

いく。その中で、制度設計に関して議論すべき重要な論点が生じた場合には、本作業部会に

おいても引き続き検討を行うこととする。 
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2．5．需給調整市場  

（1）背景 

貫徹小委員会中間とりまとめにおいては、需給調整市場の詳細設計を行い、一般送配電

事業者が調整力を市場で調達・取引できる環境を整備することが適当であるとされた。 

諸外国においても需給調整市場を開設し、調整力を市場の仕組みを活用して前週や直前

に調達している 85。同時に、欧米においては需給調整の広域化にも取り組んでおり、例えば

欧州は卸電力市場の広域統合から、需給調整市場の広域統合へ、ルール整備と実証を加

速している。 

我が国においても、再生可能エネルギーの導入が進む中で、調整力を効率的に確保して

いくことは重要な課題である。他方で、需給調整市場の詳細検討に当たっては、需給調整の

実運用とも密接に関わるため、慎重な検討が求められる。また、各一般送配電事業者による

需給調整が中央給電指令所（以下、「中給」という。）のシステムを活用して行われ、地域間連

系線の運用も一定のルールの下で広域機関も含めたシステムを用いて行われていることか

ら、市場設計はこうしたシステムの改修が必要となる。 

本作業部会においては、日々の需給調整に支障を生じさせないことの重要性を認識しつ

つも、広域化等による需給調整の効率化や、調整力確保に係る市場メカニズムの採用による

透明性の向上、DR 事業者や新電力等の新規事業者を含めた形での調整力の確保といった

諸課題に対応することは、2020 年以降の電力システムにとって必須の課題であるとの認識

のもと、需給調整市場の詳細制度設計を検討した。 

第一次中間とりまとめにおいては、本格的な広域調達・運用を行う時期について、可能な

限り早期に実現するため、中給システム等のシステム改修との関係も含め、検討を行うことと

された。また、需給調整市場の開場時期に関し、ゲートクローズ（以下「ＧＣ」という。）後の実

運用に当たって、卸電力市場で落札されなかった電源の余力などを広く活用する市場の仕組

みについて、中給システムや広域調達・運用との関係も含め、さらに検討を行うこととされた。 

また、2020 年度の広域運用、2021 年度の広域調達の実現に向けて、共通プラットフォーム

を開発していく必要があり、共通プラットフォームの開発体制やシステム仕様等の論点につい

ては、広域機関の需給調整市場検討小委員会において引き続き客観的な審議を行うととも

に、重要な事項（電源の余力活用の仕組み等）については、必要に応じて国の審議会等にお

いて審議を行うこととされた。 

 本作業部会においては、広域機関における需給調整市場小委員会の検討結果の報告をう

けて、検討を行った。 

 

  

                                                   
85 諸外国においても、調整力の調達のタイミングは必ずしも直前に限られないことから、

｢リアルタイム市場｣ではなく｢需給調整市場｣という名称とした。 
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（2）詳細設計の方向性 

①商品設計 

市場に参加する事業者にとって、需給調整市場で取引する商品の要件については、実務

を行う上で関心の高い事項であると考えられるため、広域機関において事業者意見募集を行

った。その結果を受けて、第一次中間とりまとめ記載の商品要件の再検討等を行い、以下の

とおりとした。 

 

（参考図 5－1）商品区分について 

 

出所：第 11 回需給調整市場検討小委員会 2019 年 4 月 25 日 

 

商品の要件について、以下の点について、引き続き広域機関で検討をすすめていく。 

 ・セキュリティが確保された場合の簡易指令システムの適用範囲 

 ・ベースラインの詳細設定（三次調整力②以外） 

 ・中間点などの設定（三次調整力②以外） 

 ・一次調整力におけるオフライン枠の上限設定 

 

＜広域機関における検討結果＞ 

 下げ調整力については、以下の理由からあらかじめ調達することなく運用が可能と考えら

れるため、当面の間下げ調整力の ΔkW の市場調達を行わないことと整理された。 

- 平常時においては、余力活用の仕組みによって、調整能力を持った電源等の下げ調

整力を活用できることを前提とすると、発電事業者はメリットオーダーに基づく発電計
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画を作成するため、安価な調整電源等から順に定格出力となることから、十分な量の

下げ調整力の ΔkW を備えた調整電源が自然に生じる。 

- エリア内の供給量が需要量を上回ることが見込まれる時においても、優先給電ルール

による抑制順位に基づいて、自然変動電源以外の電源の抑制可能量、自然変動電源

の出力抑制量を確保するため、必要な下げ調整力の ΔkW を確保できる。 

 

②スケジュール 

（2020～2023 年度の調整電源の確保について） 

2020 年度までは、調整力公募を実施。2021 年度以降、三次調整力②の広域調達・運用を

開始し、段階的に広域的に調達する商品を拡大する。 

広域機関の議論では、2021 年度から 2023 年度までの広域化商品拡大期間において、 

- 公募や需給調整市場の仕組みを組みあわせて調達する。 

 三次調整力②については、広域調達・運用を開始する。 

 それ以外の調整力でエリア内で調達されるもののうち、年間を通じて必ず必要

となる量は、年間で調達する。年間を通じて必ず必要となる量で対応できない

ものは、発電余力を活用する仕組み（現行の電源Ⅱに相当する仕組み）を続け

る。 

- 広域運用を行わない商品については、細分化しての広域調達を行わない。 

- 厳気象対応（現行の電源Ⅰ’に相当する電源等）は、年間調達とする。 

等が整理された。 

 

（参考図 5－2）エリア内で調達されるもののうち年間を通じて必ず必要となる量 

 

出所：第 3 回需給調整市場検討小委員会 2018 年 4 月 27 日 
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（参考図 5－3）エリア内で調達されるもののうち年間を通じて必ず必要となる量 

 

出所：第 3 回需給調整市場検討小委員会 2018 年 4 月 27 日 

 

（中給改修と広域化の関係について） 

需給調整市場における広域調達・運用を実現していくにあたっては中給システムの改修が

不可欠。中給システムの改修には、抜本的な改修と比較的小規模な改修がある。 

複数の一般送配電事業者において中給システムの抜本的な改修が完了し、広域調達・運

用を開始するまでには数年以上を要すると考えられるものの、中給システムの抜本的な改修

でしか実現できないことは限定的であり、二次調整力①以外では、比較的小規模な改修によ

って対応可能と考えられる。 

そのため需給調整市場に係るスケジュールについては、これまで将来を「2020+X 年度」と

して論じてきたところであるが、中給システムの抜本的な改修に合わせて 2020+X 年度を先

延ばしにするのではなく、「比較的小規模な改修で対応可能なものは早期に実現する」との観

点から、将来断面を大きく 2 つのステップ（2020+X 年度、2020+Y 年度）に分けて議論を進め

ることとした。 

- 「2020+X 年度」：比較的小規模な中給システムの改修で実現される三次調整力①およ

び二次調整力②の広域調達・運用を開始する断面 

- 「2020+Y 年度」：中給システムの抜本的な改修により実現される二次調整力①の広域調

達・運用を開始する断面（一次調整力の広域調達・運用は別途検討） 

 

（三次調整力①及び二次調整力②の広域調達について） 

三次調整力①及び二次調整力②の広域運用について、早期の実現に向けた検討が一般

送配電事業者において行われている。 
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- 三次調整力①： 2020 年度から一部（3 社）において広域運用を開始し、2021 年度

から全体（9 社）において広域運用開始を目標 

- 二次調整力②： 2021 年度から広域運用に向けた対応と試験を開始し、2023 年度

から全体（9 社）において広域運用開始を目標 

現在の一般送配電事業者における広域運用の目標を踏まえれば、遅くとも、2024 年度か

ら三次調整力①及び二次調整力②の広域調達を開始することを基本に検討・準備を進め

た。検討の結果、三次調整力①については 2022 年度より、電源Ⅰ-b 相当の量を年間で広

域調達し設備を確保のうえ、ΔkW を広域調達（週間）を開始、二次調整力②については 2024

年度より、ΔkW を広域調達（週間）を開始することとして整理された。 

 

なお、2020 年度に容量市場オークションが実施され 2024 年度に容量契約が発効すること

も踏まえると、容量市場・需給調整市場の市場参加者に予見可能性を与える観点から、三次

調整力①及び二次調整力②の広域調達についての大枠の内容については、容量市場の初

回オークションが実施される 2020 年度までに検討されることが適切である。 

上記のスケジュールについては、広域運用の検討状況やシステム開発の状況等を踏ま

え、必要に応じて見直しを行うこととした。 

 

（参考図 5－4）三次調整力①及び二次調整力②の広域調達開始時期について 

 

出所：第 6 回需給調整市場検討小委員会 2018 年 10 月 9 日 

 

（二次調整力①の広域調達・運用にかかる検討） 

2018 年 7 月にとりまとめられた第一次中間とりまとめにおいて、一次・二次調整力（GF・

LFC）も含め広域調達・運用を行うかは、技術的課題に留意しつつ、今後検討することと整理

されていた。 

2020+Y 年度の二次調整力①の広域調達・運用に向けては各一般送配電事業者の中給シ

ステムの抜本的な改修が必要。他方で、中給リプレース直後の更なる抜本改修は、コスト面
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等で非効率と考えられる。 

中給システムの抜本改修時期は、各一般送配電事業者が中給リプレースを計画していた

時期等も勘案し、一般送配電事業者が今後検討していくものと考えられる。 

この点、2020＋Y 年度の具体的な時期は未定であり、まだ数年の時間があると考えられる

一方で、中給システムの抜本的な改修には数年を要すると考えられることを踏まえると、二次

調整力①を広域調達・運用する際の制約とならない改修内容について、早期に検討が必要

であると考えられる。 

また、広域機関での検討の結果、一次調整力、二次調整力①については、2024 年度から

週間調達を開始することが示され、広域化の時期については引き続き検討を進めることが示

された。 

 

（商品導入スケジュールについて） 

2 つのステップ（2020+X 年度、2020+Y 年度）に分けて各種商品についての詳細検討を行

った結果、以下のスケジュールで広域化を行う方向性が示された。 

- 三次調整力②：2021 年度より広域調達（前日）、広域運用を開始 

- 三次調整力①：2021 年度より広域運用、2022 年度より広域調達（週間）を開始 

- 二次調整力②：2023 年度より広域運用、2024 年度より広域調達（週間）を開始 

- 一次、二次調整力①：広域化の時期は検討中。2024 年度から週間調達を開始。 

 

（参考図 5－5）商品導入スケジュールについて 

 

 

＜広域機関における検討結果＞ 

 特定地域立地電源の調達についても議論を行い、以下のとおり整理された。 

- ブラックスタート機能 
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2024 年度以降は、容量市場での kW 価値の調達対象の時期と合わせて、4 年前の同

時期に年間を対象に公募で調達することとする。また、2021～2023 年度は、電源Ⅰや

電源Ⅱの公募を通じて調達する。 

- 電圧調整機能・潮流調整機能・系統保安ポンプ機能 

現在は公募を想定していないが、必要性が確認された場合には、ブラックスタート機

能の公募と同様のスキームで、電圧調整機能等を公募する。 

 

（参考図 5－6）特定地域立地電源とは 

 
出所：第 8 回需給調整市場検討小委員会 2019 年 1 月 24 日 

 

③中給システムの抜本的な改修 

需給調整市場の創設にともない、中給システムの抜本的な改修が必要となる項目とその

内容が、一般送配電事業者より報告された。 

 

（参考図 5－7）中給システムの抜本的な改修が必要となる項目 

 

※1 ソフトウェア改修などの軽微な変更ではなく、ハードを含む中給システムのリプレースを必要とするなどの大規模な改修のこと 

※2 一次・二次調整力の広域化については、技術的検討が必要であり時間を要する 

 

また、各エリアの中給システムのリプレース時期を勘案しつつ、シミュレーション等を通じて、

中給システムの改修内容等の検討を引き続き一般送配電事業者において、進めていくことと

した。 
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（参考図 5－8）検討スケジュール 

 

出所：第 7 回需給調整市場検討小委員会 2018 年 11 月 13 日 

 

（制御方式・演算周期の統一） 

周波数制御（LFC 制御：二次調整力①相当）はエリア毎に実施されており、二次調整力①

の広域運用に向けて、中給システムの抜本改修を伴う、発電機への制御方式（パルス、指令

値等）や、中給システムの LFC 演算周期・制御周期の仕様統一を前提に、検討を進めていた。 

ただし、仕様統一を進める場合、改修に時間がかかることが想定される。そのため、中給

システムの抜本改修なしで現在の制御方式を活用する案等も検討を開始することとしている。

現状活用案を採用できれば、二次調整力①の広域運用の前倒しが予想される。 

ただし、現状活用案の実現を目指す場合においても、事業者の参加機会の拡大等を考慮

し、並行して仕様統一案の検討を進めていくこととした。 

 

（参考図 5－9）中給システムの仕様際の現状調査 

 

出所：第 7 回需給調整市場検討小委員会 2018 年 11 月 13 日 
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（中給制御の最大数） 

現状、中給システムの制御最大数（制御可能な上限値）が存在する。 

新規参入事業者が増加することを考え、当面は先着優先で実施するが、制御最大数の拡

大を進めていく。中給システムの抜本改修等が必要なエリアについては、中給システムのリ

プレース等のタイミングに合わせて検討を進めていくこととした。 

 

（参考図 5－10）中給システムの制御最大数に関する現状調査 

 

出所：第 7 回需給調整市場検討小委員会 2018 年 11 月 13 日 

 

＜広域機関における検討結果＞ 

 中給制御の最大数については接続申込状況を踏まえて、必要に応じて中給システム改

修を実施することと整理された。また、中給改修には一年程度の改修期間がかかることを

踏まえて、事業者から一般送配電事業者に対して早めに相談があれば、対応を検討するこ

ととした。 

 

（単価登録の細分化のイメージ） 

現状の中給システムは、あらかじめ発電機ごとに登録された単価（各 1 種類）に基づき、運

用を行っている。 

意見募集において、事業者より単価登録の細分化により安い調整力の活用が見込まれ、

調整力コスト低減に寄与することから、単価登録の細分化の要望があった。 

ただし、実現には中給システムの改修を伴うため、当面は週間段階で単価を事業者に登

録していただくこととし、以下に示すイメージの単価登録細分化については鋭意検討を進めて
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いくこととした。 

中給システムへの単価登録の自動化や、時間帯別に異なる単価の調整力の自動制御に

ついては、抜本改修を必要としない改修方法についても、鋭意検討を進めていくこととした。 

 

（参考図 5－11）単価登録の細分化イメージ 

 

出所：第 7 回需給調整市場検討小委員会 2018 年 11 月 13 日 

 

＜広域機関における検討結果＞ 

 中給システムが 30 分毎に単価を認識し、GC 直前まで変更可能とできるよう、2021 年度

4 月を目途に改修することと整理された。時期についてはメーカーとの協議により前後する

可能性があることに留意が必要。また、kWh 単価の変更期限を GC 直前まで変更可能とす

るかについては、監視等委員会において検討を行っているところ。 

 

（V1/V2 による直接的な運用） 

現状の中給システムでは、2 次曲線（ａｂｃ定数にて 2 次曲線を表現）から出力に対する燃

料費を認識し、そこから算出された燃料単価カーブに基づいて経済負荷配分を実施している。 

現在、事業者からは発電機の出力帯毎に V1/V2 単価を受領するとともに、実運用では、中

給システムで演算可能な 2 次曲線を表すための係数（ａｂｃ定数）を用意している。 

事業者から受領した V1/V2 単価により、直接的にメリットオーダー運転を行うには 中給シ

ステムの抜本改修が必要と考えており、実現するための方式について、引き続き検討を進め

ていくこととした。 
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（参考図 5－12）V1 単価と中給の燃料単価カーブのイメージ 

 

出所：第 7 回需給調整市場検討小委員会 2018 年 11 月 13 日 

 

＜広域機関における検討結果＞ 

 中給システムのリプレースまでの間は、引き続き abc 定数による運用を継続することと整

理された。 

 

④電源の余力活用 

中間とりまとめを踏まえ、広域機関（需給調整市場検討小委員会）において、発電余力の

活用について議論が行われた。 

具体的には、 

- 一般送配電事業者が GC 後に発電余力のある電源に指示ができる契約をあらかじめ結

び、上げ調整・下げ調整ごとの単価表（V1、V2）に基づいてメリットオーダー順に出力の

調整を指示をする仕組み 

- 安価な発電余力を最大限活用するために、最新の単価を単価表に反映できる仕組み 

等について、検討を行った。 

詳細については、需給調整市場の価格をインバランス料金において参照するという議論も

別途行われていることも踏まえ、引き続き広域機関で検討を進めていくこととした。なお、容量

市場のリクワイアメントとの関係についても整理を行っていく。 
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（参考図 5－13）電源の余力活用の仕組み 

 
出所：第 3 回需給調整市場検討小委員会 2018 年 4 月 27 日 

 

＜広域機関における検討結果＞ 

 発電余力の活用については、以下のとおり整理された。 

- 容量市場においてリクワイアメントとしている「調整電源に指示できる契約」を「余力活

用に関する契約」とする。 

- 一般送配電事業者が余力を活用する用途として以下の項目が考えられ、余力を活用

した対価は余力活用に関する契約を締結し、この契約の中で精算する 

 電源の経済差替え 

 下げ調整力の運用 

 ブラックスタート機能の活用 

 電圧調整機能の活用 

 潮流調整機能の活用 

 系統保安ポンプ（揚水ポンプ運転）機能の活用 

 緊急時の追加起動 

- 余力提供の実効性については、以下により解消される 

 余力提供の実効性に関する懸念は、GC 直前まで kWh 価格を変更できる仕組み

および、プライスベースによる入札とすれば解消されると考えられる。 

 GC 直前までの kWh 単価の変更に関して、需給調整市場で落札された電源等、

若しくは余力活用の電源のみを対象とするのか、また、具体的な変更締切をどう

するのか、そして、旧一般電気事業者を含めてプライスベースにするかどうか等
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については、今後、監視等委員会において、インバランス制度の見直しも含め議

論を行っていく。 

 

（参考図 5－14）GC 後の余力および余力活用の目的 

 
出所：第 11 回需給調整市場検討小委員会 2019 年 4 月 25 日 

 

⑤三次調整力② 

FIT 特例制度①、③を利用している再生可能エネルギーの発電事業者に関しては、一般

送配電事業者が前々日（FIT 特例制度③の場合、前日）からの予測誤差に対応する。このよ

うな誤差については、応動時間が長い調整力で対応ができることから、新規参入者による価

格低減を期待し、三次調整力②を商品として設けている。 

そのため、三次調整力②必要量は、全体の誤差量である 「前々日から実需給の誤差」か

ら、一次調整力から三次調整力①の組合せでしか対応できない「GC から実需給の誤差」を

控除して算定する。具体的な算定式は以下のとおり。 

 

 三次調整力②必要量 ＝ 「前々日予測値 ー 実績値」の再エネ予測誤差の 3σ相当値 86 

                  ー 「GC 予測値 ー 実績値」の再エネ予測誤差の 3σ相当値 86 

 

なお、2021 年度の三次調整力②広域調達開始までにデータを蓄積していくが、統計処理

を行うには、データが足りない可能性があり、その場合の扱いについて必要に応じて広域機

                                                   
86 「3σ相当値」：過去実績相当の誤差（想定出力の下振れ）に対応できるように、過去実

績をもとに統計処理した値。具体的には、99.87 パーセンタイル値（全体 10,000 個のデー

タの場合、小さい方から数えて 9987 番目の値）を使用。 
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関において検討する。 

  

（参考図 5－15）三次調整力②が対応する事象について 

 
出所：第 3 回需給調整市場検討小委員会 2018 年 4 月 27 日 

 

＜広域機関における検討結果＞ 

 再生可能エネルギーに対応する調整力がどの程度必要となるか定量的に把握できる場

合、当該調整力に係るコスト負担の在り方について検討することとして制度検討作業部会

において整理され、これに基づき広域機関において以下のとおり検討を行った。 

再生可能エネルギーに対応する調整力が対応する事象としては、予測誤差と時間内変

動があり、これに対してΔkW を確保するために費用を要している。このうち、GC 以降の予測

誤差に対応するために確保するΔkW には、再生可能エネルギーへの対応だけではなく、需

要変動の予測誤差等も含まれ、再生可能エネルギーに対応する調整力のみを算定するこ

とは困難。他方、GC 以前の予測誤差に対応するために確保する三次調整力②のΔｋW に

ついては、FIT 特例制度①及び③により GC 前に発生する再エネ予測誤差に対応するため

に確保していると考えられる。 

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会において、再生可能エ

ネルギーに対応する調整力を確保するための費用については、2021 年度以降は需給調整

市場で実際に調達された三次調整力②の ΔｋW の確保にかかる費用を基に算定することが

できるようになること、これらの費用は FIT 特例制度に起因して必要となっていること、を踏

まえ、一般送配電事業者による出力予測の予測誤差自体を減らす等、再生可能エネルギ

ーに起因するインバランスを小さくし、国民負担の抑制を図ることを前提としつつ、それでも

生じざるを得ない相応の予測誤差とその調整力の確保にかかる費用が残る場合には、FIT

交付金を活用して負担することについて検討することが示された。引き続き、国、広域機関
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が連携して検討を進めていく。 

（参考図 5－16）FIT 特例制度における再エネ予測誤差 

 

出所：第 11 回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 2018 年 12 月 26

日 

 

＜広域機関における検討結果＞ 

三次調整力②に参加するための資格要件、アセスメント、ペナルティについては、広域機

関において議論が行われ、取りまとめられた。 

 

（参考図 5－17）需給調整市場における資格要件 

 
出所：第 8 回需給調整市場検討小委員会 2019 年 1 月 24 日 

 

（参考図 5－18）三次調整力②に関するアセスメント 

 

出所：第 11 回需給調整市場検討小委員会 2019 年 4 月 25 日 
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（参考図 5－19）三次調整力②のアセスメントⅠに関するペナルティ 

 

出所：第 11 回需給調整市場検討小委員会 2019 年 4 月 25 日 

 

（参考図 5－20）三次調整力②のアセスメントⅡに関するペナルティ 

 
出所：第 11 回需給調整市場検討小委員会 2019 年 4 月 25 日 
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（3）今後の方向性 

2021 年度の以降の段階的な広域調達・広域運用の実現に向けて、共通プラットフォームの

開発、広域的な運用・調達の詳細など需給調整市場検討小委員会において引き続き客観的

な審議を行うとともに、重要な事項については、必要に応じて本作業部会において引き続き

検討を行うこととする。 

また、他の市場への影響や情報公開、連系線容量の事前確保量についても、監視等委員

会を中心に、引き続き検討を進め、重要なものについては、必要に応じて国の審議会等にお

いて検討を行っていく。 

 

（参考図 5－21）需給調整市場における検討の枠組み 
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3．今後の検討の進め方 

本中間とりまとめ（第二次中間とりまとめ）について、パブリックコメント手続を実施し、広く

一般の意見を求めた。 

 今後開設される市場については、資源エネルギー庁、広域機関、JEPX、監視等委員会とい

った関係機関において、関係事業者の協力の下、具体的な開設準備を進めていく。 

市場開設準備作業を通じ、各市場に関して追加論点が生じた際には、本作業部会を含め

関係機関において、必要に応じ然るべき検討を行っていく。また、各市場が協調しながら干渉

しあうことなく機能していくことが重要であり、こうした観点から、各市場の相互の関係等につ

いて考察を深めるとともに、必要に応じて対応を検討していく。特に、個々の市場においては

問題とされない行為であっても、市場横断的には市場支配力の行使と考えられる行為を防止

するために、個々の市場にとらわれず電力市場全体を俯瞰的に監視するあり方についても

監視等委員会とも連携しつつ考察を深めていくこととする。 

 エネルギー供給構造高度化法の中間評価の基準については、本年 7 月末に報告対象事業

者から提出される達成計画に含まれる 2018 年度の非化石電源比率等を踏まえ、基本政策

小委会等で確認の上、2020 年度の具体的な目標の決定やグランドファザリングの決定を年

内目途に行うこととする。 
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電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会開催状況 

 

開催回数 開催日時 議題 

第 1 回 平成 29 年 3 月 6 日 （1）今後の市場整備の方向性について 

（2）詳細設計を行う上での留意事項について 

（3）今後の進め方について 

第 2 回 平成 29 年 3 月 28 日 （1）事業者ヒアリングについて 

（2）その他 

第 3 回 平成 29 年 4 月 10 日 （1）事業者ヒアリングについて 

（2）地域間連系線の利用ルール等に関する検討会  

平成 28 年度（2016 年度）中間取りまとめについて 

第 4 回 平成 29 年 4 月 20 日 （1）事業者ヒアリングについて 

（2）その他 

第 5 回 平成 29 年 5 月 15 日 （1）事業者ヒアリングについて 

（2）意見募集の結果について 

（3）その他 

第 6 回 平成 29 年 5 月 22 日 （1）海外有識者ヒアリングについて  

（2）事業者ヒアリングについて  

（3）その他 

第 7 回 平成 29 年 6 月 6 日 （1）需給調整市場について 

（2）インバランス制度について 

第 8 回 平成 29 年 6 月 30 日 （1）ベースロード電源市場について 

（2）その他 

第 9 回 平成 29 年 7 月 26 日 （1）インバランスの当面の見直しについて 

（2）間接オークション導入に伴う会計上の整理について 

（3）既存契約見直し指針について 

（4）中間論点整理（案） 

第 10 回 平成 29 年 9 月 6 日 容量市場について 

第 11 回 平成 29 年 9 月 19 日 需給調整市場について 

第 12 回 平成 29 年 10 月 6 日 容量市場について  

第 13 回 平成 29 年 10 月 30 日 （1）間接送電権について 

（2）ベースロード電源市場について 

第 14 回 平成 29 年 11 月 10 日 （1）需給調整市場について 

（2）容量市場について 
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電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会委員名簿 

 

※五十音順、敬称略 ◎は座長、〇は座長代理 

（平成 31 年 5 月現在） 

秋元 圭吾  公益財団法人地球環境産業技術研究機構システム研究Ｇ  

グループリーダー 

安藤 至大  日本大学経済学部 教授 

大橋 弘   東京大学大学院経済学研究科 教授 

○大山 力    横浜国立大学大学院工学研究院知的構造の創生部門 教授 

小宮山 涼一 東京大学大学院工学系研究科 准教授 

曽我 美紀子  西村あさひ法律事務所 パートナー 弁護士 

武田 邦宣  大阪大学大学院法学研究科 教授 

廣瀬 和貞  株式会社アジアエネルギー研究所 代表 

又吉 由香   みずほ証券株式会社 上級研究員 

松村 敏弘   東京大学社会科学研究所 教授 

◎横山 明彦   東京大学大学院 工学系研究科 教授 
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電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会  

オブザーバー名簿 

 

※五十音順、敬称略（平成 31 年 5 月現在） 
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國松 亮一   一般社団法人日本卸電力取引所 企画業務部長 

竹股 邦治   イーレックス株式会社 常務取締役 

佐藤 悦緒   電力広域的運営推進機関 理事 

都築 直史   電力・ガス取引監視等委員会事務局総務課長 

竹廣 尚之   株式会社エネット 経営企画部長 

中村 肇    東京ガス株式会社 電力トレーディング部長 

内藤 直樹   関西電力株式会社 執行役員・総合エネルギー企画室長 

鍋田 和宏   中部電力株式会社 執行役員 コーポレート本部 部長 

渡辺 宏    出光興産株式会社 上席執行役員  

エネルギーソリューション事業本部長 

山田 利之   東北電力株式会社 送配電カンパニー 電力システム部 

技術担当部長 
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広域機関における詳細制度設計の検討結果（参考資料） 

①広域機関において検討した論点一覧 

論点 検討事項 検討の場 

容量市場の対象範囲と費用

負担の考え方 

- 具体的な費用負担のあり方 - 第 16 回容量市場検討会 

容量市場の地理的範囲 - 連系線制約により市場分断し、全国の約定価格とエリアプライスに差額

が発生した場合の扱い 

- 第 16 回容量市場検討会 

メイン・追加オークションの

位置づけ 

- メインオークションと追加オークションの具体的な配分 

- 具体的な追加オークション開催時期と頻度 

- 追加オークションの開催判断 

- 追加オークションの参加者・広域機関による売り入札の有無 

- 追加オークションにおける市場支配力の行使の防止 

- 第 15 回容量市場検討会 

需要曲線の設定 - 目標調達量の範囲 

- NetCONE の算定方法 

- 約定方法の詳細設計 

- 第 11、13、14、15、16、17

回容量市場検討会 

オークション制度の設計 - オークションの入札単位 

- 参加登録時の期待容量 

- 電源差し替えの扱い 

- 第 12、13、14、15 回容量

市場検討会 

費用精算の考え方 - 支払遅延や不払の発生に備えた保証金の徴収や保険の活用などのリス

クヘッジのための仕組み 

- 発電事業者等のペナルティ額の算定や精算方法 

- 第 16 回容量市場検討会 
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リクワイアメント・アセスメン

ト・ペナルティ 

- 各種電源（従来型電源、アグリゲートリソース、自然変動電源）のリクワイ

アメント・アセスメント・ペナルティ 

- 市場退出時のペナルティ 

- 第 11、12、13、14 回容量

市場検討会 

他制度との整合性 - 容量市場導入後における、電源入札制度のあり方 

- DR の参加登録時、期待容量の算定時に必要となる書類等や実効性テス

トの具体的な手法 

- 主に調整力等に用いられる電源について、調整力として活用されることを

念頭にしたリクワイアメントの要件 

- 第 17 回容量市場検討会 

電源確保に関する環境整備 - 発電設備等の情報掲示板 - 第 15 回容量市場検討会 

 

②検討結果まとめ 

検討項目 検討結果 

具体的な費用負担のあり方 - 各エリア内の託送と小売の配賦は、託送分を 「容量受渡年度のエリアの H3 需要×6％相当分 kW」※と

「各エリアのエリアプライス」で配賦し、残りを小売に配賦する。 

※広域機関における調整力の考え方の検討状況や、今後の託送料金査定の考え方によって、適切に見

直す。 

連系線制約により市場分断

し、全国の約定価格とエリア

プライスに差額が発生した

場合の扱い 

- 各エリアへの配賦は、市場分断がない場合、各エリアの負担（小売・託送）が同等となるように、kW 単価を

同一となるように配賦する。 

- 市場分断が必要となった場合、約定結果において最も安いエリアプライスを全エリアで共通的に負担する

費用とし、当該エリアのエリアプライスとの差分を当該エリアで負担する。 

- このような費用配賦を行う結果、市場分断による値差等は、市場管理者に積み上がることはない。 
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メインオークション（T-4）と追

加オークション（T-1）の具体

的な配分 

- メインオークションでは必要供給力の全量を調達する。目標調達量はオークション時点での需要予測に従

う。 

具体的な追加オークション

開催時期と頻度 

- 追加オークションは実需給前年度の 5 月～6 月に 1 回実施する。 

追加オークションの開催判

断 

- 追加オークションは、想定需要の変化や、供給力の変化に対応するために行うこととする。 

 広域機関は追加オークションの開催判断にあたり、メインオークションで落札された電源等に対し、容

量確保契約の解約を申し出るか否かを確認する。 

 需要曲線に供給力の確保量がかい離していれば、基本的に開催する。 

※T-1 以前に想定需要の変化などで調達量の過不足が判明した際の扱いについては詳細な検討が必要。 

追加オークションの参加者・

広域機関による売り入札の

有無 

- 広域機関による売り入札（リリースオークション）を行う仕組みを導入する。 ただし、広域機関による売り入

札の開催有無は、追加オークション開催前に判断する。 

- なお、広域機関が売り入札を行う場合に限り、発電事業者等の追加オークションでの買い入札を認める。 

追加オークションにおける市

場支配力の行使の防止 

- 追加オークションは、メインオークションで入札し、落選した電源の参加を基本とする。 

※メインオークション時に供給力として確定していなかった新設や自家発の供給力増加分等も参加を認め

る。 

- 追加オークションの需要曲線の形状は、メインオークションと同様の考え方で設定する。 

需要曲線の形状 - 下に凸型の右肩下がりで、目標調達量を下回ると急峻に立ち上がることとする。 

- 目標調達量に対応する指標価格は NetCONE とする。 

NetCONE の算定方法 - NetCONE 算定のモデルプラントは、CCGT とする。 

- NetCONE 算定におけるコスト評価年数は 40 年とし、40 年運転に必要なコスト等を織り込む。 

- NetCONE 算定における割引率は 5％とする。 
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- 上限価格は、NetCONE の 1.5 倍とする。 

- 上限価格における調達量は、調達コストと停電コストの和が最小となる調達量の点を結んだ曲線（トレード

オフ曲線）を基に設定する。 

- 調達価格ゼロにおける調達量は、トレードオフ曲線を踏まえ決定する。 

- 容量市場以外からの収益を 3,000 円/kW・年とする。 

- 容量市場導入後においても、今後の長期的な電源構成等の変化を注視して、投資回収の予見可能性を

高める等、容量市場の目的が達成されるよう、NetCONE の見直し等を図る。 

約定処理の方法 - 約定処理は、全国市場のシングルプライスオークション方式で行う。その際、連系線制約を踏まえた各エリ

アの供給信頼度確保等のために一定の追加的な約定処理を行う。 

- 具体的な約定処理の方法としては、以下の方法で行い、引き続き、広域機関において詳細検討を進める。 

 全国市場で約定処理を実施する（発動回数制約ありの電源等の約定量が上限値以上の場合は、従来

型リクワイアメントの電源と入れ替える）。 

 供給信頼度計算を行い、基準から不足しているエリア（ブロック）・過剰なエリア（ブロック）は、市場分断

を行う。 

 基準から不足しているエリア（ブロック）は、そのエリア（ブロック）の落札しなかった電源の価格の安い

順から基準まで追加する。 

 追加した量と同等の電源を、過剰なエリア（ブロック）の落札した電源の価格が高い順から減ずる（減少

処理を行った場合においても、各エリアで供給信頼度を確保していることが前提）。 

 ブロックで分断した場合、電源の追加・減少による供給信頼度の変化で、ブロック内でさらに市場分断

するか判断する。 

 最終的な約定結果において、必要な調整力等が確保されていることを確認する。 

オークションにおける電源等

の入札単位 

- 従来型電源と自然変動電源は送電端単位（計量単位）で登録・応札を行う。 
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- アグリゲート電源については、エリアごとにアグリゲーター単位で登録を行う。応札はアグリゲートリソース

内で細分化して行うことも可能。 

入札最低容量 - 入札最低容量は 1,000kW とする。なお、期待容量 1,000kW 以下の小規模電源はアグリゲートによる参加

が可能。 

- ただし、期待容量 1,000kW 以上の電源とのアグリゲートは認められない。一方、アグリゲートした場合の応

札量の上限は定めない。 

参加登録時の期待容量 - 電源等の期待容量は、メインオークション前の参加登録時に登録した容量で確定することを基本とする。 

- メインオークション以降の新増設（増出力を含む）や生産計画の変更により提供できる供給力が増加する

自家発、実効性テストにおいて提供できる供給力が増加した DR は、追加オークションまでは期待容量の

増加を認める。なお、増加分については追加オークションでの入札が必要。 

電源差し替えの扱い - 電源差し替えを認める条件は、差し替え元電源、差し替え先電源において、市場操作や売り惜しみを行っ

た事実がないことが重要であり、その観点から、差し替え先電源は容量オークションに応札した（落札でき

なかった）電源とすることを基本とする。 

- 前項の妥当性確認に加え、下記のいずれかの場合を差し替えを認める条件として整理する。 

①差し替え元電源が稼働不可能となり、当該電源で供給力を提供することが困難な場合 

②差し替え元電源が稼働可能だが、差し替えにより、経済的に供給力を提供できる場合 

 具体的には、燃料費用が安い等、経済的に供給力提供を行う合理的な理由がある場合が考えら

れる。 

 なお、差し替え先電源が、新設の前倒し等の、オークション時には供給力として確定しておらず応

札していない電源の場合は、参加登録プロセスにおいて、供給力としての確認に加えて、市場操

作や売り惜しみを行った事実がないことが確認できなければ、差し替え先電源として認めない。 
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- 差し替え元の電源と差し替え先の電源は、電源差し替えの実効性を高めるために、複数の差し替え元電

源と単一の差し替え先電源、及び単一の差し替え元電源と複数の差し替え先電源の間での電源差し替え

も認める。 

支払遅延や不払の発生に

備えた保証金の徴収や保険

の活用などのリスクヘッジの

ための仕組み 

- 経済的ペナルティの還元や容量拠出金の未回収分は、小売電気事業者への配賦に反映させることとし

て、預託金や銀行保証等の設定は行わない。 

発電事業者等のペナルティ

額の算定や精算方法 

- 経済的ペナルティの還元や容量拠出金の未回収分は、小売電気事業者への配賦に反映させる。 

各種電源（従来型電源、ア

グリゲートリソース、自然変

動電源）のリクワイアメント・

アセスメント・ペナルティ 

※詳細後述 （従来型電源、アグリゲートリソース、自然変動電源それぞれについてリクワイアメント・アセスメン

ト・ペナルティを設定） 

やむを得ない事由の扱い - ペナルティ免責対象となる事由については、第三者要因など事業者に責がない事由であることを基本と

し、個別事例に対する適用如何は、個別の事情を勘案し判断する。 

市場退出時のペナルティ - 追加オークション前に市場退出を申し出た場合: メインオークション約定価格と追加オークション約定価格

の差額。ただし、ペナルティの上限額はメインオークション約定価格の 5%。 

- 追加オークション後に市場退出を申し出た場合: メインオークションの約定価格の 10%（追加オークションで

落札された電源等は、追加オークションの約定価格の 10%）。 

容量市場導入後における、

特別オークション等の在り方 

- 容量市場の仕組みとして、通常のオークション（メインオークション、追加オークション）で調達不足等の場

合、特別オークションを開催する。 
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- 特別オークションは容量市場における調達不足の場合、事前に決まっていない政策的な対応が必要とな

った場合等に開催される。通常のオークションにおいて調達不足となった場合等に、特別オークションを開

催する。 

- 特別オークションのリクワイアメント・ペナルティは、容量市場での整理を基本とする。 

- その上で、特別オークションで落札された電源等に対しては、通常のオークションで落札された電源等より

もペナルティ等を厳しく設定（例：特別オークション：ペナルティ上限は約定価格の 1.3 倍）する等、透明性

の担保がされ、出し惜しみが回避されるような仕組みとする。 

- なお、電源入札の仕組みも、上記を踏まえて、広域機関等において必要な変更を行う。 

主に調整力等に用いられる

電源について、調整力として

活用されることを念頭にした

リクワイアメントの要件 

- 容量市場に参加登録する際（落札の前段階）に、電源等は調整機能の有無を登録する。 

- 参加登録時に調整機能有とした電源等がオークションで落札された場合、「調整電源に指示できる契約

等」の締結を求める。 

① 広域機関は、調整機能有の電源がオークションで落札した場合、関係する TSO へ必要な情報を提

供する。 

② 広域機関は、容量確保契約の締結後に「調整電源に指示できる契約等」の締結を確認する。 

- なお、需給調整市場におけるインセンティブ性は、別途、需給調整市場の検討において整理していく。 

DR の参加登録時、期待容

量の算定時に必要となる書

類等や実効性テストの具体

的な手法 

- 実効性テストについて 

 実効性テストはアグリゲーター全体の供給能力を確認することを目的とし、リソースとなる需要家等の

供給力を個々に市場管理者が把握するものではない。ただし、アグリゲーター間の需要家のダブルカ

ウント防止のため、需要家リストの確定は実効性テストの前とする。 

 実施時期は、受渡期間 2 年前の夏季や冬季の高需要期を基本として、予め一般送配電事業者が指

定し、期間内に一般送配電事業者からアグリゲーターに発動指令を出す。 

 発動実績の測定方法（ベースラインの設定方法等）は、資源エネルギー庁の「エネルギー・リソース・ア

グリゲーション・ビジネスに関するガイドライン」に基づいて設定する。 
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 アグリゲーターは、再テストの実施を一般送配電事業者に要請することも認める。 

 負担軽減の観点から、容量市場開設後において、過去の受渡期間の発動実績を需要家リストと他の

需要家リストでダブルカウントがなされていないことを前提として、実効性テストに利用することを認め

る。 

- 参加登録時におけるビジネスプランの届け出について 

 アグリゲーターは、参加登録時において「参加登録時に確保している期待容量」に加えて、容量オーク

ションに「具体的かつ積み上げ型の分析に基づく期待容量」を用いて入札を行うことが可能。 

 ビジネスプランの提出内容は、具体的には以下の提出を求める。 

 「参加登録時に確保している期待容量」と「具体的かつ積み上げ型の分析に基づく期待容量」を

分けた期待容量の内訳 

 参加登録時に確保している期待容量（エリア毎）：契約実績があり、対象年度の契約が期待でき

る顧客情報（会社名、業種等） 

 具体的かつ積み上げ型の分析に基づく期待容量（エリア毎）：契約実績が無いが、調達を検討し

ている対象セグメント（工場、オフィス等）や抑制方法 

 なお、ビジネスプランと実効性テスト結果に大きな乖離が見られる場合はその理由の報告を求める。 

発電設備等の情報掲示板 - 容量市場の導入による事業環境の変化に対して、事業者が多様な電源調達手段を取り得る環境を作る。 

- 情報掲示板においては、相対契約のない販売先未定電源等（廃止・休止予定電源を含む）の電源を持つ

事業者と相対契約を希望する事業者との間で、発電設備等に関する情報交換を可能とする。 

- 発電設備の情報掲示板への掲載判断は、事業者の判断で行う。 

- 情報掲示板立ち上げは、広域機関の業務規程等のルール改正を行い、2019 年 3 月の通常総会を経て、

2019 年 4 月認可・運用開始を目指す。 
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③リクワイアメント・アセスメント・ペナルティについての詳細 

（従来型電源） 

 リクワイアメント アセスメント 経済的ペナルティ 

平
常
時
の
計
画
停
止
等 

①年間で一定時期や一定時間以上、稼働

可能な計画としていること。 

- 稼働可能な計画とは、広域機関に計

画停止を申請していないこととする。 

- 一般送配電事業者との間で停止期間

の調整をしていない場合、計画停止と

は認めない。 

②停止しないこと 

- 計画外停止とは、計画停止以外の稼

働できない状態の電源を指す。 

- 必要に応じ一定の条件下で稼働でき

る状態にある電源は、計画外停止とし

ない。 

※電源不調等による出力減少が生じ、容

量確保契約量を提供できない場合は、作

業停止計画の提出を求める。 

※新設電源の運転開始が遅延した際には

作業停止計画の提出がなされた段階から

計画停止として扱い、それ以前は計画外停

止として扱う。 

- 事業者が提出する作業停止計画（※）により、リ

クワイアメント未達成日数を算定する。 

- 計画停止：一般送配電事業者との停止期間の

調整の結果定められた以下の計画とする。 

1. 月間計画までに提出された計画 

2. 週間計画の提出締切までに提出された計

画で、かつ、停止期間に需給ひっ迫のおそ

れが無い場合 

3. 停止期間が休日、または夜間の計画 

- 計画外停止：計画停止以外の作業停止 

- 必要に応じて、サンプルチェックをする。 

※送配電等業務指針に基づく作業停止計画を想定

しているが、詳細は広域機関において引き続き検討

する。 

※計画停止日数、計画外停止日数の算定は、時間

単位（コマ単位）で行う。 

※出力減少の場合、容量全体ではなく、出力減少に

よって減少する容量分のみをカウントする。 

※ペナルティ対象となる停止日数の算定は、年度ご

とに行う。 

- ペナルティ対象となる停止日

数 [日] 

- ＝（計画停止日数 ＋ 計画

外停止日数 × 5） - 180 

- 経済的ペナルティ額 

 ＝ ペナルティ対象となる

停止日数（日） × 容量

収入額 × 0.6（%/日） 

- なお、容量収入額とは、対象

電源の容量市場における対

価の受取額をいう。 

 容量収入額 （円） ＝ 容

量確保契約価格 × 容

量確保契約量 

- 経済的ペナルティの月間上

限額は、容量収入額の 1/6

（≒18.3%）とする。 

- 経済的ペナルティの年間上

限額は、容量収入額の 110%

とする。 
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平
常
時
の
市
場
応
札

8
7 

- 稼働可能な計画となっている電源にお

ける余力を応札する。 

- 相対契約等を締結している場合、小売

電気事業者が活用しない余力を市場

へ応札すること。 

① 「稼働可能な計画となっている電

源」とは、「計画停止」の申し出を行

っていない電源等を指す。 

② 小売電気事業者が活用しない余力

は、小売電気事業者との通告確定

後における余力を対象とする。 

③ 市場へ応札する余力は、燃料制約

等の事業者の制約がある場合は

減じることを認める。 

④ 市場へ応札したものの、落札され

なかった場合、リクワイアメント違反

とは見做さない。 

⑤ バランス停止を予定している電源

の不経済な起動は求めない。（詳

細後述） 

- 事業者から提出される以下の申告値等により、リ

クワイアメント未達成量を算定する。 

① 発電販売計画（※） 

② 事業者からの卸電力市場への応札量の申

告値 

③ 作業停止計画 

※送配電等業務指針に基づく発電販売計画をイメ

ージしているが、詳細は広域機関において引き続き

検討する。 

- 事前に経済的ペナルティを設

定するのではなく、問題のあ

る行為があった場合は、参入

ペナルティを課す、という仕組

みとする。 

（リクワイアメントとして定め、遵守

することを求めることとする。送配

電等業務指針の違反に対する指

導・勧告の様に、リクワイアメント

を逸脱するような行為に対し、広

域機関はその行為を行った事業

者へ何らかの対抗措置（例えば、

逸脱行為者へのリクワイアメント

遵守要請、名称の公表など）を行

うことを明確化する。） 

                                                   
87 リクワイアメント・アセスメント・経済的ペナルティの具体的な内容や監視方法に関しては、必要な供給力を確保することを通じて、電

気料金の高止まりの防止といった効果も期待するという容量市場の趣旨を鑑みて、今後の卸電力市場における売入札の在り方等についての

ルール整備の状況を踏まえつつ、容量市場導入までに、詳細な内容を検討していく必要がある。 
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需
給
ひ
っ
迫
の
お
そ
れ
が
あ
る
と
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- 需給ひっ迫のおそれがあるときに、稼

働可能な計画となっている電源（※）

は、小売電気事業者との契約により電

気を供給すること、若しくは、スポット

市場等の卸電力市場・需給調整市場

に応札すること、加えて、一般送配電

事業者の指示等があった場合に電気

を供給すること等。 

1. 「小売電気事業者との契約により電気

を供給すること」とは、小売電気事業

者等に電気を供給するとした「発電計

画」、及び「販売計画」を提出している

こととする。 

2. 「卸電力市場・需給調整市場に応札す

ること」とは 

① 小売電気事業者が活用しない余力

は、小売電気事業者との通告確定

後における余力を対象とする。 

② 市場へ応札する余力は、燃料制約

によって減じることを原則認めな

い。 

- 事業者から提出される以下の申告値等により、

リクワイアメント未達成量を算定する。 

1. 発電販売計画 

2. 事業者からの卸電力市場への応札量の申告値 

3. 作業停止計画 

- 「一般送配電事業者の指示等があった場合に

電気を供給すること」に適切に対応しなかった

場合、その時のゲートクローズ後の供給余力は

全てリクワイアメント未達成量として計上する。 

- リクワイアメント未達量（kW・

時間）から、以下にてペナル

ティ額を算定する。 

 ペナルティレート （￥／

kW・h ） ＝ 容量収入額 

× 100% ÷ （容量確保

契約量 （kW） ・ Z（h）） 

 なお、Z とは、1 年間で需

給ひっ迫のおそれがある

ときとなることが想定され

る時間とする。 

 経済的ペナルティ額 = 

リクワイアメント未達成量 

× ペナルティレート 

- 経済的ペナルティの月間上限

額は、容量収入額の 1/6（≒

18.3%）とする。 

- 経済的ペナルティの年間上限

額は、容量収入額の 110%とす

る。 

- 計画停止の中止は経済的ペ

ナルティの対象外とする。 
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③ 市場へ応札したものの、落札され

なかった場合、リクワイアメント違反

とは見做さない。 

3. 「一般送配電事業者の指示等があっ

た場合に電気を供給すること」 とは、

ゲートクローズ後等に供給余力のある

電源等が、一般送配電事業者からの

電気の供給指示に対し、適切に対応

することとする。 

※ 「稼働可能な計画となっている電源」と

は、需給ひっ迫のおそれがある状態となる

までに「計画停止」の申し出を行っていない

電源等を指す。 

※需給ひっ迫のおそれがあるときは、対応

可能な範囲で計画停止の中止を求める。 
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※市場応札におけるバランス停止の扱い 
 

リクワイアメント アセスメント 経済的ペナルティ 

平常時 

（供給予備

7％以上 88） 

- リクワイアメントの対象外とする。 -  -  

平常時 

（供給予備

力 7％未満） 

- 「供給予備力が 7%未満と予想された期

間にバランス停止を予定している電源

は、供給予備力が 7%未満と予想された

期間に供給力提供が間に合うようにす

る」ため、継続的な需給バランス評価を

踏まえ、市場応札等を行い、経済的にバ

ランス停止中の電源の起動（以下、バラ

ンス起動）を行うこととする。 

- バランス停止中の電源が稼働に必要と

する時間は事前に決めておく。 

- 需給ひっ迫のおそれが予想された期間

に供給力提供が間に合うよう、稼働に必

要な時間を逆算し、適切な市場に応札す

る。（全ての市場に応札をする必要はな

い） 

- 事業者から提出される以下の申告

値等により、リクワイアメント未達

成量を算定する。 

1. 事業者からの卸電力市場への応

札量の申告値 

2. バランス起動に必要とする時間等 

- 平常時の市場応札のペナルテ

ィを参照。 

                                                   
88 3%、7%は仮の値。広域機関（または一般送配電事業者）は、事業者から提出された週間計画や週間天気予報、異常天候早期警戒情報等

に基づき、前週木曜日または金曜日に、翌週（月～金）の期間を対象とし、需給バランス評価を行い、供給予備力を確認する。 
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- 相対契約等を締結している場合、小売電

気事業者が活用しないバランス停止予

定の電源を市場へ応札する （稼働判断

の必要なタイミングにおいて、相対契約

先の小売電気事業者が供給予備力が

7％未満と予想された期間にバランス起

動を行わないことを確認する）。 

- 事業者のやむを得ない制約がある場

合、バランス起動を行わないことを認め

る。 

- 上記の対応を実施したものの、市場で落

札されず、供給予備力が 7％未満と予想

された期間にバランス起動が間に合わな

い場合、市場応札のリクワイアメント違反

とは見做さない。 

需給ひっ迫

のおそれが

あるとき 

（供給予備

力 3%未満） 

- 平常時（供給量予備力 7%未満）の時と同

じ。 

※7%は 3%と読み替える 

- 平常時（供給量予備力 7%未満）の

時と同じ。 

- 需給ひっ迫のおそれがあるとき

のペナルティを参照。 

（本リクワイアメントは、需給ひっ迫

のおそれがあるときの追加的なリク

ワイアメントのうち、市場応札のリク

ワイアメントにおいて、バランス停止

電源がペナルティ対象となるかを判

断するもの。） 
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（アグリゲートリソース） 

 リクワイアメント アセスメント 経済的ペナルティ 

平
常
時
の
計
画
停
止
等 

- 需給ひっ迫のおそれがあるときと同様 - 需給ひっ迫のおそれがあるときと

同様 

- 需給ひっ迫のおそれがあるとき

と同様 

平
常
時
の
市
場
応
札 

- 対象外 - 対象外 - 対象外 
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需
給
ひ
っ
迫
の
お
そ
れ
が
あ
る
と
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- 電源Ⅰ´と同様に、年間発動回数は 12 回、指令

応動は 3 時間、発動後の継続時間は 3 時間とす

る。 

- 13 回目以降はリクワイアメント対象外とする。（13

回目以降は協力のお願いとする。） 

- 最低年 1 回は発動を求める。 

- 発動は一般送配電事業者が判断する。 

 

<実効性テストについて> 

- 追加オークション前に実効性テストを行う。 

- （実効性テストにより期待容量を確定する。） 

- 実効性テスト前に需要家確保状況（需要家リスト）

の報告を求める。 

- 受け渡し対象年度の発動実績は、追加オークショ

ン前の実効性テストを兼ねることができる。 

- 発動指令後から、継続時間におけ

る各 30 分コマ毎にアセスメントす

る。 

- 発動実績が、容量確保契約量の

100%以上であった場合に成功と

し、不成功の場合はリクワイアメン

ト未達成量を実績値から算定す

る。 

- 発動実績の測定方法（ベースライ

ンの設定方法等）は、資源エネル

ギー庁の「エネルギー・リソース・ア

グリゲーション・ビジネスに関する

ガイドライン」に基づいて設定する

こととする。 

- 発動指令に対して不成功の場

合、リクワイアメント未達成量

は、発動継続時間中の各 30

分コマ毎、以下にて求める。 

- リクワイアメント未達成量 = 容

量確保契約量 － 発動実績 

- 経済的ペナルティ額 = 容量収

入額 × （ 110% / （12×6）） 

× リクワイアメント未達成量

（%） 

- 13 回目以降はリクワイアメント

の対象外。 

 

（自然変動電源） 

平
常
時
の
計
画
停
止
等 

- 従来型電源と同様 - 従来型電源と同様 - 従来型電源と同様 
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平
常
時
の
市
場
応
札 

- 対象外 - 対象外 - 対象外 

需
給
ひ
っ
迫
の
お
そ
れ
が
あ
る
と
き 

- 計画外停止しないこと。 

- 自然変動再生可能エネルギー電源

は出力調整が難しいため、市場応札

や一般送配電事業者からの指示等

に対応することはリクワイアメント対

象外とする。 

- 事業者に提出を求める電源の作

業停止計画と発電販売計画から、

リクワイアメント未達成量を求め

る。 

1. 作業停止計画 

2. 発電販売計画 

- リクワイアメント未達量（kW・時間）から、以

下にてペナルティ額を算定する。 

 ペナルティレート （￥／kW・h ）  = 容

量収入額 × 100% ÷ （容量確保契約

量 （kW） ・ Z（h）） 

 Z とは、1 年間で需給ひっ迫のおそれ

があるときとなることが想定される時間

とする。 

 経済的ペナルティ額 - リクワイアメン

ト未達成量 × ペナルティレート 

- 経済的ペナルティの月間上限額は、容量収

入額の 1/6（≒18.3%）とする。 

- 経済的ペナルティの年間上限額は、容量収

入額の 110%とする。 
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容量市場に関する既存契約見直し指針（案） 

 

１．契約見直しの必要性 

小売全面自由化以降の市場取引の拡大や、FIT 制度の開始等に伴う再エネの導

入拡大による市場価格の低下によって、電源投資の回収予見性が低下している。今

後、仮に電源投資が適切なタイミングで行われなかった場合、中長期的に供給力不

足の問題が顕在化するとともに、需給が逼迫する期間にわたり、電気料金が高止ま

りする問題や、再エネ導入に必要な調整電源を確保できない問題等が生じると考え

られる。 

こうした問題に対応するため、①あらかじめ市場管理者である広域機関が需要の

ピーク時に電気を確実に供給できる能力（kW）を確保し、②実需給時の供給能力に応

じて、発電事業者等に一定の費用を支払う容量市場が創設されることとなった。 

あらかじめ市場管理者が確保する供給力については、容量市場において一括して

確保されることとなる。そのための費用は、市場管理者から各小売電気事業者及び

一般送配電事業者に対して、請求されることとなる。また、発電事業者等が期待容量
89に応じて容量市場に入札し落札され、かつ、所要のリクワイアメントを満たした場合

には、市場管理者から、発電事業者等に対して支払いが行われることとなる。 

容量市場の市場管理者から小売電気事業者への費用の請求は、当該小売電気

事業者が発電事業者等と相対契約を結んでいるか否かにかかわらず行われることと

なる。このため、小売電気事業者は相対契約による支出に加えて、容量市場への支

出が追加的に発生することになる。また、発電事業者等は相対契約による収入に加

えて、容量市場で落札すれば、収入を追加的に得ることができることとなる。 

容量市場の導入は、供給力不足、電気料金の高止まり、調整電源を確保できない

等の問題に対応するため行われるものであり、既存の相対契約については、制度導

入趣旨を踏まえ、適切な時期に見直される必要がある 90。 

 

２．基本的な考え方 

既存の相対契約（以下、「既存契約」という。）には、基本料金と従量料金を支払う

二部料金制となっているもの、従量料金のみを支払うもの、基本料金と燃料費を除く

従量料金のみを支払い電気を買い取る事業者が発電用燃料を自ら調達し発電所に

供給するトーリング契約等多様な契約形態が存在する。容量市場において取引され

                                                   
89 期待容量は、電源等の設備容量に調整係数を乗じることにより、算定される。 
90 2020 年以降できるだけ早い時期を目途に、系統利用者（発電設備設置者）に系統利用

の受益に応じた費用負担を求める発電側基本料金を導入することを目指すこととなってい

るが、発電側基本料金導入後に発電・小売間で適切に負担を転嫁する考え方については、

容量市場にかかる既存契約見直し指針とは別途ガイドラインに示す予定となっている。 
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る kW 価値 91 に対する対価を含む既存契約については、容量市場導入後も現行の

既存契約を継続した場合等、状況によっては、発電事業者等は容量市場と既存契約

のそれぞれから同一の kW 価値に対して二重の収入を得ることになり、小売電気事

業者は、容量市場と既存契約のそれぞれにおいて同一の kW 価値に対して二重の負

担を負うこととなる。 

既存契約に基づく当該 kW 価値に係る発電事業者等の収入、小売電気事業者の

負担の重複が解消されるよう、こうした既存契約については、適切な契約内容の見直

しを行うことが必要となる。容量市場の導入を予め見据えて見直しを行った契約等を

除き 92、いずれの契約形態においても、契約上の kW 価値の有無とその対価に対す

る考え方を事業者間で誠実に協議し整理の上、本指針の基本的な考え方に則った既

存契約の見直し協議が行われることが望ましい。なお、事業者間の協議の結果、既

存契約の中に kW 価値が含まれていないことや、一部しか kW 価値が含まれていな

いことが明らかな契約については、本指針によることが必ずしも適当というものではな

い。 

具体的には、容量市場創設の趣旨を踏まえ、適切な時期 93に以下の内容の措置

を講ずることが望ましい。 

 発電事業者等は、相対契約の対象となる全ての kW 価値に対応する容量を容量

市場に入札することに契約上合意する。 

 容量市場に入札して落札された容量（kW 価値）について、発電事業者等が容量

市場から収入を得ており、既存相対契約において kW 価値に係る費用が支払わ

れている場合は、既存契約を見直して、相対契約に基づく取引価格から容量市

場から得られる収入額を差し引いた上で、発電事業者等が差額分を受け取る

                                                   
91 ここでの kW 価値は、電源等が必要時において予め期待された電力を発電し受電できる

価値を言うものであり、kW 価値に対する対価は、典型的には受電電力量にかかわらず固

定的に支払う費用（維持管理費等）に包含されると考えられる。ただし、従量価格のみの

契約等もあり、この限りではない。また、容量収入は容量市場におけるリクワイアメント

に対応する kW 価値に対する対価であると考えられ、必ずしも固定的に支払う費用（維持

管理費等）とは一致しない。 
92 容量受渡年度まで存続しないような契約は容量受渡年度までにオークション結果を踏ま

えた新たな契約が締結されることが考えられる。 
93 見直し協議は、既存契約の残存期間や契約に定められる契約条件見直しのタイミング、

制度変更があった場合の対応の考え方などを踏まえて個別の契約ごとに適切な時期に行わ

れる必要がある。例えば、容量受渡年度まで存続するような契約については、協議におけ

る合意内容が入札行動にも影響を与えることからオークション以前に協議が行われること

が望ましい。 
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9495等の精算 96が行われるよう、当事者間で協議の上、既存契約の見直しを行

う。 

 

３．発電事業者等の容量市場からの受取額が減少する場合の取扱い 

何らかの理由によって、発電事業者等が容量市場から得られる収入額が、相対契

約の対象とする kW 価値に、容量オークションの約定価格を乗じたものよりも減少す

ることが考えられる。こうした場合には、容量市場から得られる収入額の減少分を発

電事業者等と小売電気事業者のいずれが負担することになるのか、契約上、整理が

必要と考えられる。 

 

【発電事業者等の容量市場から得られる収入額が減少する例 97】 

① 相対契約の対象とする kW 価値が容量市場で落札されない場合 

A) 発電事業者等が容量市場に対して相対契約の対象とする kW 価値の入

札を行わなかった 

B) 相対契約の対象とする kW 価値を入札したが容量市場で落札されなかっ

た  

② ペナルティが発生し、発電事業者等が受け取る収入額が減額された場合 

A) 平常時や需給ひっ迫時にリクワイアメントに応じた供給力を提供できなか

った （例: 電源故障や燃料調達不調） 

B) 需給ひっ迫時に発電余力の市場応札を行わなかった 

C) 容量受渡年度以前に市場退出を行った 

 

既存契約の見直しを行うにあたっては、事業者間において誠実に協議を行い、決

定することが基本となる。その際、こうした容量市場から得られる収入額の減少分の

                                                   
94 相対契約と電源が一対一に対応しない場合（例：一つの電源と複数の契約が結びつく、

複数の電源と一つの契約が結びつく等）、差し引かれる収入額について協議が必要。 
95 二部料金制、一部料金制、トーリング契約等いずれにおいても、容量市場から発電事業

者等が得る収入額を小売電気事業者との間で精算することが基本と考えられる。 
96 具体的な精算方法については当事者間での協議が必要。例えば、相対契約に基づく取引

価格を小売電気事業者から発電事業者等に一度支払った上で、発電事業者等が実際に受け

取った容量収入を小売電気事業者に払い戻す方法や、容量収入額を予め差し引いた価格で

小売電気事業者から発電事業者等に対する支払いを行う方法等が考えられる。 
97 上記に例示しているもの以外に、経過措置期間中であり既設電源の容量市場からの受取

額が減額される場合も、発電事業者等が容量市場から得られる収入額が減少するが、容量

市場における経過措置は、小売電気事業者の競争環境の激変緩和を図るために、一定の年

限を区切って、既設電源（経過措置対象電源）に対して支払い額の減額措置を講じるもの

であり、経過措置による減額後の収入を容量市場から得られる収入とすることが適当と考

えられる。 
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扱いについては、収入額の減少が生じた事由ごとに、 

 イ）発電事業者等の収入額変更の原因や背景 

ロ）契約締結時における料金やリスク負担の考え方 9810 

ハ）いずれか一方に著しい負担が発生しないか 

といった観点から検討を行いつつ、協議を行うことが適切と考えられる。 

 

【事例ごとの見直し方針の例】 

①相対契約の対象とする kW 価値が容量市場で落札されない場合 

小売電気事業者は相対契約の有無に関わらず容量拠出金の支払い義務を負う

こと、相対契約で容量受渡年度において確実に kW 価値に係る費用が支払われる

ことを前提にすれば、当該電源は容量市場では競争力の高い電源として入札行動

をとることが考えられる。一方、既存契約が容量受渡年度まで存続しないリスク等

も踏まえて容量市場で入札行動をとることも考えられる。これらの点を踏まえて、契

約当事者間で協議の上入札行動について考え方を整理することが望ましい。 

A) 発電事業者等が容量市場に対して相対契約の対象とする kW 価値の入札を

行わなかった：契約当事者間の協議の結果合意された入札行動の考え方を逸

脱して発電事業者等が入札を行わなかった場合、発電事業者等が得られるは

ずだった容量収入相当を小売電気事業者との間で精算することが考えられ

る。 

B) 相対契約の対象とする kW 価値を入札したが容量市場で落札されなかった：契

約当事者間の協議の結果合意された入札行動の考え方を逸脱する形で、発

電事業者等の判断で入札が行われた結果として落札されなかった場合には、

発電事業者等が得られるはずだった容量収入相当を小売電気事業者との間

で精算することが考えられる。 

 

②ペナルティが発生し、発電事業者等が受け取る収入額が減額された場合 

ペナルティは、容量市場で調達した容量が適切に機能することを実効化するため

に導入されるものであり、基本的には、発電事業者等がペナルティを負担することが

適切だと考えられる。他方で、ペナルティは様々な発生原因が考えられるため、ペナ

ルティの発生原因を踏まえて、対応を検討することが求められる。また、発電停止時

等の取扱い等、既存契約における料金やリスク負担の考え方を踏まえてペナルティ

の負担の在り方について協議されることが必要と考えられる。 

                                                   
10 容量市場への参加は約定価格の変動やペナルティの存在を鑑みると一定のリスクを伴う

行為であるが、既存契約当事者に留まらず発電事業者等が特別目的会社である場合の株主

等の出資者、資金提供者や発電所の運営・管理を行う委託事業者等の関係者ともリスク分

担について必要に応じて協議が行われることが望ましい。 
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A) 平常時や需給ひっ迫時にリクワイアメントに応じた供給力を提供できなかった

（例: 電源故障や燃料調達不調）：発電事業者等に帰責性がある場合、発電事

業者等がペナルティを負担することが基本となるが、既存契約における料金や

リスク負担の考え方を踏まえて負担の在り方について協議されることが必要と

考えられる。また、既存契約が見直される際には、相対契約当事者以外の関

係者との間でも必要に応じて負担についての協議が行われることが望ましい。

例えば、発電事業者等が発電所の管理・運用を委託している事業者や燃料調

達事業者との契約に定められるペナルティと容量市場におけるペナルティの精

算方法について協議を行うことが考えられる。 

B) 需給ひっ迫時に発電余力の市場応札を行わなかった：需給ひっ迫が発生して

いる際には卸電力市場において高価格で約定される蓋然性が高く基本的には

市場応札を行うことが経済合理的な行動となる。従って、小売電気事業者が受

電しないことを明らかにした場合等において、経済合理性に反して市場応札を

怠った場合には、発電事業者等がそのペナルティを負担することが考えられる。 

C) 容量受渡年度以前に市場退出を行った：容量受渡年度を契約期間とする相対

契約の存在する電源が容量受渡年度以前に市場退出を行うのは、発電事業

者等または小売電気事業者いずれかの事情によって契約が解除されているこ

とが想定される。従って、契約解除の原因や契約継続期間中に契約を解除し

た場合の相対契約上の違約金の扱いなどを踏まえて、市場退出のペナルティ

を事業者間で精算することが考えられる。 

 

４．既存契約の見直しに関連する紛争解決の利用 

容量市場に関する取引は広域機関が定めたルールに基づいて行われるが、既存

契約は電力の取引に係る契約等に該当するものと整理されることから、当該契約の

見直しに係る紛争（既存契約の見直しについて協議を開始できない／見直しについ

ての協議がまとまらない等）の解決制度として、電力・ガス取引監視等委員会におけ

るあっせん及び仲裁手続を利用することができる。 

 


